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機関によってさまざまである。「貧困は幸福（Well-being）の剥奪である」（World Bank, 2002, p.15）。
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慢性的な病気、広範な犯罪など、多様な要素から構成される（UNSD, 2005, p.6）。 









貧困ラインを用いて、それらの購買力平価（Purchasing Power Parity: PPP） をベースに最貧国の内 6カ
国を対象に検証を行った。その結果、1 人当たり 1 日約 1 ドル未満で生活している人々は貧困状況に
あることを明らかにした。これにもとづき、世界銀行は、1990 年に初めて、国際貧困ラインを 1 日 1
ドルと設定した。 
また、2005 年に、より多くの国のデータを基に再度検討した結果、世界最貧国の内 15 カ国の国別
貧困ラインを基準に、国際貧困ラインを 1 日 1.25 ドルに引き上げた。続いて、2015 年に 2005 年と同
じ 15 カ国の国別貧困ラインを用いて、2011 年の PPP をベースに 1 日 1.90 ドルという新しい国際貧困
ラインを設定した 。国別貧困ラインの基準では貧困問題の国際比較が難しいため、1990 年以降は、
世界銀行による PPP ベースの国際貧困ラインが使われるようになった。 
一方、1990 年に発表された UNDP による『人間開発報告書』では、どのような人々が貧しい人々
であり、貧困にさらされているのかについてより詳しく述べられている。本報告書では、貧困には次
のような 5 つの本質があるとされている。①貧しい人々は同質ではないこと、②約 10 億人の貧困者
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成長を遂げている新興国などでも重要な問題となっている。そのため、UNDP は、所得と経済成長の
側面だけで国の開発の度合いを測ることはできないとして、1990 年に国民の寿命、識字率と一人当
たり名目 GDP を基準に人間開発指標（HDI）を発表した。 







測定する主なアプローチである（Laderchi et al., 2003, p.44）。アプローチによって貧困の要素は異な
っており、またアプローチによって貧困の程度も異なるため、簡単に測れるアプローチは存在しない
（Laderchi et al., 2003）。とはいえ、これらの中では、所得貧困アプローチが世界で最も利用されて
いるアプローチである。このアプローチでは、人々の消費（Consumption）あるいは所得（Income）
を基準に貧困が測定される。他方、所得を基準とする測定はむろん重要であるが、その他の次元にお






がある。その指標・指数として貧困者比率（Poverty Headcount Ratio）、貧困ギャップ率（Poverty Gap 
Ratio）、ジニ係数（Gini Coefficient, Gini Index）、人間開発指数（Human Development Index：HDI）、
人間貧困指数（Human Poverty Index：HPI）、多次元貧困指数（Multidimensional Poverty Index: MPI）
などが使われている。本節ではそれぞれ貧困尺度について検討しながら、それぞれの指標・指数によ
り南アジア諸国の位置づけを検討していくことにする。 




の割合を表す。前述したように、国際貧困ラインは 1 日 1.90 米ドルであり、貧困率は 1 日 1.90 米ド
ル未満で生活する人口のことである。 
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本稿では、世界銀行が発表する貧困率計算年度は各国によって異なるため、同じ年度のデータを利
用し、比較することができなかった。図表１は、南アジア諸国の貧困率とジニ係数を表すものである。
南アジア諸国の貧困率は、モルディブ 0.02％（2016 年）、スリランカ 0.83％（2016 年）、ブータン
1.49％（2017 年）、パキスタン 3.94％（2015 年）、バングラデシュ 14.77％（2016 年）、ネパール
15.01％（2010 年）およびインド 21.23％（2011 年）の順位にある（図表 1 参照）。 





あれば、遠いところにいる人もいる。そのギャップを把握するために、世界銀行は、1 日 3 ドル未満
で生活する人口および 1 日 5 ドル未満で生活する人々の比率等も計算している。ここで言う貧困率は、






3. ジニ係数（Gini Coefficient, Gini Index） 
Atkinson（1970）と Sen（1976）によって不平等と貧困が理論的に比較可能な形で提示され、この
分野の研究が本格的に始まった。ジニ係数は、社会における所得格差を表す指標である。ジニ係数は
不平等を測るために最も使用されており、ジニ係数は 0 の場合は完全に平等であり、ジニ係数は 1 の
場合は完全に不平等であることを意味する。世界銀行およびその他の研究者などは、このジニ係数を
100 で掛け算し利用する。例えば、ジニ係数が 0.35 の場合、0.35×100＝35 となりジニ係数は 35 とし
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図表 1 南アジア諸国の貧困率とジニ係数 
 









共サービスの普及の公的プログラムが不可欠である（World Bank 1978, p.23）。開発途上国の所得が

















バングラデシュ 2016 14.77 2.71 0.78 32.39 157.97
ブータン 2017 1.49 0.24 0.07 37.44 0.75
インド 2011 21.23 4.27 1.28 37.83 1265.78
モルディブ 2016 0.02 0 0 31.29 0.48
ネパール 2010 15.01 3.05 0.99 32.84 27.01
パキスタン 2015 3.94 0.5 0.1 33.45 203.63
スリランカ 2016 0.83 0.09 0.02 39.81 21.2
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できる人の割合、5 歳未満の栄養失調児の割合、これら 3 つの合成を表したものである。この指数は
全く新しいものではなく、すでに HDI にも反映されている。 







困の程度と発生頻度を明らかにするものとして、UNDP により 2010 年人間開発報告書において導入








れる (Alkire & Santos, 2010, p.7)。 
教育と保健の各指標の価値は 1.67（10 の 1/6）であり、生活水準の各指標の価値は 0.55（10 の 1/18）
である。複数の指標の合計価値が 3 点を上回った場合は、多次元貧困状態にあると認定される。例え
ば、Aさんは、栄養と就学率に剥奪されている場合、その指標の価値は 1.67+1.67＝3.34（≥3）となり、
合計は 3 点以上となるので、A さんは多次元貧困状態にいるとされる。B さんは、電気、水、衛生と
住居の床に剥奪されている場合、その指標の価値は 0.55+0.55+0.55+0.55＝2.20（＜3）となり、合計
は 3 点未満となるので、B さんは多次元貧困状態ではないとされる。 
南アジア諸国には、世界の多次元貧困者の約 50.9％の人々が居住しており、世界で多次元貧困者が
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図表 2 南アジア諸国の MPI と各分野の貢献率 
 
 出所：国連開発計画 HP, http://hdr.undp.org/en/2019-MPI を参照に筆者作成。 
ネパールの多次元貧困報告書 2018 年によると、多次元貧困指数における生活水準の各指標のシェ
アの内、炊事用燃料 28.18％、衛生 18.68％、家の状態 27.22％、財産 11.92％という状況である (NPC 















アフガニスタン 2016 0.272 55.9 48.6 45 10 45
バングラデシュ 2014 0.198 41.7 47.5 29.2 23.5 47.3
ブータン 2010 0.175 37.3 46.8 36.6 24.2 39.2
インド 2016 0.123 27.9 43.9 23.4 31.9 44.8
モルディブ 2017 0.003 0.8 34.4 15.1 80.7 4.2
ネパール 2016 0.148 34 43.6 27.2 31.5 41.2
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世界銀行によると、2005～2010 年の間に、農村貧困緩和に農業が 69％を貢献していたが、2010～
2016 年には、農業のシェアが減少し、約 27％となった。一方、サービス業と工業・製造業分野のシ
ェアは上昇する傾向にあり、工業・製造業 23％、サービス業が 36％となっている（World Bank 2019, 
p.50）。都市部の貧困緩和においては、主に工業・製造業分野のシェアが高いことが見られる。縫製
産業、その他の製造業、建築産業、交通運輸産業が、主な産業である（ibid, p.55-57）。 






バングラデシュ政府は、第 4 次 5 カ年計画（1990-1995 年）において、人材育成、開発と女性、環
境保護に焦点を当て、次のような目標を掲げた。①年間 5％のGDP成長を確保する、②人材育成を通
じて雇用機会を創出し貧困問題の緩和する、③経済的自立させる、という 3 つの目標を掲げた
（Ministry of planning, 1997, p.12）。さらに、第 5 次 5 カ年計画（2003-2010 年）では、貧困問題解決






に、第 6 次 5 カ年計画（1987-1992 年）からさまざまな対策を立てるようになった。ブータンにおけ
る過去の農地分配制であるキデゥ（KIDU）制度は社会に悪影響を及ぼしたため、新しい制度を導入







ると、2003 年の 17.64％から 2017 年の 1.49％へと減少している。 
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（NSBOB, 2014, p.48）。 
政策と同時に民間セクターにおける企業育成も、ブータンにおける貧困緩和の最も重要な要因であ
る。ブータンでは、約 98％の企業が民間セクターにおける中小企業であり、これらの企業は国内で







もたらされた （Deininger and Nagarajan, 2009, p.516）。インド政府は、1951 年から第 1 次 5 カ年計画
（1951-1956年）を策定しており、第 2次５カ年計画（1956-1961年）から貧困問題の解決に注目する
ようになった。農業、森林産業、エネルギーなどの分野における改善、人口抑制、貿易、雇用機会の
増加などによって貧困問題を緩和する目標を掲げた（Planning Commission, 1976, pp.5-28）。インドで
は主に、従来から社会的に排除された農村部の人々、社会的低カーストの人々、イスラム教の人々、
若い世代および子供は、多次元貧困を抱えている（OPHI, 2018, p.23）。 
インドでは、1983 年に 54.8％であった貧困率が、2011 年には 21.23％にまで減少している。一方、






献している(Datt and Ravallion, 2011, p.186)。一方、ダット＝ラバリオン（2011）は、農村部の貧困層
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は、1956年から 5カ年国家計画を開始した。第 8次 5カ年国家計画（1992～1997年）以降は、パンチ
ャヤット制度が社会に与えた悪影響を打破し、貧困の削減及び平等な社会の構築することが課題とし
て取り入れられた。第 9 次 5 カ年国家計画（1997～2002）では、貧困問題に以前より積極的に取り組
み、42％弱であった貧困率を 2017 年までに 10％にまで減少するとの目標を掲げた。また、2002 年の
第 10 次 5 カ年国家計画（2002～2007 年）が始まった。貧困問題を緩和のために集中的に活動する機




図表 3 ネパールにおける貧困の推移 
 
出所：経済調査 2002/2003、2008/2009、2011/201、2018/2019 を参照に筆者作成。 
 
図表 3 は、ネパールにおける国別貧困率ライン以下で生活している人々の割合を示したものである。
1995/1996 年に 41.8％であった貧困率は、2017/2018 年には 18.7％にまで減少している。このような貧
困改善の要因、国際機関による貧困解決活動、ネパール政府による 5 カ年計画と 1990 年以降の海外
送金増加などが挙げられる。 
 
年度 人口(100万） 貧困率 減少率 貧困人口（100万）
1995/1996年 20.5 41.8 - 8.57
2003/2004年 24.7 30.85 10.95 7.62
2009/2010年 26.25 25.4 5.45 6.67
2010/2011年 26.49 25.2 0.20 6.68
2011/2012年 26.85 24.4 0.80 6.55
2012/2013年 27.25 23.8 0.60 6.49
2013/2014年 27.58 - - -
2014/2015年 27.95 - - -
2015/2016年 28.33 21.6 2.20 6.12
2016/2017年 28.71 - - -
2017/2018年 29.1 18.7 2.90 5.44
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ため比較することが難しいが、モルディブ 0.02％（2016 年）、スリランカ 0.83％（2016 年）、ブー
タン 1.49％（2017年）、パキスタン 3.94％（2015年）、バングラデシュ 14.77％（2016年）、ネパー
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1 経済協力開発機構 (Organization for Economic Co-operation and Development)：国際経済全般について協
議することを目的とした国際機関。現在の加盟国は36カ国であり、主要目的は経済成長、開発途上国に対する
開発援助、貿易拡大である。 
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図１ 開発途上国におけるODA純額(Net ODA)  (2017年純支出基準、百万ドル)  
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グローバルな開発協力に関する理論的な考察 
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米国 救護物品 土地改革 
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1962 
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8 国際開発協会：International Development Association 
9 国際通貨基金：International Monetary Fund 
10 国際復興開発銀行（世界銀行）：International Bank for Reconstruction and Development 
11 1979年のイラン革命に伴って産油量が減り、原油価格が急騰した事件。石油ショック。 
グローバルな開発協力に関する理論的な考察 





























12 Foreign Direct Investment：企業が株式取得、工場を建設し事業を行うことを目的として投資することであ
る。外国の企業に対して、永続的な権益を取得する（経営を支配する）ことを目的に行われる投資である。 
13 Korea Development Institute 
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表３ 韓国の援助を担う主要機関 
対外経済協力基金（EDCF） 韓国国際協力団（KOICA） 
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形態       年度 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 
公的開発援助(ODA) 1,755 1,857 1,915 2,246 2,201 2,358 2,521 
(ODA/GNI, %) 0.13 0.13 0.14 0.16 0.14 0.14 0.15 
二国間ODA 1,310 1,396 1,469 1,549 1,615 1,734 1,903 
▶無償援助 809 884 906 985 1,034 1,131 1,217 
▶有償援助 501 512 562 564 581 603 686 
多国間ODA 446 461 447 698 586 624 618 
(注)2018年までは純支出基準、2019年度は暫定値。 
















－ 27 － 
表５ 韓国の二国間ODAの支援分野別配分(2015－2017) (単位：百万ドル、%) 
 2015－2017二国間援助 
分野別 
2015 2016 2017 
ODA 比重 ODA 比重 ODA 比重 
合計 2,312 100 2,458 100 2,444 100 
社会インフラ及びサービス 1,119 48 1,031 42 903 37 
経済インフラ及びサービス 760 33 871 35 970 40 
生産(産業)部門 141 6 145 6 225 9 
マルチセクター援助 108 5 163 7 71 3 
物資支援／一般プログラム援助 2 0 10 0 15 1 
負債関連支援 0 0 0 0 0 0 
人道的支援 44 2 67 3 88 4 
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朴 根好（2015）『韓国経済発展論 : 高度成長の見えざる手』御茶の水書房 
고요한 (Yo-Han Go 2011) 「KOICA 무상 ODA 잠정통계 분석」 국제개발협력, 2, 196-208 
（「KOICA 無償 ODA 暫定統計分析」国際開発協力） 
손혁상, 최정호 (Hyuk-Sang Sohn, Jung-Ho Choi 2008) 「한국의 대 아세안(ASEAN) 




임형백 (林馨佰 2014) 「한국 공적개발원조(ODA)의 전개와 과제」 한국정책연구, 14(1), 73-
102（「韓国公的開発援助 ODA の展開と課題」韓国政策研究） 
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정한범 (Han-Beom Jeong 2015) 「성공적 개발원조의 이론적 분석: 대한민국의 사례를 중심으로」 
국제정치연구, 18(1), 81-101 
KOICA(2018a) 『2018 주요 공여국의 원조 현황 및 실시체계』 （『2018 主要供与国 の
援助現況及び実施体系』） 
Soh, Changrok and Moon, Kyungyon (2017) “Introduction to International Development 
Cooperation: Issues and Actors in the Global Arena” Seoul: Korea University Press 
OECD (2019), "Detailed aid statistics: ODA Official development assistance: disbursements" 
・韓国、半世紀で援助受入国から供与国に https://cnbc.sbs.co.kr/article/10000735688 
・大韓民国ODA統合ホームページ（ODA KOREA） http://www.odakorea.go.kr/ 
・International Development Statistics (database), https://doi.org/10.1787/data-00069-en  
・KOICAホームページ http://www.koica.go.kr/ 
・OECDホームページ http://www.oecd.org/  
・OECD QWIDS  
https://stats.oecd.org/qwids/#?x=1&y=6&f=3:51,4:1,5:3,7:2,2:262&q=3:51+4:1,113+5:3+7:1,2+2:26
2+1:1,2,25,26+6:2008,2009,2010,2011,2012,2013,2014,2015,2016,2017,2018,2019 
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11 東京地裁平成 27 年 2 月 26 日判決、被告（国）の主張。 
分掌変更に伴う役員退職給与に関する一考察 





 前章にて、法基通 9-2-32 に規定する形式基準は、あくまで例示である旨を確認したが、その考えを





(1) 京都地裁平成 18 年事件 
 
第一審：京都地裁平成 18 年 2 月 10 日判決12（棄却） 
控訴審：大阪高裁平成 18 年 10 月 25 日判決13（棄却） 
上告審：最高裁平成 19 年 3 月 13 日判決14（上告不受理） 
 
本稿では、これらの判決を「京都地裁平成 18 年事件」とする。 
 
①事件の概要 
原告 X 社の代表取締役 A は、平成 14 年 3 月 31 日付けで代表取締役を辞任し取締役に就任した。
X 社はこの分掌変更に関して、平成 14 年 3 月 31 日に臨時株主総会及び取締役会において決議された









12 京都地方裁判所平成 18 年 2 月 10 日判決、平成 16 年（行ウ）第 34 号、LEX/DB 文献番号【28111750】。 
13 大阪高等裁判所平成 18 年 10 月 25 日判決、平成 18 年（行コ）第 22 号、LEX/DB 文献番号【25451316】。 
14 最高裁判所平成 19 年 3 月 13 日判決、平成 19 年（行ツ）第 37 号、平成 19 年（行ヒ）第 32 号、LEX/DB 文
献番号【25463194】。 
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(1) 東京地裁平成 20 年事件 
 
第一審：東京地裁平成 20 年 6 月 27 日判決17（確定） 
 
本稿では、当判決を「東京地裁平成 20 年事件」とする。 
 
①事件の概要 
原告 Y 社の代表取締役 B は、持病が悪化し手術や通院の必要があったことから、平成 16 年 7 月 31
日に代表取締役を辞任し、非常勤監査役に就任した。Y 社は B に対する退職慰労金 4,500 万円を、同













17 東京地方裁判所平成 20 年 6 月 27 日判決、平成 18 年（行ウ）第 466 号、LEX/DB 文献番号【25450620】。 
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(2) 長崎地裁平成 21 年事件 
 
第一審：長崎地裁平成 21 年 3 月 10 日判決18（確定） 
 
本稿では、当判決を「長崎地裁平成 21 年事件」とする。 
 
①事件の概要 
Z 社の取締役 C は、平成 16 年 6 月 25 日付けで取締役を辞任し、監査役に就任した。Z 社は C に対


















18 長崎地方裁判所平成 21 年 3 月 10 日判決、平成 19 年（行ウ）第 12 号、LEX/DB 文献番号【25451417】。 
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(3) オーナー株主の分掌変更における役員退職給与が是認された事案に関する考察 
 



























1. 法人税基本通達 9-2-32 の検討 
 
 
19 佐藤友一朗、前掲書（註 8）、863 頁参照。 
20 山本守之「分掌変更における役員退職給与」『税理 Vol.54/No.5』（ぎょうせい、2011 年）111 頁。 
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心として－」『税大論叢 70 号』（税務大学校、2011 年）44 頁。 
22 北澤達夫「専門学校の理事長に支払われた金員は賞与ではなく退職給与に当たるとされた事例」『月間税務事
例 Vol.46/No.7』（日本税務研究センター、2014 年）34 頁。 
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23 矢田公一、前掲書（註 24）、65 頁。 
24 矢田公一、同書、70-71 頁。 
25 矢田公一、同書、65 頁参照。 
26 北澤達夫、前掲書（註 25）、34 頁。 
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下では、分掌変更に伴う役員退職給与に係る上記 3 つの裁判例及び平成 18 年 11 月 28 日裁決28、東











27 矢田公一、前掲書（註 24）、65 頁。 
28 国税不服審判所、平成 18 年 11 月 28 日非公開裁決、広裁（法）平 18 第 18 号、LEX/DB 文献番号
【26100050】。 
29 東京地方裁判所平成 29 年 1 月 12 日判決、平成 27 年（行ウ）第 204 号、LEX/DB 文献番号【25538511】。 
30 藤曲武美、前掲書（註 7）、24 頁。 
31 武田昌輔「事例研究 社長の辞任と退職金」『税研 Vol.21/No.4』（ぎょうせい、2006 年）56 頁。 
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36 藤曲武美、前掲書（註 7）、24 頁。 
37 村木慎吾、前掲書（註 35）、201-202 頁。 
38 同様の見解として、藤曲武美、前掲書（註 8）、24 頁にて、「代表者が交代したことなどを対外的に明らかにし
ているか。」 
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文社、2011 年）121 頁。 
40 同様の見解として、村木慎吾、前掲書（註 35）、203 頁にて、「『課税所得の圧縮という節税を目的とした分掌
変更等に伴う役員退職金の支給である』と課税当局に疑われることが考えられる。（中略）節税目的と疑われるよ
うな無計画な役員退職金の支給は避け、事前に経営承継プランを策定するなどの対策は行うべきであろう。」 
41 武田昌輔、前掲書（註 34）、56 頁。 
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42 山本守之『事例から考える租税法解釈のあり方』（中央経済社、2018 年）49 頁。 
43 横尾美紀「分掌変更に伴う退職金の支給とその実務留意点」『税理 Vol.51/No.8』（ぎょうせい、2008 年）183
頁。 
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"The foreign policy of Xi Jinping - Succession and its originality " 
 
文学研究科社会学専攻博士後期課程在学 




After Xi Jinping was inaugurated as the president of the People’s Republic of China, China has 
mapped out “the Belt and Road Initiative” as foreign policy which brings common economic 
benefits to the countries and people involved. Nevertheless, there is a big misunderstanding of the 
“the Belt and Road Initiative” between Mainland China and other countries. Hence, having a 
question of why “the Belt and Road Initiative” has been criticized by western countries led me to 
continue the study of Xi Jinping’s foreign policy. Regarding Xi Jinping’s foreign policy strategies of 
the initiative, this paper examined the cognition of the world and foreign policy inherited by 
successive leaders, and the originality of Xi Jinping’s foreign policy. Furthermore, in order to 
explore more specific contents of Xi Jinping’s foreign policy, this paper also discussed the criteria 
of Wang Yizhou's " Major Country Diplomacy ", the blueprint of Zhao Tingyang's "Concept of 
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Ⅰ.中国外交史の時期区分 
1.建国以来の中国外交時期区分 







① 第一段階：革命外交（1949―1978 年） 
② 第二段階：発展外交（1978―2012 年） 
③ 第三段階：復興外交（2012 年から） 




















1 赵可金「中国外交 70 年：历史逻辑与基本经验」东北亚论坛、No.6、2019 Total No.146、4―7 頁。 
2 毛里和子『現代中国外交』岩波書店、2018 年 12 月 13 日、6 ページ。 
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3 习近平、「在庆祝改革开放 40 周年大会上的讲话」［N］人民日报、2018-12-19（002）。 
4 Douglass C. North.A Transaction Cost Approach to the Historical Development of Politics and Econom⁃ ics
［M］.In Furubot Eirik G. and Richter Rudolf ed.，The New Institutional Economic：a collections of 
articles from the Journal of institutional and theoretical economics［M］.Texas and Massachusetts 
University Press，1991， p.259；Douglass C. North，Institution. Institution Change and Economic 
Performance，Cambridge University Press，1990， p.94 
5 礼记·曲记上.四书五经（上册）［M］ .岳麓书社，1991：429；《论语·季氏》［M］ .见杨伯峻.论语译注［M］北 
京：中华书局，1980. 
6 毛泽东、纪念孙中山先生［J］ .历史教学、1956（12）： 2.  
7 杨继绳.邓小平时代：中国改革开放二十年纪实［M］ .北京：中央编译出版社，1998：243 
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しかし 1947 年以来、冷戦はアジアにも影響を与えた。1948 年に、「ソ連による指導の押し付けや
不平等な経済関係を拒絶するユーゴスラビアがコミンフォルムから除名されており、中国『チトー化』






















8 小口彦太・田中信行『現代中国法（第 2 版）』成文堂、2012 年、3 ページ。 
9 益尾知佐子・青山琉妙・三船恵美・趙宏偉『中国外交史』、東京大学出版社、2017 年 9 月 25 日、18 ページ―
19 ページ。 
10 前掲『現代中国外交』、21 ページ。 
11 前掲『現代中国外交』、21 ページ。 
12 前掲『現代中国外交』、21 ページ。 
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1982 年 9 月の第十二回党大会は、「①鄧小平・胡耀邦・趙紫陽のリーダーシップの確定、②20 世紀





13 『中国大躍進政策の展開資料と解説 上巻』 
日本国際問題研究所，昭和 48 年 8 月 30 日，241 頁 
14 《关于中共中央关于全面深化改革若干重大问题的决定的说明》，2013 年 11 月 9 日，《十八大以来重要文献选
编》上，中央文献出版社 2014 年版，第 506页 
15 前掲『現代中国外交』33 ページ 
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80 年代を通じて、二段階にわたり、合わせて 200 万人近い軍縮が敢行された。第三に、軍事力建設の
戦略的な転換で、国益を踏まえて経済発展とのバランスが考えられ、国防建設を『経済建設優先の大
 
16 『鄧小平文選』第二巻、人民出版社、149 ページ。 
17 『十二大以来重要文献選編』（上）、人民出版社 1986 年 10 月、39－40 ページ。 
18 前掲『現代中国外交』、39 ページ。 
19 前掲『現代中国外交』、39 ページ。 
20 茅原郁夫『中国人民解放軍「習近平軍事改革」の実像と限界』、PHP 新書、2018 年 9 月 28 日、92 ページ 
21 茅原郁夫・美根慶樹『21 世紀の中国 軍事外交篇 軍事大国化する中国の現状と戦略』、朝日新聞出版社、
2012 年 10 月 25 日、146 ページ。 
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22 前掲『21 世紀の中国 軍事外交篇 軍事大国化する中国の現状と戦略』、146 ページ。 
23 前掲、『中国人民解放軍「習近平軍事改革」の実像と限界』、105 ページ。 
24 前掲『江沢民時代の軍事改革』、70 ページ。 
25 前掲『中国はなぜ軍拡を続けるのか』、223 ページ。 
26 前掲『中国はなぜ軍拡を続けるのか』、223 ページ。 
27 前掲『中国はなぜ軍拡を続けるのか』、222 ページ。 
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28 王義桅、「『一帯一路』詳説」日本僑報社、2017 年、24 ページ。 
29 『江沢民文選』人民出版社、2006 年 8 月、313 頁。 
30 前掲『江沢民文選』、313 頁。 
31 『中国キーワード―「一帯一路」篇』新世界出版社、2017 年、72 ページ。 
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1986 年 7 月、中国政府は「GATT 締約国としての地位の回復」を申請してから、江沢民は 15 年の交




















32 「両院院士大会在京隆重開幕、江沢民総書記会見部分院士」『人民日報』1998 年 6 月 2 日。 
33 重入義治『中国の海上権力』創土社、2014 年、124 ページ。 
34 前掲『中国の海上権力』創土社、2014 年、124 ページ。 
35 前掲『中国の海上権力』創土社、2014 年、125 ページ。 
36 前掲『江沢民文選』、313 頁。 
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表 2 中国以外の国・国際機関から提案された「シルクロード復興構想」 
中国以外の国・国際機関から提案された「シルクロード復興構想」 
提案国 提案内容 
ロシア ユーラシア連合：2011 年 10 月 15 日提出、2015 年正式に始動 
カザフスタン 「明るい道」：2014 年 11 月に宣言 
モンゴル 「草原の道」：2014 年 11 月提出 
インド 「プロジェクト・マウサム」：2014 年 
ロシア・インド・イラ
ン 
「北南回廊計画」：2000 年に提起し、2011 年再起動 
EU 「南エネルギー回廊」：2008 年に提起 
アメリカ 「新シルクロード計画」：2005 年に提起され、2011 年 7 月正式に提案さ
れた（インド・「第二回米印戦略対話」）。 
 
37 前掲『海洋戦略論 大国は海でどのように戦うか』172 ページ。 
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また第 1 節で述べたように、表 2.中国以外の国・国際機関から提案された「シルクロード復興構想」
の国々が提唱する新シルクロード計画では、中国の「一帯一路」戦略を「マーシャル・プラン」と比









会議委員で前国家税務総局副局長の許善達は、2009 年 3 月、中国が主導する「中国版マーシャル・プ
 
38 平川均「中国の一帯一路構想を考える 世界経済フロンティア創出の可能性」『現代の理論』2018 夏号、認定
NPO 現代の理論・社会フォーラム、95 ページ。 
39 王義桅「一带一路绝非中国版马歇尔计划」人民網 2015 年 6 月 16 日 
http://world.people.com.cn/n/2015/0616/c1002-27163312.html、最後閲覧日：2018 年 11 月 13 日。 
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また、2014 年 5 月 21 日上海で開催された「アジア相互協力と信頼措置会議第四回フォーラム」で、
習近平は「積極的に安全保障ビジョンを構築し、新たな安全保障協力を創造する」43と述べた。さらに








40 許善達、「中国版『マーシャル・プラン』の推進を通じて外需を盛り上げよう」『人民政協網』、2009 年 3 月 6 日、
最後閲覧日：2018 年 11 月 13 日。 
41 「胡錦濤在中国共産党第十八次全国代表大会上的報告」、第八章（一）
http://news.xinhuanet.com/18cpcnc/2012-11/17/c_113711665_9.htm, accessed Feb. 28、 2013、最後閲覧日：
2019 年 11 月 9 日。 
42 「習近平総書記『海による富国と強国』を強調」人民網、2013 年 8 月 1 日、 
http://j.people.com.cn/94474/8349029.html。最後閲覧日：2019 年 11 月 9 日。 
43 習近平「积极树立亚洲安全观，共创安全合作新局面」『習近平談「一帯一路」』中央文献出版社、2018 年 11
月、23 頁。 
44 習近平「共同构建人类命运共同体」『習近平談「一帯一路」』中央文献出版社、2018 年 11 月、163 頁。 
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3.継承された「総合的国家安全保障観」 






























45 小原凡司「中国国防白書『新時代の中国の国防』」笹川平和財団、2019 年 8 月 2 日、https://www.spf.org/spf-
china-observer/document-detail018.html、最後閲覧日：2019 年 12 月 30 日。 
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表 3 新中国成立以来の中国指導者達の海洋政策 
リーダーシップ 海洋政策 





























③ 大国はほかの大国に従属せず、大国は勢力均衡に努めなければならない。  
④ 大国は、独立した文化価値システムを持たなければならない。 
⑤ 大国はあらゆる分野で、代表権を保持しなければならない。 













46 王逸舟『中国外交の新思考』東京大学出版会、天児慧訳 2007 年 3 月 9 日、106 ページ。 
47 前掲『中国外交の新思考』、107 ページ。 
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表 4 中国と世界諸国の世界認識の相違点 
 中国の「天下観」 ヨーロッパの「世界観」 
主体 天下（世界） 国家 
秩序 天下→国家→家 個人→共同体→国家 
社会構造 大同（「人類運命共同体」） ホップス的無政府状態 
主権 世界主権が最高主権 国家主権が最高主権 


















48 赵汀阳『天下的当代性-世界秩序的实践与想象』、中信出版社、2016 年 1 月、2 ページ。 
49 前掲『天下的当代性-世界秩序的实践与想象』、4 ページ。 
50 前掲『天下的当代性-世界秩序的实践与想象』、8 ページ。 
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52 閻学通『世界権力的転移：政治領導与戦略競争』北京大学出版社、2017 年、3 ページ。 
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Abstract 
 This study clarifies the stages and fundamental changes and the characteristics of modern 
Chinese foreign policy. The purpose of this study is to analyze the foreign policy based on the 
characteristic of Xi Jinping who became the president since 2013, and to clarify whether there is 
a personal charm, also known as 'Xi's diplomacy', has any domestic and overseas effect on China. 
Among the various factors that influence and constrain foreign policy, the charisma of policy 
makers is the most interested in this study. 
Xi Jinping president has been hypothesized that he has the charisma, but this is different from 
the definition of Max Weber. This report will analyze the diplomatic policy that influenced by Xi 
Jinping's personal charisma via the research of diplomatic means and the distinctive foreign policy.  
For the research in the future, I would like to further refer to the opinions of scholars in Japan and 
abroad. Furthermore, the features of the charisma and the foreign policy of Xi Jinping president 
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根絶しなければならない」と要求し、公金浪費を断固として根絶することを強調した。5 年間の持続
的な努力の結果、中国共産党は特権階級で不正の気風を抑えてきた。 



























年 9 月と 10 月に、中国の習近平国家主席が中央アジアと東南アジアを訪問した際に、関連諸国とと
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株有限会社に売却することに合意し、港と周辺の 1 万 5000 エーカー(約 60.7 平方キロメートル)の土
地を工業団地として中国の会社に賃貸し、99 年間中国がこの地域の開発に投資することに合意した。
この協定は同年末に正式に発効した。2018 年、ここでの年間貨物取扱量は前年比 1.6 倍に増加し、す
でに多くの企業、銀行、代理店がここで事務所や支店を開設していた。現在、ハンバントタ港の労働
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  「FT 中文網」30の記者の現地調査によると、中国のプロジェクトは現地で賛否両論が行っている31。
現地の調査員によれば、プロジェクト調査内容はスリランカ内戦後のインフラ再建だった。調査によ
るとスリランカの多くの一般民衆は、ここでの中国プロジェクトは彼ら自身にはあまり利益を与えて
いないと考えていた。例えば、2014 年に中国が 17 億 8000 万人民元を出資して、スリランカに建設
した空港高速道路の運用が正式に始まると、空港からコロンボ市内までの所用時間は 1 時間半から 20
分に短縮された。しかし、この道は有料で、一般民衆の収入が上がらないという前提の下では、一般
市民は節約するために高速道路が使用しない場合が多い。          
中国がスリランカに建設したハンバントタ国際空港は、1 日に最大 2 便の定期便しか運航されてお
らず、世界で最も利用客が少ない空港とされている。2014 年には、3000 便でわずか 2 万人ぐらいの
乗客がこの空港を訪れたとされている。2015 年の状況はさらに深刻だった。公式データによると、同
空港の利用客は 2739 人まで減少し、貨物輸送量は前年の 68.9 トンから 1.2 トンに低下した。 
 中国が建設したクリケット場の使用率も低いままであった。これらの大投資・低リターンのプロジ















2017 年 4 月 19 日に「スリランカがインドと協力覚書締結に合意し、スリランカのコンテナターミ
 
30「FT 中文網」とはイギリス「金融時報」の中国語版。 
31 崔莹、「『一帯一路』给斯里兰卡給斯里蘭卡帶來了什麼？」、FT 中文網、2017 年 5 月 9 日、
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ナル（ECT）開発事業を、合同で運営する計画」を報じた。インドのモディ首相は 2017 年 5 月 12
日にスリランカを訪れ、仏教徒の祝日である「ウィッサイの日」の祝賀行事に参加する予定だった。
スリランカの大統領に就任して以来、インドのモディ首相が 2 度目の訪問となった。これに先立
ち、スリランカのラニル・ウィクラマシンハ首相は 2017 年 4 月 26 日、インドを訪問し、両国の協
力問題を話し合った。2019 年 5 月 28 日，スリランカのコロンボにおいて，コロンボ南港東コンテ
ナターミナル（ECT）の開発に関する日本、インド及びスリランカの間の協力に関する覚書が署名


























力に関する覚書の署名」、2019 年 5 月 28 日、https://www.mofa.go.jp/mofaj/ic/cap2/page6_000327.html（2019
年 12 月 25 日）。 
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第二章 「明清俗曲」の日本伝来時期と伝播ルートの再考 
 今日の日本の研究資料によると、明楽は 17 世に伝来し 18 世紀に流行・衰退し、清楽は 19 世紀に
伝来したということになる。しかし、このような考え方は明清楽を関連のない二つのパーツとして捉
え、明清俗曲の継続性を見逃していると考える。清朝の建国から 1804 年まで、約 140 年という長い
時間の間、俗曲は本当に日本に伝わっていなかったのだろうか。筆者は、日本への俗曲の伝来と広が







































          
図 1 『唐音和解』「笛記」     図 2 『唐音和解』「南京横笛之図」 
 








 『唐音和解』の刊行から 13 年後、『雅遊漫録』(大枝流芳著、1763)が浪華で刊行された。なお、
同書の序、「雅漫録序」は大江都庭鐘（別名都賀庭鐘）が宝暦乙亥初冬（1755）に書いたものであ
る。大江都庭鐘は江戸中期の読本作者・儒医であり、中国の白話小説を翻案した初期読本の先駆と称
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図 3 『雅遊漫録』「笛記」 
 
図 4『雅遊漫録』「南京横笛之図」 
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二つの流派以外、もう一つの流派――東皐心越禅師を代表とした琴楽に言及する必要がある。心越禅




























増加した。閩浙総督覚羅満の雍正帝への奏折によると、1724 年(雍正 2 年)、福建には商船が 1737 隻、
漁船が 2690 隻あった。浙江省の商漁船数は 1033 隻、1493 隻だった。福建省の商漁船の数は造船業
 
3 郑锦扬（2003）『日本“清乐”研究』海峡文艺出版社 p.22 
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が発展した浙江省をはるかに上回っていた。 
以下の長崎渡航唐船出港地別船数表を見ると、寛文元年(1661 年)から閩台地区から出航の唐船は一




表 2 長崎渡航唐船出港地別船数表（1661～1703） 
年代・出航地 出港船数 
日本 西歴 江蘇・浙江 福建・台湾・広東 
寛文元年 1661 1 27 
2 1662 1 18 
3 1663 3 16 
4 1664 2 27 
5 1665 2 12 
6 1666  16 
7 1667  13 
8 1668  18 
9 1669 3 11 
10 1670 5 13 
11 1671 5 21 
12 1672 1 18 
延宝元年 1673  4 
2 1674 1 12 
3 1675 1 17 
4 1676 2 13 
5 1677 4 13 
6 1678 3 14 
7 1679 4 17 
8 1680 2 10 
天和元年 1681  5 
2 1682 1 13 
3 1683 1 14 
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貞享元年 1684 1 6 
2 1685 26 46 
3 1686 50 37 
4 1687 55 59 
元禄元年 1688 58 115 
2 1689 33 34 
3 1690 32 43 
4 1691 48 30 
5 1692 31 33 
6 1693 29 36 
7 1694 26 29 
8 1695 25 23 
9 1696 20 23 
10 1697 35 43 
11 1698 43 13 
12 1699 49 15 
13 1700 40 11 
14 1701 50 11 
15 1702 25 12 
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原康子の研究によると、長崎清楽譜は 84 種類が現存しており、計 349 曲の明清俗曲のうち、「九連
環」、「茉莉花」、「算命曲」の三曲の出現の頻度が最も高い。この 3 曲のうち、「九連環」と「算
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「九連環」 
 情   過   河。   在     岸 的 妹  住   船。 
唐音 ジン  コウ  ホウ。  ヅアイ  ガン テ ムイ ジユイ チヱン。 
閩南語 [zing2]     [hou2]   [zai4]  [ngn6] 
南京音 [cin2]      [ho2]    [za4]   [ang4] 
 妹  呀 妹  住   船。 雖   然     与     他  隔 不 遠。 
唐音 ムイ ヤ ムイ ジユイ チヱン。スイ ジヱン イユイ タア ケ ポ ヱン。 
閩南語 [mui6]           [sui1]                  
南京音 [mei4]           [suei1]                   
 
「算命曲」 
 三   個    銅     銭。     我   呀 我    不  要  呀 
唐音 サン コ   ドン   ジェン。 ゴウ  ヤ ゴウ ポ ヤウ ヤ  
閩南語        [dong2]  [zian2]  [ngo3] 
南京音       [tong2]  [ciän2]  [o3] 
 不  会   奉    承   我  的  姑    娘。［ 別    請    高   名] 
唐音 ポ ホイ ホン  ジン ゴウ デ クウ ニヤン。ピエ ツイン カウ ミン 
閩南語 [hong4] [sing2] 
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4 喜田川守貞（2002）『近世風俗志――守貞謾稿』岩波書店 p.22 
5 高野辰之(1978 年)『日本歌謡史』五月書房 p.22 
6 矢野誠一（2015）『落語を歩く 鑑賞三十一話』河出書房新社 p.22 
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江戸時代は 3 世紀(17～19 世紀)にわたったため現在の学界で最も多い一般的な区分方法では、18 世
紀中期を境に前期と後期に分ける。前期は「元禄文化」であり、その時「上方文化」は頂点に達した。
後期は「化政文化」で、すなわち「江戸文化」が最も栄えた時期である。そして、最も文化が光を放
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一方、田林葉の文化の移動の容易さの要因に関する理論によって、文化の中には、移動しやすい部
分とそうではない部分が存在していることが分かる。 
 魏之琰が日本に伝えた明楽は、百年近く歳月を経て、即ち 18 世紀後半にようやく流行した。ところ












1. 『三省堂大辞林 第三版』三省堂（閲覧日：2019 年 6 月 12 日） 




て――」明治大学人文科学研究所紀要第 75 冊 
5. 加藤徹（2009）「中国伝来音楽と社会階層――清楽曲『九連環』を例にして」東アジア地域間
交流研究会編『から船往来──日本を育てたひと・ふね・まち・こころ』中国書店 
6. 加藤徹（2012 年）「近世日本における中国伝来音楽の諸相――明清楽を中心に」 
7. 中尾友香梨（2010）『江戸文人と明清楽』汲古院 
8. 中尾友香梨（2013）「明清楽の伝来と流行」 若木太一編『長崎 東西文化交渉史の舞台－明・
清時代の長崎/支配の構図と文化の諸相』勉誠出版 






創価大学大学院紀要・第 42 集・2021 年 3 月 






18. 三田村鳶魚（1976）『三田村鳶魚全集 第 12 巻』 (1976 年)中央公論社  
19. 喜田川守貞（2002）『近世風俗志――守貞謾稿』岩波書店  
20. 高野辰之(1978 年)『日本歌謡史』五月書房 
21. 矢野誠一（2015）『落語を歩く 鑑賞三十一話』河出書房新社 
22. 西原大輔（1992）「江戸時代の中国語研究  岡島冠山と荻生徂徠」 
23. 静永健（2014）『海がはぐくむ日本文化』東京大学出版会 
24. 黄于菁（2013）「荻生徂徠の『礼義』思想について」 





29. 郑锦扬（2003）「日本“清乐”兴衰初析(上)」『乐府新声(沈阳音乐学院学报)』2003 年 02 期 




34. 林联华（2011）「清代前期的福建官方造船业」『海交史研究 Maritime History Studies』2011
年 01 期、中国海外交通史研究会 pp.61～73 
 
－ 127 － 
 
Relationship between Optimism, Resilience and Subjective Well-








In this research, researcher reviewed literature of three very important area of research that is 
related to positive psychology. Those are subjective well-being, optimism, and resilience. Then 
researcher tried to analyze how optimism and resilience affect subjective well-being and vice versa.   
This research provides overview of concept of optimism, resilience and subjective well-being and 
how optimism and resilience are related to and affect subjective well-being. Overall, this paper 
establishes that there is a significant relation between these three concepts. 
 




Subjective well-being (SWB), optimism, and resilience are three important area of research that 
have generated huge interest in researchers. These concepts are related to positive psychology and 
have been studied from various perspective and point of view. While both resilience and optimism 
are very unique and vast concept on itself, these concept are closely related to the idea of subjective 
well-being. Therefore, both optimism and resilience have been studied in relation to SWB because 
both concepts are closely intertwined with SWB. So studying the effect of these two on SWB and 
vice versa is very significant.  
 
The current study aimed to review the literature of these three concept and analyze the relation 
and effect of optimism and resilience on SWB. This research, based on literature review, will cover 
various aspects of the relationship between optimism, resilience and subjective well-being in 
overall.   
創価大学大学院紀要・第 42 集・2021 年 3 月 




In simple term, SWB is a field of psychology that endeavors to understand people's evaluations 
of their lives. Diener (1984) introduced this concept which tries to understand people’s evaluation 
of their quality of life. There has been growing research in this field since then where it has been 
analyzed from various different perspective.  
 
Andrews & Withey (1976) explained three components of SWB: Life satisfaction, Positive affect 
and Negative affect. Diener, Suh, Lucas and Smith (1999) stated that the structure of subjective 
well-being has two areas: cognitive and emotional aspects. The cognitive aspect is degree of 
satisfaction with life. The emotional aspect includes both positive and negative emotions such as 
pleasant and sad. Furthermore, Diener, Oishi and Lucas (2003) argue that subjective well-being 
is a concept that includes high positive emotions, low negative emotions, and high satisfaction with 
life.  
Diener, Suh and Oishi (1997) mentioned that those people have high SWB who are satisfied with 
their life with more positive affect and less negative affect. McGillivray and Clarke (2006) 
explained that “subjective wellbeing involves a multidimensional evaluation of life, including 
cognitive judgments of life satisfaction and affective evaluations of emotions and moods.” 
About subjective well- being, the definition and components vary depending on the researcher.  
Cummins et al. (2010) described SWB as a normal positive state of mind comprising the entire 
life experience and stable happiness. According to Diener and Ryan (2009), SWB specifies 
satisfaction of life. Also, it signifies high positive emotions and reduced negative emotions. They 
also mentioned that SWB also covers satisfaction with various other aspects of life such as work, 
marriage and health. Nishaat and Magari (2020) has defined wellbeing as a state of sustaining the 
satisfaction and fulfillment of life backed by positive emotional evaluations such as joy and 




There have been various studies and various definitions of optimism. For example, one of the 
characteristics of optimism in positive psychology is "explanatory style,"（Seligman,1991）which 
states that positive recognition of self leads to well-being. The key to being an optimist is to develop 
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an optimistic style of explanation. Pessimists can also become optimists by receiving guidance to 
change their explanation style. Seligman (1991) shows that optimists can work and study better 
than pessimists, achieve better grades and achievements, be successful, challenge and overcome 
suffering, and live longer and healthier. On the contrary, pessimists (which can also be referred to 
as patients with mild depression) are said to be negative in "thinking", "mood", "behavior", and 
"physical" reactions. Seligman (1991) states that there are three major optimistic styles of 
explanation. First, when an optimist encounters an unfortunate event, he/she considers it as 
"temporary" and not permanent. Second, he/she considers the unfortunate situation occurred due 
to "specific" causes, not universal causes. The last one is called an “external" explanatory style 
which means he/she doesn’t completely blame himself/herself for any unfortunate event. 
 
Scheier and Carver (1985) defined dispositional optimism, as“generalized outcome expectancies” 
which means optimist expects positive results from any event. He also stated that optimism is 
associated with physical health as well as mental health. Schneider (2001) discusses his notion of 
realistic optimism, while reviewing many studies on optimism. According to Schneider (2001), the 
perspectives of reality and optimism have been viewed as contradictory, but they are not 
necessarily contradictory, even if there are boundaries, they are only loose boundaries. The nature 
of reality is unclear in the first place, but reality exists regardless of whether it is clear or not. 
Therefore, it is possible to have more realistic optimism by performing appropriate fact matching, 
and it is necessary to deal with such uncertainty in order to be realistic. Schneider (2001) pays 
particular attention to the meaning and knowledge of how to capture the events that occur to him, 
advocating the ideas of "fuzzy meaning" and "fuzzy knowledge", while discussing realistic optimism. 
Schneider (2001) referred to the idea of realistic optimism in an overview of research on 
conventional optimism. She described that concept of conventional dispositional optimism holds 
optimistic outlook towards future on unfounded grounds while realistic optimism emphasizes on 
realistic outlook of future which is based on events that happened in a person’s life. It also takes 
uncertain reality into account as objectively as possible. She said that optimism enables a realistic 
outlook on the future. Based on that definition, the characteristics of the realistic optimist are (1) 
focusing on favorable experiences of the past, (2) objectively recognizing the reality but having 
hope for the future, (3) having strong will and working towards the desired outcome (Schneider, 
2001). So the characteristic of a realistic optimism is to continue to have a positive outlook and 
attitude toward the future while recognizing and accepting the harshness of the reality. 
Magari (2013) defined realistic optimism as “a way of thinking and a way of life with good outlook 
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for the future, even after encountering various difficulties.” Furthermore, by incorporating Alain’s 
philosophical view (1953) of the optimism and the idea of optimism based on Keller’s view of life 
(1903) with the explanatory style of Seligman (1991), he assumed that realistic optimism is 
composed of three factors, “Flexibility”, “Will and Courage,” and “Future-orientation and Hope.”  
Alain (2007) states that “pessimism comes from the temperament optimism from the will”. Keller 
(1903) states that “Optimism is the faith that leads to achievement. Nothing can be done without 
hope and confidence.” Nishaat and Magari (2018) has developed such a realistic optimism scale 




Resilience is an important area of research. Defining resilience is a challenging task as it has 
been used in a variety of contexts such as organizational, educational, community, sports, military, 
and clinical (Gómez- Molinero, Zayas, Ruíz-González and Guil, 2018).  Resilience has been defined 
in various ways, but there is common factor which is coping in the face of adversity. Various 
definitions have been given over the years of research to describe this concept. Many researchers 
have defined resilience as the process of adapting while facing adversities such as tragedy, trauma, 
threats, or sources of stress—such as family and relationship problems, health problems, or 
workplace and financial stressors.  
 
Masten and Powell (2003) stated “Resilience refers to patterns of positive adaptation in the 
context of significant risk or adversity”. Zautra, Hall, and Murray (2010) defined resilience as 
effective adapting to adverse circumstances. Luthar, Cicchetti and Becker (2000) described 
resilience in the same way referring it to a dynamic process encompassing positive adaptation 
within the context of significant adversity. The American Psychological Association (2010) has 
defined resilience in the same as “the process of adapting well in the face of adversity, trauma, 
tragedy threats or even significant sources of threat”.  
 
In general, the concept of resilience shows that it desire for optimism under adverse situation 
(Rutter, 2006). In other words, optimism and resilience work together in a person when he/she 
faces stressful conditions (Carver, Scheier, and Segerstrom, 2010). 
Resilience is very important because it gives people the psychological strength to cope with stress 
and hardship (Walker et al., 2017). Campbell-Sills, Barlow, Brown and Hofmann (2006), in their 
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research, found that individuals with high resilience engage more often in adaptive coping skills. 
Also, individual who are highly resilient can convert stressful situations into opportunities for 
learning. Resilience is not an inborn quality. According to Reid (2016) people are very capable of 
learning the skills that it takes to become more resilient. 
 
Optimism and Subjective Well-being 
 
There are many studies that have examined the relationship between optimism and well-being. 
Scheier and Carver (1985) examined the relationship between dispositional optimism as positive 
expectations for future as personality traits. They conducted research on university students and 
found that students with high optimism had good mental health. Baker, Blacher and Olsson (2005) 
show how problematic behavior of developmentally delayed pre-school children affect well-being 
of parents and how optimism affects well-being of parents. The research shows that the 
problematic behavior of the retarded child increases the depressive tendency of the parents and 
worsens the relationship between the parents. But, in case of parents who are more optimistic, 
depression tendency and parental friction is moderate. 
Also, Karademas (2006) conducted research on relationship between self-efficacy, social support, 
and optimism and well-being. Result shows that optimism is significantly related to self-efficacy 
and social support, and optimism, as the core of well-being, is strongly related to the satisfaction 
of life. Also, optimism is strengthened by emotional support from surrounding people and self-
efficacy. 
Augusto-Landa, Pulido-Martos and Lopez-Zafra (2010) examined the relationship between 
perceived emotional intelligence, dispositional optimism / pessimism and psychological well-being. 
As a result, it is clarified that there is a positive correlation between optimism and psychological 
well-being, and that there is a negative correlation between pessimism and psychological well-
being. 
Hanssen et al. (2014) brought up motivational coping (persistent goal pursuit and flexible goal 
adjustment) as a mechanism that links perceived optimism and well-being factors (overall well-
being, depressive tendency, anxiety, and physical symptoms). As a result, it was confirmed that 
perceived optimism and flexible goal adjustment are more related to overall well-being. 
In addition, Hashimoto and Koyasu (2012) studied the relationship of depressive tendency, 
optimism, positive orientation, and well-being. Result shows that optimism is positively related to 
positive orientation and well-being.   
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Carver, Scheier and Segerstrom (2010) show that optimists are more positive in adversity or 
difficult situations. They have prominent subjective well-being, and they maintain their well-being 
in even difficult situations. They also show that optimists have high level of coping strategies and 
are taking positive steps to maintain their health.  
The optimism mentioned in these studies, which has been conducted in the context of well-being, 
is optimism based on individual personality traits, and is dispositional optimism pointed out by 
Scheier and Carver (1985). 
On the other hand, Norem (1989) explained the tendency of having expectation that one will 
succeed in the future based on the experience of successful past using the concept of strategic 
optimism. Hosogoshi and Kodama (2006) examined about strategic optimism and psychological 
well-being proposed by Ryff (1989). As a result, it was suggested that the constructive concepts of 
psychological well-being such as “personal growth,”, “purpose in life,” and “positive relation with 
others,” are positively related to strategic optimism.  
These studies refer to well-being from the perspective of strategic optimism. Thus, it can be said 
that most of the research on optimism and well-being is conducted from the viewpoint of 
dispositional optimism and strategic optimism. 
 
Resilience and Subjective Well-being. 
 
Subjective well-being, also known as “happiness,” is affected by a number of factors which 
includes resilience. Research has found that resilience is positively associated with satisfaction of 
life which is an important component of SWB. Wagnild and Young explained in their research 
paper that scoring medium to high on a life satisfaction scale was considered an early descriptor 
of resilience (1990). Also, it is negatively associated with negative affect and positively associated 
with positive affect (Mak, Ng and Wong, 2011).  
Resilient people who progress toward their goals have higher levels of positive affect and 
satisfaction with life (Klohnen, Vandewater and Young, 1996). In other words, those who can cope 
with traumatic and adverse situations and adapt to it are happier than those who cannot.   
Davydov, Stewart, Ritchie and Chaudieu (2010) state that resilience and well-being are basically 
related. The concept of resilience comes from the literature on stress and coping and is consistent 
with the general definition of "adaptive and recovery ability" (Windle, Bennett, and Noyes, 2011).  
A study about resilience in college students in Hong Kong found that resilience was significantly 
related to positive cognitions about the own self, the world, and the future. And this was related 
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to higher levels of life satisfaction (Mak, Ng and Wong. 2011).  
Cummins and Wooden (2013) described the concept of resilience in the context of SWB 
homeostasis theory. However, their paper presents only theoretical connections, drawing 
implications from a modern understanding of the concept of SWB set points and the concept of 
homeostasis of SWB, and connecting these components together to create a homeostasis 
restoration.  
Seligman, Schulman and Tryon (2007) state resilience and specific coping skills has been shown 
to help university students' well-being, reduce symptoms of depression and anxiety, and improve 
optimistic descriptive style, at least in the short term.  
So, resilience has been associated with SWB as an extremely important viewpoint in forming it. 
However, the relationship between these two constructs is still not well understood, and clear 




This was simple literature review on three very important concepts of positive psychology. SWB, 
optimism, and resilience has attracted lots of attention from researchers from various different 
backgrounds. Because of that there are diverse definitions of these three concepts and are 
connected to many different fields of research which covers but not limited to health, economy, and 
psychology etc.  
Literature review involving SWB, optimism and resilience shed some light on the 
interconnectedness of these factors. Souri and Hasanirad (2011) examined the relationships 
between resilience, optimism and psychological well-being on medical students (213 male and 191 
female). Their research showed that resilience can predict psychological well-being, and optimism 
played a role in the relationship between resilience and psychological well-being. Another research 
by Agarwal and Malhotra (2019), about the relationship between optimism, resilience and 
psychological well- being in young adults, showed that there is a significant and positive 
relationship between all the variables.  
However, there is no research on realistic optimism, resilience and subjective well-being. Magari 
(2015, 2018) stated that resilience is at the center of the realistic optimism. It will be interesting 
to further examine, that concept by linking it to SWB, through quantitative and qualitative 
research in future.  
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  A Consideration about Well-Being and the Awareness of Teachers involved 
with Students with Special Needs   
 
文学研究科教育学専攻博士後期課程在学 














を通して、障害のある児童生徒の Well-Being について考察することを目的とする。 
Well-being は、1946 年に設立された世界保健機構（WHO）の憲章において、＜Health is a state 






とは、P: Positive emotion（ポジティブ感情）、E: Engagement（積極的関与）、R: Relationships（関
係性）、 M: Meaning（生きる意味・意義）、A: Achievement(目標の達成）である 2。 
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調査時期：2005 年 8 月～12 月 
調査方法：フェイスシート、半構造化面接、質問紙（教師特有のビリーフ尺度）調査 
面接の調査項目：①関った児童生徒の様子 
        ②教師の関わり方で配慮・工夫したこと 



























































女子 / 小学校普通学級・高学年 週１日は通級学級（ことばの教室）に
/ 言語理解の遅れ 授業中の私語が目立ち、指示が通りにくい。 
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表４ 分析ワークシートの例 （２/２） 
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憲章や田坂ら（2012）に示された Well-Being への視座に通じるものである。 
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三好（2018）は、高齢者介護の経験を踏まえて、「人間＝個体×関係」という「掛け算の関係論」
を提案している。たとえば、老化や障害などのために「個体」としての能力が 10 から 5 になったと












































を得ていくことは、全ての人の Well-Being を探求する上で、有効な手立ての一つであるに違いない。 
  
本研究では、障害のある児童生徒の教育に携わっていた教師へのインタビュー内容を分析し、障害
のある児童生徒の Well-Being について考察した。児童生徒が様々な Well-Being を実現していくため
に、児童生徒に対する教師の「身体的・精神的・社会的」に包摂した捉え方や、児童生徒と教師との
「関係性」の重要性が示唆された。また、障害児者との関わりから得られた視点は、健常者を含め全
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区分 計 国立 公立 私立 
計 本校 分校 本校 計 本校 分校 計 本校 
1,146 1,035 111 45 1,087 976 111 14 14 
視覚障害 82 80 2 1 80 78 2 1 1 
聴覚障害 118 110 8 1 115 107 8 2 2 
知的障害 786 711 75 42 734 659 75 10 10 
身体不自由 352 326 25 1 350 325 25 1 1 











初等部 中等部 高等部 訪問教育学級 
初等部 中等部 高等部 
144,434 1,438 44,475 30,374 68,147 1,247 754 822 
視覚障害 5,083 200 1,490 1,138 2,255 103 47 53 
聴覚障害 8,175 1,123 3,106 1,774 2,172 53 26 34 
知的障害 131,985 242 40,653 27,439 63,651 972 540 757 
身体不自由 31,094 99 13,359 7,896 9,740 1,017 573 730 
病弱・身体虚弱 18,863 22 7,219 4,883 6,739 682 438 358 
出所；e-stat(政府統計の総合窓口、2019年)を基に筆者作成。 
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                             (校、名) 
障害種別 学校数 在学生徒数 教員数 
視覚障害 13 1,908 501 
聴覚障害 14 3,132 512 
知的障害 126 50,693 6,703 
身体不自由 22 9,928 1,445 
病弱・身体虚弱 7 15,842 
自閉症 13,917 







2 敎育科學技術部 http://www.moe.go.kr (2008年度年次報告書) 
 
韓国の特殊教師からみた専攻科の現状と課題 































3 教育部 『障害者の特殊教育の法律 (2007.5.25)』 http://www.moe.go.kr） 
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国立 5 29 16 12 1 
公立 83 409 210 198 1 
私立 66 234 121 110 3 
計（個） 154 672 347 320 5 

























4 国立特殊教育院（2009) 『特殊教育関連法律』 http://www.nise.go.kr  
韓国の特殊教師からみた専攻科の現状と課題 
































5 教育部（2012） 『特殊教育の年次報告書』 http://www.moe.go.kr 
6 教育部（2020）『特殊教育統計』 http://www.moe.go.kr 
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表 4 研究調査協力者の一覧 
名
称 





A 30 代後半 男性 B 市特殊教育支援センター 13 年 1 時間 25 分 45 秒 
B 30 代後半 女性 B 市特殊教育支援センター 14 年 20 分 55 秒 
C 30 代後半 男性 B 市特殊教育支援センター 9 年 20 分 56 秒 
D 40 代後半 女性 
精神遅滞 
（B 市 E 特殊学校） 
17 年 53 分 59 秒 
E 30 代後半 男性 
精神遅滞, 知的障害 
（B 市 H 特殊学校） 
12 年 21 分 07 秒 
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F 30 代後半 男性 
精神遅滞, 知的障害 





G 30 代後半 女性 
精神遅滞, 知的障害 
（B 市 H 特殊学校） 
6 年 
H 30 代後半 男性 
精神遅滞, 知的障害 
（B 市 H 特殊学校） 
4 年 
I 50 代後半 女性 
精神遅滞 
（D 市 S 特殊学校） 
26 年 28 分 15 秒 
J 30 代後半 男性 
聴覚障害 
（D 市 O 特殊学校） 
7 年 50 分 30 秒 
K 40 代後半 男性 
視覚障害 
（D 市 K 特殊学校） 
18 年 56 分 39 秒 
L 40 代後半 女性 
精神遅滞 
（D 市 J 特殊学校） 
18 年 43 分 30 秒 
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e-stat (政府統計の総合窓口) https://www.e-stat.go.jp/stat-search?page=1（観察日；2020.08.31） 
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A Model for SDGs Achievement: Dialogical Global Citizenship 





Alesse de Freitas Nunes 
 
Abstract 
Sustainable Development Goals (SDGs) attainability is considered a critical feature for the 
United Nations (UN) in this decade by 2030. This paper introduces multidimensional cosmopolitan 
dialogue (MCD) as a conceptual idea developed in the intersection of dialogue and global 
citizenship education. MCD can be employed to enhance people's engagement to achieve SDGs. 
The MCD elements emerged while analyzing Daisaku Ikeda's works, specifically his peace 
proposals sent to the UN from 2000 to 2019. For Ikeda, dialogue and global citizenship education 
are central to peace and can accelerate the 17 UN goals achievement. To understand the elements 
of MCD, a survey was conducted in four universities in Brazil and Japan (n=89). After qualitative 
and quantitative analysis, the universities were divided into group A and group B, the two more 
globalized institutions in group A. This study found correlations between dialogue and global 
citizenship. When students were questioned to express beliefs independently of the universities' 
influence, all four schools had similar results. In questions related to what extent the university 
has been influencing student's global perception, there was a significant difference between A and 
B. Regarding a better comprehension of SDGs, the minority of participants (4%) of B is learning 
about SDGs, compared with 61.6% of A. About appreciation for different cultures and people, 100% 
of A indicates a noticeable change in perception after entered the university, contrasted with only 
5.8% in B. This study has demonstrated that high engagement in dialogue and global citizenship 
in higher education can change students’ perception of the world and collaborate for SDGs 
achievement. The MCD elements can help to increase the quality of learning environments and 
amplify student's agreement and action to peace.  
 
Keywords: Peace, Global Citizenship Education, Dialogue, Daisaku Ikeda, SDGs 
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The world has entered the sustainable development era.
1
 Since the United Nations (UN) 
adopted the Sustainable Development Goals (SDGs) in 2015,
2
 the 17 UN goals have been 
emphasized as a 'truly global agenda' aimed to assure sustainable peace, well-being, and prosperity 
for all.
3 
Although some scholars criticize the SDGs,
4 
and the rise of nationalism is weakening the 
'multilateral institutions and processes of cooperation and interdependence between states,'
5 
I am 
analyzing SDGs as a to-do list
6 
for peace. Also, I am arguing SDGs' achievement as a platform to 
solve matters such as poverty, hunger, lack of access to water, climate change, gender inequalities. 
Notably, in an increasingly globalized, interconnected, and informed global society, this paper 




1 Jeffrey Sachs, The Age of Sustainable Development (New York: Columbia University Press, 2015), XII. 
 
2 The United Nations summit for adopting of the post-2015 development agenda was held from 25 to 27 
September 2015, in New York and convened as a high-level plenary meeting of the General Assembly. See 
the UN SDGs documents related to SDG history, https://sustainabledevelopment.un.org/post2015/summit 
 
3 Nemat Shafik, “Rethinking Sustainable Development", UNICEF (2019): accessed November 21, 2019, 
https://www.unicef-irc.org/article/939-rethinking-sustainable-development.html 
 
4 David Lamper, "Testing the Global Community’s Sustainable Development Goals (SDGs) Against 
Professional Standards and International Law," in Consilience, no. 18 (2017), 111-75. 
www.jstor.org/stable/26188797.  
 
5 John Doyle, “Editorial,” Irish Studies in International Affairs 29 (2018): 2, accessed January 16, 2020, 
doi:10.3318/isia.2018.29.20.  
 
6  UN Secretary-General Ban Ki-moon, "Agenda 2030 ‘To-Do List for People and Planet’, Secretary-General 
Tells World Leaders Ahead of Adoption," https://www.un.org/press/en/2015/sgsm17111.doc.htm. 
 
7   In the UN General Assembly resolution that launched the SDGs on 25 September 2015, the intersection of 
peace and SDGs is noteworthy since the preamble, "This Agenda is a plan of action for people, planet and 
prosperity. It also seeks to strengthen universal peace in larger freedom" (p. 1) Also, "We are determined to 
foster peaceful, just and inclusive societies which are free from fear and violence. There can be no sustainable 
development without peace and no peace without sustainable development" (p. 2). See in PDF format 35-page 
document, https://www.un.org/ga/search/view_doc.asp?symbol=A/RES/70/1&Lang=E 
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António Gutérres, UN-Secretary General, insisted on December 2019: 'By the end of the coming 
decade, we will be on one of two paths. One is the path of surrender, where we have sleepwalked 
past the point of no return, jeopardizing the health and safety of everyone on this planet.'
8 
The 
United Nations has been reinforcing that humanity must choose the 'path of hope' and not the 
'path of surrender'. That is why the UN has maximum priority in resolving the SDGs in this decade, 
2020-2030. During the preparation of this research, in 2019,  I was moved by the same sense of 
urgency after I participated in significant UN SDG events in Bonn, Tokyo, and New York.
9 
Everything I witnessed at these events set me on track on SDGs' attainability, as Gutérres points 
out, 'If we do not urgently change our way of life, we jeopardize life itself.'
10
 
 Agreeing on the seriousness of this theme in current times and the importance of this 
topic in the field of Peace Studies and Education, this paper introduces multidimensional 
cosmopolitan dialogue (MCD) as a conceptual idea to effectively contribute to the achievement of 
the 17 goals. The three MCD elements came from an analysis of education, dialogue and peace 
theories and theorists, specifically in Daisaku Ikeda's peace proposals submitted to the United 
Nations from 2000 to 2019.
11 
A  summary of each MCD element is presented as follows. 
Multidimensional. It is related to the multidimensionality of dialogue. This research describes 
that global citizens can develop a multilayered identity that promotes dialogue to solve diverse 
and complex problems at different levels. One global citizen should learn, be educated, and be 
trained to promothing dialogues in (1) different personal layers: inner dialogue, family, local 
community, regional, national, and global dimensions or spaces. The dialogue of the global citizen 
aims to (2) cause social change and solving complex problems like SDGs. The global citizen 
dialogue also provokes an (3) expansion in the power of influence of individuals. This expansion 
stimulates and organizes multilayered groups of people who dedicate themselves to solving 
problems and promoting more dialogue. So, multidimensional is the multiple aspects of dialogue 
 
8 António Guterres, “Remarks at the opening ceremony of the UN Climate Change Conference COP25,” 
United Nations Secretary-General, United Nations, accessed August 31, 2020, 
https://www.un.org/sg/en/content/sg/speeches/2019-12-02/remarks-opening-ceremony-of-cop25 
 
9  Three biggest SDG events in 2019: (1) The Global Festival of Action in Bonn, Germany in May 2019. (2) 
The SDG Action Forum Japan in July in Tokyo, Japan. (3) The SDG Action Zone during the 74th General 
Assembly, UN Headquarters in September in New York, USA.  
 
10  Guterres, “The UN Climate Change Conference COP25.”  
 
11  Daisaku Ikeda, “President Ikeda’s Proposals,” Soka Gakkai International: Buddhism in Action for Peace, 
Soka Gakkai International, accessed August 31, 2020, https://www.sgi.org/about-us/president-ikedas-
proposals/  
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practiced by the global citizen practiced in ‘multilayered identity’
12
 as described as the sum of (1) 
+(2) +(3). 
Cosmopolitan. It is a person who is rooted in cosmopolitanism, the idea that all of humankind 
belongs to a single moral community.
13
 Cosmopolitanism originates with the Greek etymology of 
'citizen of the world.’
14
 Immanuel Kant, Martha Nussbaum, and Anthony Appiah are philosophers 
of cosmopolitanism in modern times. This research considers cosmopolitanism as analogous  to 
global citizenship. The author systematized the main ideas of global citizenship  from Ikeda's 




Dialogue. The term came from classical Greek, dialogues. In this study, the dialogue is 
considered a free-flowing group conversation in which participants attempt to reach a common 
understanding, experiencing everyone's point of view entirely, equally, and nonjudgmentally.
16 
Mikhail Bakhtin, Paulo Freire, and Martin Buber also consider the dialogue as an educational tool.  
Freire and Ramón Flecha exposed the egalitarian dialogue as a theory and method in the 
educational process.
17 
Chris Harris outlines a multidimensional approach to dialogue to enable 




Research question. Although some research has been carried out on dialogue and global 
citizenship from Ikeda's perspective, no studies have been found connections between his ideas 
 
12 “In his 1903 work The Geography of Human Life, Makiguchi argued that people's identity could be developed 
on three levels: as a citizen of a local community in which their life is rooted, as a citizen of a national 
community within whose borders their social life takes place and as a citizen of a global community with an 
awareness of their connections with the world. He stressed that the unique potential of the individual could be 
most richly expressed when we fully develop this kind of multilayered identity.” See 
https://www.tmakiguchi.org/ 
 
13 Martha Nussbaum, “Kant and Stoic Cosmopolitanism,” The Journal of Political Philosophy Volume 5, 
1997, 1–25. 
 
14 Kwame A. Appiah, Cosmopolitanism: Ethics in a World of Strangers (New York, W.W. Norton, 2006), xiv. 
 
15  Daisaku Ikeda. “Thoughts on Education for Global Citizenship (Teachers College, 1996),” Daisaku Ikeda, 
Soka Gakkai, accessed August 31, 2020, https://www.daisakuikeda.org/sub/resources/works/lect/lect-08.html 
 
16 David Bohn. On Dialogue (Hampshire: Taylor and Francis, 1996), 145. 
 
17 Ramón Flecha. Sharing Words: Theory and Practice of Dialogic Learning (Lanham, MD: Rowman and 
Littlefield, 2000), 39. 
 
18  Chris Harris. Hyperinnovation: Multidimensional Enterprise in the Connected Economy (New York: 
Palgrave Macmillan, 2002), 135. He develops the importance of dialogue, ‘In dialogue, people become observers 
of their own thought, which is central for multidimensional thinking.’ 
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and SDGs. Olivier Urbain points out Ikeda that is the only one that ‘makes an explicit link between 
dialogue and peace’.
19 
Because this paper considers SDGs utterly connected to peace, it will be 
regarded as Ikeda's framework to investigate the 17 goals achievement. The search for a model to 
inspire SDG attainment originates in the following central questions: (1) Why are Ikeda’s ideas 
essential for theorizing a dialogical model for SDGs achievement? Moreover, (2) What approach is 
key to achieving the SDGs as seen through the lens of Ikeda’s peace proposals? The third question 
in this research was (3) Are students' perceptions about global issues influenced by a learning 
university environment inspired by dialogical global citizenship?   
 
Dialogue, GCE and the SDGS: The current literature  
 
This paper aims to analyze dialogue and global citizenship education as elements for achieving 
the SDGs by 2030. The ideas that seem most suitable to represent the intersection among dialogue, 
peace, global citizenship education, and sustainable development are described, in this research, 
in Daisaku Ikeda's peace proposals. Individuals hold a core position in Ikeda's concepts. For him, 
nations, citizenship, economics, international relations, social organization, philosophy, and 
education, must all be structured respecting each person’s dignity. This core idea is seen in the 
Global Citizenship Education message he expounded in 1996
20 
and in his vision of SDGs outlined 
in his UN peace proposals texts from 2000 to 2019. 
21  
This article then considers the three 
characteristics of global citizen education cited by Ikeda in 1996 (courage, wisdom, and 
compassion) as the main framework. to develop the MCD idea. To expand this scope and articulate 
how Ikeda applies his ideas in practical actions such as the SDG is necessary to analyze his peace 
proposals. In these proposals, he demonstrates the possibilities of SDGs achievement in the 
intersection of dialogue, global citizenship, and a sense of personal and collective responsibility for 
the planet’s destiny. 
Research in English about Daisaku Ikeda in the educational field has increased in the last 
decades. 22  Specifically about his peace proposals, this paper found five different perspectives that 
 
19 Olivier Urbain. Daisaku Ikeda's philosophy of peace: Dialogue, transformation and global citizenship 
(London: I.B. Tauris, 2010). 
 
20 Daisaku Ikeda, “Education for Sustainable Development Proposal', Daisaku Ikeda, Soka Gakkai, accessed 
in August 31, 2020, https://www.daisakuikeda.org/main/educator/education-proposal/edu-proposal-2002.html  
 
21 Daisaku Ikeda, “Peace Proposals.”  
 
22 Goulah 2012; Goulah and Ito 2013; Goulah and Urbain 2013; Urbain 2010; and Urbain, 2013. 
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can be observed and explain the aspects of courage, compassion, and wisdom as a framework. First, 
Ikeda argues for the importance of a peace-oriented behavior due to continuously being trained: 
‘cultures of peace are to be found in each individual's process of tenaciously continuing peace-
oriented behavior.’
23
 Education is an intrinsic part of such a process. Second, individuals strongly 
compromised with peace can find solutions for environmental and other global problems. That is 
why education for global citizenship starts with commitment and a sense of responsibility for the 
local community, the planet, and the next generations: ‘a deep sense of responsibility for external 
issues even if they are far away.’
24
 
Next, he claims ‘individual citizens’ to become protagonists for ‘creative restructuring of 
society.’
25
 Ikeda’s proposal to restructure the society is based on a change in people’s values and 
attitudes. Such inner transformation within each individual embodies the global citizenship and 
dialogue ideals in people’s daily lives. Concluding, in his perspective, the ‘resolution of global issues’ 
is feasible ‘from the perspective of protecting the life and dignity of each individual.’
26 
Courage, 
wisdom, and compassion(CWC) are, Ikeda maintains, universal values that can change people’s 
perceptions about themselves and the world. Thus, CWC is an ignition for dialogue and they could 
be core values for global citizenship education.   
A shared sense of responsibility. Another important question about Ikeda's model for peace is 
related to what kind of thought or feeling can ignite, guide, and support people’s decision to change 
local and global realities. In his peace proposal, I found three ideas that form what I consider a 
central idea from his philosophy for sustainable development: The solution for global issues begins 
with a personal sense of responsibility for the destiny of the planet. He points out three 
complementary ideas: ‘shared sense of responsibility to future generations’,
27  
‘the ideals of 
humanism; whether it can be achieved depends ultimately upon the depth of our awareness and 
sense of responsibility’
28
; and ‘building a world of coexistence based on a shared sense of 
responsibility for the environment and future generations’.
29 
 For Urbain, the dialogue is the 
 
23 Daisaku Ikeda. Peace Proposal 2010: Toward a new era of value creation [PDF file]. Retrieved from 
https://www.sgi.org/about-us/president-ikedas-proposals/peace-proposal-2010.html 
 
24 Daisaku Ikeda. “Peace Proposal 2003,” 6. 
 
25 Daisaku Ikeda. “Peace Proposal 2006,” 4. 
 
26 Daisaku Ikeda. “Peace Proposal 2018,” 11 
 
27 Daisaku Ikeda, “Peace Proposal 2009,” 11 
 
28 Daisaku Ikeda, “Peace Proposal 2011,” 10 
 
29 Daisaku Ikeda, “Peace Proposal 2019,” 5 
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human interaction that unleashes the potential for inner transformation
30
. Together with a sense 
of responsibility aforementioned, the global citizen starts to influence people to act based on the 
same commitment as himself, the common good. This movement happens in all dimensions or 
scenarios of influence, from his inner resolve determination to be an active citizen until the family, 
local community, regional, and global arenas: this is the reason I am using the term 
multidimensional, trying to explain Ikeda’s ideas of individual influencing different spaces, or 
dimensions. The dialogue appears in the core of such a system because dialogue ‘unleashes our 
vast inner potential, inspiring people to work together for the peace and happiness of the entire 
global community’ (p. 19).
31
 David Krieger suggests that Ikeda’s ideas about dialogue and 
education constitute a 'new theorem for peace' .
32
 
Global citizenship theoretical foundation. This study considers cosmopolitanism as similar to 
global citizenship. The concept is supported by philosophers like Immanuel Kant
33
 in his 'moral 
cosmopolitanism' and Martha Nussbaum 'world citizenship' and 'education for citizenship.'
34 
Nussbaum describes the notion of an obligation of respecting strangers, mainly distant ones.  
Additionally, Oxley and Morris point out the convergences of global citizenship and 
cosmopolitanism. The authors categorize global citizenship in four dimensions: political, moral, 
economic, and cultural. Three out of these four definitions are relevant to this study. For the author, 
political global citizenship has Kant and Rawls as critical theorists focused on the connections of 
the person and different polities, especially as cosmopolitan democracy. Also, moral global 
citizenship has the Stoics, Kant, Sen, and Nussbaum as theorists. This kind of cosmopolitanism is 
based on human rights ideas or the ethical positioning of people and groups to each other. J.S. Mill 
and Nietzsche are positioned in the core of the cultural global citizenship, focusing on the symbols 
that combine and separate members of societies.
35 
  
The idea of a moral community is relevant here. Kumar connects Nussbaum’s concept of a moral 
 
 
30 Olivier Urbain, “Daisaku Ikeda's Philosophy of Peace,” 6. 
 
31 Daisaku Ikeda, “Peace Proposal 2002,” 5 
 
32 Daisaku Ikeda, “Peace Proposal 2003,” 15. 
 
33 Immanuel Kant, “Perpetual peace and other essays (Hackett Publishing, 1983). 
 
34 Martha Nussbaum, “Education for citizenship in an era of global connection,” in Studies in Philosophy and 
Education 21, (2002), 301. 
 
35 Laura Oxley and Paul Morris, “Global citizenship: A typology for distinguishing its multiple conceptions,” 
in British Journal of Educational Studies (2013): 301-325), DOI: 10.1080/00071005.2013.798393, 39 
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community with Ikeda’s ideas: for him, Ikeda and Nussbaum claim urgent ethical obligations to 
world issues. As Ikeda, Nussbaum develops a view of education embedded with 'empathy for the 
common humanity'. Thus, Kumar agrees with compassion as a philosophical and educational 
element for global citizenship: 'here compassion is an integral part of the rights and responsibilities 
as a global citizen'.
36
 It is important to note one more element, the 'sense of duty towards future 
generations' which amplifies one global citizenship student’s scope far beyond his/her reality 
requiring real work in the present generation for the yet invisible next generation. The evidence 
presented in this section suggests that Ikeda’s global citizenship education framework based on 
courage, compassion, and wisdom can be traced to cosmopolitan ideas and theorists. Thus, Kumar 
identifies such universality in Ikeda's concepts aligned with Nussbaum,  
 
Ikeda, along with Nussbaum, believes that global citizenship and indeed the movement 
for peace, culture, and education can be fostered through the medium of education. 
Individuals working in conjunction with various nongovernmental organizations and 
their initiatives help to reaffirm not only their identity as an individual, but also bring 
forth their sense of global consciousness and moral responsibilities. This helps to reiterate 




Sustainable Development concepts. The essence of SDGs was developed over decades by the 
United Nations and countries to provide ‘a shared blueprint for peace and prosperity for people 
and the planet, now and into the future.’
38
 
The SDGs primary purpose is ending poverty in all dimensions. Such a challenge requires global 
effort to improve health and education, reduce inequality, and impel economic growth while 
preserving oceans and forests. Historically, the 1992 Earth Summit in Rio de Janeiro, Brazil, was 
a milestone when 178 countries adopted Agenda 21 as a plan of action for sustainable development 
(United Nations, 2015). In September 2000, the UN member states adopted the Millennium 
 
36 Satish Kumar, “Reconciling Identity and Citizenship: A Case for Moral Cosmopolitanism in a Divided 
World,” in Education for Sustainable Development, Anastasia Nikolopoulou, Taisha Abraham and Farid 
Mirbagheri (New Deli: Sage, 2010), 45. 
 
37 Satish Kumar, “Education for Sustainable Development” in Reconciling Identity and Citizenship: A Case 
for Moral Cosmopolitanism in a Divided World, ed. Anastasia Nikolopoulou, Taisha Abraham and Farid 
Mirbagheri (New Deli: Sage, 2010), 48. 
 
38 United Nations, “Transforming Our World: The 2030 Agenda for Sustainable Development,” Sustainable 
Development Goals Knowledge Platform, accessed August 31, 2020, 
https://sustainabledevelopment.un.org/post2015/transformingourworld.  
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Declaration elaborating Millennium Development Goals (MDGs) to reduce extreme poverty by 
2015 (United Nations, 2015). Then, in 2013, the 30-member Open Working Group was created to 
develop a proposal for the Sustainable Development Goals (SDGs) that was officially adopted in 
September 2015. The document launched on 15 September contains the declaration.
39 
Furthermore, in topic 4 of this declaration, it is stated that SDGs are goals for all humankind.
40 
Thus, the elaboration of the SDGs induced at least two significant changes:  (1) to target all 
countries, ‘…not what the rich should do for the poor, but what all countries together should do for 
the global wellbeing of this generation and those to come’;
41
 and (2) include contemporary 
education, lifelong learning and global citizenship education as a broader and appropriate 
framework. Global citizenship education appears in Goal 4.7, reinforcing education as the tool for 
people’s awareness of the goals. 
The transformative power of dialogue. Following discussions on global citizenship and the 
essential elements of the SDGs, this section deals with dialogue. Paulo Freire points out the 
relationship between education and dialogue as a mechanism of improving the world around 
learners. For Freire, a dialogue is not just conversation but is an intrinsic part of the process of 
education. Dialogue is central to understand the world and it is crucial to expand awareness of the 
individual responsibility for local and global spheres. Freire's circles of dialogue are essential to 
enable learners to see themselves as an expert of their own lives. Atkinson points out three central 
elements in Freirean dialogue: a) critical consciousness, b) mutuality and c) belief in humanity. 
The author also argues,  
 
Freire draws on communal concepts centered on togetherness and social connection. At 
its core, aligned with Freire's own search for humanity there is a sense of trust, dignity 
and a sharing of the journey in dialogue. It has seen Freirean dialogue being revisited as 
people explore pathways towards social inclusivity in an era when globalization leads to 
ever-increasing diversity. Indeed, when global forces threaten to swamp local voices, 





39 United Nations, “The 2030 Agenda for Sustainable Development.” 
 
40 United Nations, “The 2030 Agenda for Sustainable Development.” 
 
41 Jeffrey Sachs, The age of sustainable development (New York: Columbia University Press, 2015), 125. 
 
42 Michael Atkinson, “Paulo Freire” in Dialogue Theories II, ed. Omer Sener, Frances Sleap and Paul Weller 
(London: Dialogue Society), 128-129.  
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Another coherent perspective is Bohmian Dialogue, based on David Bohm, which considers 
dialogue as a mechanism to solve the communication crisis that impacts society. For Bohn,  
dialogue is far from only a conversation. It is an experience in which all participants are fully 
engaged, using the power of language to understand each other, without judgment. The aim of  




Dialogue in Ikeda’s philosophy. Dialogue, Ikeda maintains, lies in the core of inner 
transformation and social revitalization. When people initiate dialogues based on the sense of 
responsibility embodied with the global citizen’s characteristics, it increases the personal power of 
influence and can unite people to social transformation in several dimensions: local, regional, 
national and global. That is the reason the MCD as a model for SDGs achievement has dialogue 
in its core.  
According to all the arguments presented here, Ikeda's ideas have a relevant aspect in revealing 
a strategy that unveils each person potentialities and his/her relations with the environment that 
surrounds them from the smallest circles through the global dimension. This study explores the 
intersection of Ikeda's concepts and the SDGs in (1) dialogue, rooted in (2) global citizenship and 
cosmopolitan perspectives, utilized in (3) all dimensions of the individual. Such an exchange is 
applied to revitalize trust bonds among people, creating mutual encouragement that aims to find 
creative solutions in the local community. The chain of reaction from that local arena can impacts 
global issues like SDGs. Thus, the multidimensional cosmopolitan dialogue is presented in this 
research as the intersection and mutual reinforcement of 1, 2, and 3. 
Dialogue, global citizenship and SDGs in Ikeda’s peace proposals. This literature review 
concludes that Ikeda's peace proposals reveal elements to behave the parameters of the 
multidimensional cosmopolitan dialogue. This paper organized and analyzed the 600 pages of 
Ikeda's peace proposals from 2000 through 2019. This research has tabulated and codified the 
main concepts of peace proposals. Figure 1 represents concepts that appear more than a hundred 
times in Ikeda’s proposals.  
In total, the Ikeda’s concepts in his proposals were codified in 29 rows of data. This analysis used 
the sum of the number of times the concepts appear under the most varied forms; sometimes, it 
 
 
43 David Bohm, On Dialogue (Hampshire: Taylor and Francis, 1996), 24. 
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was grouped words and thoughts with semantic proximity with the liberty that this type of 
analysis allows. As a matter of comparison, it is possible to note that what I call multidimensional 
cosmopolitan dialogue (5.9%) is in the top six. Human-centered concepts (10.9%) and peace (8.6%) 
come first, and this is natural since Ikeda's proposals focus on the elimination of nuclear weapons 
(7.7%) and the implementation of a culture of peace based on the dignity of life (6.8%) and a global 
notion of human organization (6.2%) instead of narrow nationalism and divisionism. Ikeda does 
not mention the MCD, naturally, and this researcher adds the red line in the graphic to situate all 
MCD ideas (dialogue, global citizenship, multidimensions, and SDGs) .  
Statistically, it is essential to note that Ikeda argues for dialogue in his 2001 and 2002 proposals 
more than 20 times. This was motivated for two facts: in 2001, because of the start of the 
millennium and in 2002 as an answer for the 9/11 attacks in the United States. Again, for him, the 
dialogue is central to the individual also for institutions. Additionally, his petition for dialogue in 
2002 was only surpassed in terms of quantity by the 2005 proposal, when he proposed the adoption 
of one decade dedicated to education for sustainable development that was put into practice by the 
United Nations (2005-2014). Therefore, its proposals in 2003, 2004, and 2005 also had a high 
recurrence of sustainability and development ideas. A similar fact occurred with even more 
emphasis on the proposals from 2012 to 2017 that preceded the SDGs; it is clear Ikeda’s effort to 
support the UN with rital elements for SDGs vision, and post 2015 with concepts and ideas for the 
goals implementation and dissemination (see Appendix). The year the concepts in 
multidimensional cosmopolitan dialogue appear emphatically is 2005, followed by 2016, and 2002. 
The sequence of MCD concepts in 2008, and 2012, up to 2015, demonstrates his perseverance 
toward the UN about issues that most affect humankind. 
In July 2002, three years before MDGs' adoption, Ikeda submitted to the UN in July a proposal 
for an International Decade of Education for Sustainable Development: 
 
People are to take environmental issues as their personal concern and to harmonize 
their efforts for our common future, education is vital. Only education can provide the 
driving force for such a renewal of awareness. For this reason, the SGI has proposed the 
establishment of an international decade of education for sustainable development to 





44 Daisaku Ikeda, “Peace Proposal 2002,” 7. 
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As Ikeda proposed, the UN adopted his idea: "The year 2005 also marks the start of the UN 
Decade of Education for Sustainable Development, something which the SGI has called for and 
worked toward in collaboration with other members of international civil society".
45
 Thus, the 
analysis of Ikeda’s proposals reveals a recurrent use of dialogue and global citizenship education 




Figure 1. The 14,785 occurrences of recurrent concepts in Ikeda’s peace proposals (2000-2019). 
 
In Figure 1,obviously, Ikeda does not mention the MCD. The elements of MCD are in the graphic 
as a strategy of this researcher to highlight the group of ideas relevant for the thesis: dialogue, 
cosmopolitanism, and sustainable development.  
Analyzing Ikeda from his educational philosophy and praxis, I propose that all elements in the 
graphic above are essential to compose the image of a global citizen Ikeda believes or a person ‘who, 
while firmly rooted in their local communities, think about things from a global perspective and 
take actions for world peace.’ The author points out in Living as Learning that the cultivation of 
 
45 Daisaku Ikeda, “Peace Proposal 2005,” 11. 
 
46 Daisaku Ikeda, “Peace Proposal 2009,” 9. 
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CWC should be the leading educational goal. He provides more details to CWC as follows, ‘wisdom 
to recognize the mutually interrelated nature of all living beings, the courage to engage fearlessly 
with different peoples and cultures, and the compassion to empathize with the sufferings of peoples 
of other countries.’ 
47 
 
Thus, the path from individual actions to SDGs achievement starts from what Ikeda defines as 
‘openhearted dialogue’ based on CWC. Such dialogues are conducted in the local spheres focusing 
on people's ‘global awareness.’ Aware of local and global interconnection, people take actions in ‘the 
spirit of mutual assistance and caring for others on the local level.’ Ikeda concludes that such 
actions have the power to impact other levels and different people: ‘protecting the local natural 
environment is the starting point for global environmental awareness.’ Ikeda believes that people 
can be educated to develop high levels of CWC that can create changes in the local community. 
Lastly, as individuals become aware of ‘the interrelationship between the local and the global’, they 
can connect and influence more people and solve problems in regional, national and global levels. 
48 
    
 
The methodology and methods for this study 
 Two primary investigations are proposed to endeavor to answer the questions of this paper. 
Firstly, critical discourse analysis
49 
to describe and compare concepts based on relevant literature 
and documents. This research analyzes Ikeda's peace proposals to understand patterns and 
behaviors related to dialogue, global citizenship education, and SDGs. An in-depth analysis was 
conducted to analyze the documents. These sources were selected, organized, and coded to compare 
the discourses and concepts to generate patterns.
50
 The in-depth analysis provides the clarification 
of the most recurrent concepts in Ikeda's proposals. After, this author developed the texts’ 
conceptual labeling, organizing this in a set of codes (and categories) that provide quantitative 
content analysis. Secondly, to analyze research question 3, a survey was conducted to measure 
student’s global citizenship education perceptions in higher education. Moreover, the qualitative 
and quantitative analysis  is applied to organize and describe the results.   
 
47 Daisaku Ikeda, “Living as Learning,” 146-151.  
 
48 Daisaku Ikeda, “Living as Learning,” 146-151.  
 
49 James Paul Gee, An introduction to discourse analysis: Theory and method (New York, NY: Routledge), 
140. 
 
50 Sharon M. Ravitch, and Matthew Riggan, Reason & rigor: How conceptual frameworks guide research 
(Sage Publications, 2016), 80. 
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For this research, I use educational methodologies to obtain data that can be organized in 
knowledge to collaborate with the peace studies and the education field. The quantitative and 
qualitative study on university students' perceptions was designed to encompass the affective 
relationship with their curriculum and the indicators that measure their perception of its 
application to their personal development linked to global issues.  
Tanner, Kelcey, and Ruzek maintain that student perception measurement is relevant in the 
educational field to generate data that lead to class and school improvement. Student perceptions 
of the learning atmosphere are reasonable indicators of classrooms’ motivational aspects and these 
connections can strongly influence students' learning.
51
  
This research survey’s composition was based on the Tripod method to increase the reliability 
and validity of data. The method utilizes surveys to measure effectiveness in learning 
environments and separates questions into seven components: care, confer, captive, clarity, 
challenge, classroom management, peer support.
52
 The preparation started with a curricular 
analysis of some universities worldwide to identify their level of global practices, such as the 
presence of Global Citizenship Programs, exchange programs, and the adoption of global strategies.  
The survey was applied to measure the learning environment perception related to individual 
relationships with global problems, global citizenship, SDGs, other cultures, empathy for local and 
international people, and personal engagement to future projects. The questionnaire was filled by 
93 students in four universities in Brazil and Japan. The next step was organizing these data 
accordingly. Quantitative and qualitative methods were applied to code, label, and understand the 
results. 
Moreover, the choice for an online questionnaire is supported by Ramos and Carvalho. They 
conducted an online survey after having selected the universities. Their study aimed to measure 
diversity in that institution related to their degree courses, course years, classes, ages, and 
professional situation. The authors measured students’ affective relations with each subject and 
expectations and beliefs.
53
 This research followed a similar strategy proposing a survey that 
measures perceptions of themselves as global citizens and the learning environment's impact in 
 
51 Tanner LeBaron, Benjamin Kelcey and Erik Ruzek, “What Can Student Perception Surveys Tell Us About 
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values and attitudes related to courage, compassion, and wisdom, the framework adopted in this 
research. The students were asked to select the option that best defined their feelings from a list 
of many words. The majority of questions were five-point rating sales (1 = strongly disagree; 5 = 
strongly agree).  
The frame in which the methods were based turned to dialogue as a possibility in global 
citizenship education, considering courage, compassion, and wisdom as a theoretical framework 
that is articulated the ideas of this thesis.  
 
The survey, findings and considerations  
The survey sample used in this paper consisted of 93 higher degree students enrolled in four 
universities in Japan and Brazil. The criteria for choosing the participants were sharpened on 
universities focused on global citizenship, at least in that program or course that is analyzed.  
There are two main factors for choosing these universities: their curriculum, diversity, and 
similarities. The universities received the form consent, and all ethical observations. The majority 
had read the surveys in Portuguese and spoke Portuguese or Spanish as a native language (69.7%). 
The other 30.3% answered the questionnaire in English and have Japanese as a native language.  
Also, to facilitate comparison, universities were divided into group A and group B. In A are Soka 
and Unila, both considered more global because of their educational proposal and the survey 
results. In group B, Ebac and Mackenzie. This separation in two groups was decided after the 
results demonstrating that some parameters between A and B are enormous. 
This author conducted a pilot study to exchange ideas with Global Citizenship Program (GCP) 
students at Soka University. This means semi-structured interviews with GCP students. In these 
interviews, they were asked about their changes in perceptions regarding to global issues, 
international people, family, values, and the importance of founding principles. Also, direct 
observation in GCP students' participation in events, and information collected from virtual 
websites from all institutions. Organizing, coding, and understanding these initial data were 
primordial to list parameters that culminated in the survey elaboration.  
The participants concluded the inquiry through an online service. All 89 participants agreed to 
the ethical rules of the research. 
 
Data Analysis and Results 
This research adopts XLSTAT software to analyze collected data. This software is applied in 
educational survey analysis. Data preparation was organized, and some statistical tools were 
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applied using Anova Test, Histogram, Data Distribution, Principal Components Analysis (PCA).
54
 
Also, descriptive and inferential statistics ware useful to compiling, analyzing and finding patterns 
and tendencies in the responses.
55
 For the open-ended questions, qualitative methods were applied. 
Saldana emphasizes that 'a code in qualitative inquiry is often a word or short phrases that 
symbolically assign a summative, salient, essence-capturing, and/or evocative attribute for a 
portion of language-based or visual data'.
56 
 
Therefore, the answers (data) from the open-ended question were coded and categorized to 
estimate participants' final considerations and patterns in their relationship with the university. 
Again, Saldana points out that pattern components, as this research found, include comparison, 
variances, repetition, continuity, equivalence, and causation.
57 
The data were classified, arranged, 
and labeled in systematic order. All parameters of the data analysis were applied to clarify the 
research questions. 
The background of the participants. The data collection duration was for one month: 1st to 30 
October 2019. Personal questions asking their name, gender, social class, race, were considered 
irrelevant for this specific research.  
Respondents' age range (n=89) reveals the respondents are in their majority, young people. 
About their course, international relations come first with 28.10% of the respondents, followed by 
design (22.5%), law (16.9%), and economics (13.5%). The variety in courses means all participants 
came from diverse backgrounds. Their learning about global citizenship, global issues, and 
dialogue are expected to be part of the program’s learning process.  
Quantitative analysis in comparative perspective. The respondents are a multicultural and 
multi-language group of participants, the survey shows. The majority are fluent in two languages 
(56%) and have traveled to three countries or more (61%). Such data reveals students have some 
experience in contact with different cultures and international people. Only 5.6% speak only their 
native language, and 6.7% never traveled abroad, 31% of those interviewed speak three different 
languages. In Unila and Mackenzie, around half of them are habituated with two languages, in 
 
54 Andrzej Maćkiewicz and Waldemar Ratajczak, “Principal Components Analysis (PCA)” in Computers & 
Geosciences 19, no 3 (2009), 303-342. 
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Soka, the percentage is higher, 86%. Only Unila there is a group of people speaking four languages 
or more, revealing the multicultural aspect of this university.  
Perceiving themself as global citizen. Of the 89 participants who completed the question of 
whether they consider themselves a global citizen, the Unila average from 1 to 5 is 3.67, followed 
by Soka (3.56), Ebac (3.31) and Mackenzie (3.24). In Unila, more students think they are a global 
citizen. Moreover, the difference between Unila, and Mackenzie is about only 0.43, a slight 
difference. Regarding global citizenship perceptions, 15% of the participants strongly agree they 
are a global citizens, and moderately agree is 37.63%. The results are in Figure 2 and show a 
concentration in the middle of the graphic (‘Slightly agree’ + ‘Moderately agree’ = 68.81% of the 
participants). These numbers change when the comparison is made by analyzing universities 
separately. The sum of ‘Consider’ and ‘Strongly Consider’ for Soka is 62,95%. In Unila, 58.83%. For 
Ebac, 45,15%, and Mackenzie, 40%. 
 
Figure 2. Question: On a scale of 1-5, do you consider yourself a global citizen? (n=89) In level 
4+5 are located 52,6% of the students. The highest level of 4+5 is Soka (63%). Ebac has the highest 
quantity of students in level 5. 
 
Global citizens’ attributes. The question ‘Which attributes or skills do you consider important to 
become a global citizen?’ generated data that reveals the participant’s ideas on global citizenship. 
At Soka, 'have a global mindset’ was the most chosen answer (88.9% of the participants), followed 
by ‘learn and practice values like courage, compassion and wisdom’ (85.2%). Despite Soka having 
the highest quantity of participants that traveled abroad, only 7.4% of the participants consider 
traveling abroad as global citizen attributes. In total, the two primary skills/attitudes are the 
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global mind, 79 (88.7%). Learning different languages, 78.6%.  
‘Learn and practice values such as courage, compassion, and wisdom’ is an option for 57 students 
out of 89. However, Soka, 85.2% of them opt for courage, compassion and wisdom. The difference 
can be explained by the Soka curriculum and students' familiarity with Ikeda’s ideas. In Mackenzie, 
whose participants have less contact with global concepts, the students' sense of global citizenship 
is related to a global mindset (92%) and learning language (76%). For Unila students, the top 
priorities lie in ‘develop a global mind’ (95.8%) and ‘solve problems thinking in the common good’ 
(91.7%). In Ebac surveys, ‘solve problems thinking in the common good’ were chosen by all 
participants (100%).  
 
Table 1. Question: Which attributes or skills do you consider important to become a global 
citizen? (n=89) 
______________________________________________________________________ 










Have a global mindset 24 (88.9%) 23 (95,8%) 9 (69.2%) 23 (92%) 79 (88.7%) 
Learning languages 16 (59%) 22 (91,7%) 13 (100%) 19 (76%) 70 (78.6%) 
Learn and practice values 
such as courage, 
compassion and wisdom 
23 (85.2%) 13 (54.2%) 7 (53.8%) 14 (56%) 57 (64%) 
Ability to work in groups 16 (59.3%) 17 (70.8%) 11 (84.6%) 13 (52%) 57 (64%) 
Solving problems thinking 
about the common good 
17 (63%) 9 (37.5%) 13 (100%) 17 (68%) 56 (62.9%) 
Travel abroad 2 (7.4%) 12 (50%) 12 (92.3%) 13 (52%) 44 (49.4%) 
Ability to solve complex 
problems 
15 (59.3%) 9 (37.5%) 6 (46.2%) 4 (16%) 34 (38.2%) 
Have international friends 4 (14.8%) 13 (54.2%) 8 (61.5%) 6 (24%) 31 (34.8%) 























A Model for SDGs Achievement：Dialogical Global Citizenship  
Education in Daisaku Ikeda Peace Proposals  
－ 187 － 
 
Empathy as a skill for a global mind. From 1 to 5, ‘do you consider that your level of empathy 
for international people is higher today than before you entered this university?’. This question 
had the following results: Soka 4.48, Unila 4.38, Ebac 2.38, and Mackenzie 1.72. The goal of this 
study is not directly examining the variation in the participant’s empathy. But the question 
observed whether or not the school’s concepts are cooperating to increase students’ empathy level. 
The researcher recommends a future study on empathy and global citizenship.  Empathy has been 
studied in education and the increase in empathy can impact behavior, social interaction, 
educational process and is an ingredient to solving conflicts, ‘The scope of functions that empathy 
in children can mediate include social understanding, emotional competence, prosocial and moral 
behavior, compassion and caring, and regulation of aggression and other antisocial behaviors.’
58
 
Empathy is intertwined with the MCD model. In his 2016 peace proposal, Ikeda presents 
dialogue as a path to empathy connecting it with SDGs main idea, ‘dialogue is essential if we are 
to build a world in which no one is left behind’ (p. 7). For him, empathy can contribute to increase 
the level of perception about others and can humanize relationships opening the individual’s mind 
to perceive the other better. 
Group A universities (Unila and Ebac) have a high level of change in student’s feelings of 
empathy. Soka has the highest proportion of ‘changes a lot’ + ‘changes considerably’ in empathy, 
92.5% of the participants and Unila, 79%. In the same parameter, Ebac has 23% and Mackenzie, 
only 8%. In Mackenzie’s point zero participants ‘changed a lot’ in their level of empathy because of 
their learning environment while Unila, 75%. In conclusion, Group A has a high impact on students’ 
perceptions of international people while Group B, a low level of change.  
Perceptions of global issues. As discussed before, Ikeda's global citizenship framework, is based 
on courage, compassion, and wisdom as universal values that together represent the global citizen 
behavior, values and attitudes. The next question to be analyzed in this study is, 'how often do you 
think about global issues, for instance, climate change, global poverty, etc.?' This question aimed 
to complete a trio of inquiries that, together, can be intertwined with Ikeda's framework.  
 Increasing the perception of the immediate surrounding is part of the learning process. 
For global citizens, this process acquires a broader dimension, the bigger is the learner ’s wisdom, 
the accurate will be his/her concerns about what is happening in medium and distant places. This 
 
58 Norma Deitch Feshbach, and Seymour Feshbach. "Empathy and education." The social neuroscience of 
empathy 85 (2009), 98. 
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idea can be seen in two studies. Richardson et al.
59
 conducted research (n=194) between Canadian 
and Japanese students to understand their global citizenship perceptions. They noted similarities 
but concluded the existence of notable variations in how Japanese and Canadian learners build 
the idea of global citizenship, mainly related to seeing themselves as engaged associates with 
global issues solutions. Also, Kagawa
60
 applied an online questionnaire survey exclusive to the 
University of Plymouth students to measure their understanding and perceptions of sustainable 
development concepts. He concluded that students have an adequate level of response related to 
their wish to understand more and be engaged with global issues. These results, the author 
maintains, is not entirely related to respondents' level of familiarity with global issues concepts.  
In this paper, the results for how often they think about global issues show small difference 
between the four universities. Unila has the highest average in the number of participants who 
think most constantly about global issues (4.58 out of 5), followed by Ebac (4.08), Soka (4.04), and 
Mackenzie (3.48). The previous two questions measured how the university, curriculum, and 
learning environment influenced students' empathy and appreciation for peoples and cultures. The 
present question focuses on knowing directly from them to what extent they worry about what 
happens in the world. The question’s overall average is the highest until now, 4.04 (out of 5) against 
the first two, respectively: 3.24 and 3.76. Set on the graph, the smallest variance between 
universities is clear. 
Still related to the participant's awareness of global issues, the survey inquired about the global 
problems that are urgent to solve. This question is pertinent to measure their priorities and 
familiarity with global issues. Poverty and social inequality are ranked in all four university 
respondents as an urgent issue. Low quality of education also appears top-ranked for all of them 
with a slightly higher percentage in Soka. After asking how much they know about SDGs, the 
results show show Soka (63%) and Unila (45.8%) with a higher level of understanding about UN 
17 goals. At Soka, zero students chose 'don't know much about it' or 'haven't heard of it,' on the 
opposite side at Mackenzie, 28% never heard about SDGs.  
When asked whether or not their classes and the program are helping them learn and 
understand SDGs, 77.8% in Soka, 45.8% in Unila, and 20% in Mackenzie answered “yes.” In Ebac, 
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Canadian students’ perceptions of the responsibilities of world citizenship,” in Policy Futures in Education 2 
v.1, n. 2, 2003, 402-420. 
 
60 Fumiyo Kagawa, “Dissonance in students' perceptions of sustainable development and sustainability,” in 
International journal of sustainability in higher education, 2007. 
 
A Model for SDGs Achievement：Dialogical Global Citizenship  
Education in Daisaku Ikeda Peace Proposals  
－ 189 － 
100% said “no.” It is another indication that schools and curriculum focused not only on their usual 
technical skills as Soka and Unila, help increase the student's perceptions of global goals. The 
results reinforce that group A has a learning environment favorable to global citizenship education, 
more than group B. 
Another question question inquired how to achieve the 17 SDGs. In the item ‘by dialogue to 
empower each individual,’ Soka has a considerable difference from the other. Only 8 participants 
(33.3%) of Unila perceived dialogue as necessary for SDGs; in Ebac, 3 students (23.1%) and 
Mackenzie, 5 (20%). At Soka, 16 participants (59.3%) consider dialogue crucial to SDGs. This 
difference can be inferred by Soka’s founding principles based on Ikeda's philosophy in which 
dialogue is stimulated and essential for conflict solving, peace, and global citizenship. In Figure 3, 
Soka is compared with the total average of all universities. 
 
Figure 3. Question: In your opinion, how can SDGs be achieved by 2030? (n=89) The figure is a 
comparative among Soka and other universities regarding solutions for SDGs. It is evident that 
Soka participants assimilate Ikeda’s ideas in which dialogue(15% in Soka, 9% in all other) is the 
core for SDGs. 
 
Lastly, two questions about SDGs indicate university’s influence on students’ understanding of 
global issues. In table 2 below, each graphic represents the influence of the respective university. 
The data shows that group A (Soka and Unila) has more students being influenced by SDGs 
education. Level 5 of influence in Soka is 48,1%. In Unila the number is distributed but 
concentrated in levels 2, 3 and 4, indicating Unila priority to multiculturalism. In Ebac and 
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Mackenzie, the graphic tendency is the opposite; the most significant number of participants is 
concentrated in choice 1, demonstrating a low level of influence. Ebac has 53.8% of the students in 
level 1 and Mackenzie, 64%. Together, the responses level of responses 1 + level 2 has 76.9% of 
Ebac and 80% of Mackenzie. Also, group B has zero students in level 5 of influence on SDGs. These 
graphs[Figure 4 and Table 2] indicate the correlation that had already been presented by previous 
data: in educational environments more conducive to dialogue and education for global citizenship, 
students considerably increase their levels of perception about what happens around the world.  
 
 
Figure 4. This figure demonstrates the correlation between SDGs education and level of empathy. 
Left, each circle represents whether or not the student is learning about SDGs and global issues. 
At Soka, 77,8% answered ‘yes’, the total of ‘yes’ at Unila was 42,5%. In Ebac, 100% answered ‘no’, 
which means they are learning nothing about SDGs in this university. On the right side are 
graphics showing to what extent student empathy is changing a lot (5) or not changing (1) because 
of their learning environment. It is possible to suggest that sustainable development education 
affects students' empathy and openness for other cultures and people. 
 
Table 2. Question: On a scale of 1-5, to what extent does this university help you to have a better 
understanding of SDGs? (n=89)  
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Qualitative analysis 
In the last question of the survey, they were requested to answer, ‘what is your biggest learning 
in this program/university since you started here?” The main goal in this question is to measure 
the participants’ frequency of traits and characteristics. This is relevant to form parameters to 
understand the data sets in this research. 
The research collected each questionnaire in a single folder with all the 89 qualitative research 
answers to categorize the qualitative data. From then on, the patterns of each university were 
analyzed. The cluster analysis was applied to establish the naming of connections in qualitative 
data. Cluster analysis helps to identify trends.
61
 Based on quantitative data analysis experience 
done in the previous part, 28 coded groups were created according to broad themes that appeared 
to be standard. Student’s qualitative data as "empathy" and "look at others as equals" generated 
equal codes. Besides, a table was created with the number of times each code appeared at each 
university. After that, a list was made of all the groupings that emerged from the universities. The 
next step was finding similarities between groups and themes. For instance, empathy seemed to 
be close to intercultural dialogue, global citizenship, thinking about global issues. Observing 
patterns that emerged from data, a new categorization was applied, and the result was four focused 
codes: global mind, inner transformation, proactive efforts, and critical thinking. These final codes 
summarize the main findings in this qualitative analysis. 
At Soka, participants seem to reflect more clearly Ikeda's philosophy related to global citizenship. 
There are many quotations expressing ideas, concerning or engagement in global citizenship 
behavior. "The importance of knowing and thinking about global issues" was written by one 
student and similar ideas can be viewed in different ways like "discuss global problems with 
foreigners," and "people have to cooperate with each other to make world peace", or "to research 
and think deeply about global issues." Soka students also believe in the power of cooperation and 
collaboration as a skill for global citizenship. Interesting to note one definition of the global citizen 
as someone "who can think seriously and feel or share sadness, anxious, or happiness of others." 
There is a perception of global citizenship as a skill. For them, it is crucial to have the "ability to 
think globally." The feeling of expanding your own influence on other places comes from the want 
to "contribute to the society" and "solve problems that we face." They aspire for a "mind as a global 
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citizen" which means to develop a feeling of belonging to a global community.  
Unila is a university focused on promoting intercultural dialogue, the data shows. The idea of 
integration and multiculturalism are strongly present in the answers. “Living with people from 
different countries and cultures” reveals the want to be inserted in a multicultural environment. 
Unila students admire the idea of “get in touch with many others and many other visions.” They 
even show a mature vision of global citizenship education, "bringing people together from different 
parts of the world is an extremely efficient way to generate knowledge." These answers show the 
institution's priority to promote local and regional integration. Que data reveal that global 
citizenship, for Unila, is close to respect for local culture and history. Being global is the same as 
being a person that conducts dialogue, that promotes regional integration.  
Ebac answers reveal their focus on skills like dedication, cooperation, job delivery, problem-
solving. For them, the great learning that comes from studying at the institution is related to 
“thinking fast,” “researching solutions” to problems, delivering schoolwork on time, and dedicating 
oneself to overcoming obstacles. There are also references to empathy, self-knowledge, and an 
active attitude towards the consumer society. 
At Mackenzie, although the idea of global citizenship is not presented as clear as in Unila and 
Soka, participants expressed interesting insights into empathy and relationships with one another. 
For them, living with people of different opinions is the most significant learning in the institution. 
Besides, they are developing the ability to listen to others' views, including "to get a global view on 
the issues." Mackenzie is active in the importance of responsibility and proactivity: “Being more 
responsible,” and “I have learned to handle responsibility and being more proactive.” 
 
Conclusion 
This research aimed to identify effective strategies for achieving SDGs based on dialogue and 
global citizenship education concepts. The SDGs attainability is relevant for peace studies and 
education once the 17 goals are considered a blueprint for peace. For this purpose, the author 
rooted solutions from Daisaku Ikeda's ideas. The in-depth analysis of 600 pages of Ikeda peace 
proposals unveiled his vision of peace and sustainable development. Besides, Ikeda suggested 
practical actions for individuals to produce social change and collaborate with SDGs achievement. 
Thus, this research proposed a model, the multidimensional cosmopolitan dialogue as follows in 
Figure 5,  
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Figure 5. The multidimensional cosmopolitan dialogue model. Based on the main findings, this 
graphic model was created to illustrate MCD core elements representing dialogue and global 
citizenship education in different dimensions.  
 
To answer the research questions and validate the MCD parameters, a survey was applied in 
four universities in Japan and Brazil (n=89). The first and second research question was about a 
dialogical model for SDGs achievement. The second, asking the key points Ikeda suggests to 
achieve the SDGs? Both were answered in the literature review.  His global citizenship approach 
is rooted in courage, compassion, and wisdom as universal values for people’s inner transformation 
that impacts local, national and global levels.  
 The quantitative and qualitative analysis of the survey applied in four universities was relevant 
to answer the third question of this research, about global issues students' perceptions and 
educational learning environment. The quantitative and qualitative results indicate that students 
enrolled in a learning environment that prioritizes global citizenship education have higher levels 
of change in their perceptions about some parameters as empathy for international people, a better 
understanding of other cultures, global issues, and SDGs.   
This paper has shown how dialogue and global citizenship education can, directly and indirectly, 
shape students' perspectives on themselves and others. Two universities with more investment, 
and a clear philosophy about and structure in global concepts (Soka and Unila) statistically 
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presented quantitative evidence of students' change in behavior, attitudes, and values. 
Qualitatively, the 89 answers were coded and labeled. Initially, 28 codes were created to embrace 
the central concepts the participants expressed. After, four categories were created: global mind, 
inner transformation, proactive efforts, and critical thinking. Data from Group A (Unila and Ebac) 
indicates more answers linked to the global mind and inner transformation. There is a correlation 
between group A and such parameters (global mind and inner transformation) because the 
learning environment influence the change in student’s perception. From surveys, the results point 
to these findings: 
－Students' understanding of the world expands and becomes more global in university 
environments with higher global citizenship rates. 
－ The qualitative and quantitative analysis shows that creating a learning 
environment focused on global citizenship and dialogue is directly related to student’s 
empathy, multiculturalism, and intercultural dialogue.  
－The level of knowledge about SDGs is higher in globalized learning environments. 
Students are also more willing to take action to solve global problems in such spaces.  
 
The qualitative and quantitative results and findings indicate that dialogue and global 
citizenship education contribute to student’s amplification of their mind’s perception. Thus, the 
multidimensional cosmopolitan dialogue is a model that can contribute to aggregate dialogue and 
global citizenship education in higher education. The MCD also can contribute to SDGs 
achievement. In the next decade, the United Nations has the utmost priority to solve 17 
sustainable development goals. This paper proposed and tested some parameters in MCD. The 
results show that this model can increase people ‘s perception of global issues and start movements 
for social change that can impact local and global dimensions.  
Also, the components of MCD are interlinked and need to be considered as a whole. The strength 
of the MCD, its flexibility, and adaptability to different social contexts will depend on future 
analysis from diverse angles to demonstrate its contribution to the SDGs. To better understand 
the implications of these results, future studies could address specific questionnaires on dialogical 
practices and reinforce the direct impact of dialogue on students. 
Thus, this research aims to contribute to peace studies and education showing the positive 
impacts of educational spaces in student’s perceptions. The knowledge produced in this research 
can be useful for a better understanding of learning and global issues. A change in people’s mind 
can ultimately lead to peace and helping to achieve SDGs.  
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Appendix. After analyzing the 600 pages of Daisaku Ikeda peace proposals (PP) from 2000 to 2019, 
the main themes were codified and organized. Ikeda's central ideas on dialogue (D), global 
citizenship and global citizenship education (GC) and MDGs, SDGs and sustainable development 
(SD) are relevant to this paper. A summary of these ideas is organized as follows. 
 
PP D GC SD Ikeda’s essential concepts in each peace proposal related to D, 
GC and SD 
2000 22 0 0 D: Intercultural dialogue and trust to create a new civilization. "We 
must conduct dialogue on the basis of our common humanity" (p. 5) 
2001 22 0 0 D: Dialogue is the soft-power to build a global and truly just and 
equitable society. Dialogue restores and revitalizes shared 
humanity. "...the crystallization of a process of global dialogue, can 
serve as the foundation for a century of life." (p. 14) 
2002 37 1 4 D: Dialogue for tolerance and coexistence. Dialogue rises when we 
internalize others within the self. Spiritual and internal dialogue is 
crucial, dialogue among civilizations too. SD: creates a global green 
fund, rain forest preservation and revitalization. 
2003 13 3 5 D: Dialogue that affirms the human spirit vitality. Dialogue is a 
spiritual battle never to lose faith in human words. GC: A global 
society based on the welfare of all individuals. Mutual happiness and 
the benefit of self and others. SD: human education that encourages 
creative coexistence. Proposing the Decade of Education for 
Sustainable Development to build a sustainable global society; the 
UN General Assembly adopted it in December 2002. 
2004 10 5 7 D: Dialogue and face-to-face interaction are crucial to education and 
peace. GC: ordinary citizens of the world have the right to live; 
solidarity among world citizens. SD: Personal commitment to global 
issues, "...to learn about the issues facing our world in a way that 
enables people to grapple with them as a personal concern. Efforts to 
educate and empower people at the grassroots level can set in 
motion waves of transformation that know no bounds." (p. 24) 
2005 48 6 15 D: Bring forth the full potential of dialogue, "...immerse ourselves in 
humanity, to commit ourselves to the ocean of dialogue."(p. 9). GC: 
education for global citizenship can transforms the culture of war 
into a culture of peace. SD: A sustainable global society and the 
future depends on education and values learning. 
2006 19 17 12 D: Applying dialogue in a gradualist approach to respect differences. 
Never rejects the possibility of dialogue. GC: Unleashing the vitality 
of ordinary citizens to create a new era of the people. SD: Education 
that changes patterns of behavior and integrates principles, values, 
and practices. 
2007 25 5 8 D: Dialogue, the best option in human interactions. Bring all 
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humanity together by dialogue. The vision of a dialogical civilization. 
"—fostering mutual understanding through dialogue and enabling 
the human dignity of all to shine." (p. 29) GC: Inviolable right to live. 
Philosophy of global citizenship. Empower the world’s citizens to 
peace and happiness. SD: cooperation with environment protection. 
2008 28 3 12 D: The ideals of humanism lies in dialogue. The essence of the 
human being is dialogical; abandon dialogue is abandoning 
humanity. Revolutionary change in human beings begins with 
dialogue. GC: Transcend excessive attachment to national interests; 
active awareness to humankind as a whole. SD: We need action for 
the sake of the entire Earth and all humankind. Horizontal (special) 
actions: transcending national borders; vertical (temporal): "...a 
sense of responsibility that extends to future generations" (p. 11). "I 
believe strongly in the power of learning." (p. 15). Full support to 
MDGs. 
2009 16 5 6 D: Dialogue transcends differences of background, values, and 
perspectives. “Dialogue presents infinite possibilities” (p. 17) to 
creating a new era based on our shared humanity. GC: Ordinary 
citizens be even more engaged in education for sustainable 
development SD: Prosperity should respect each person’s dignity. 
2010 10 6 5 D: Resist the temptation to abandon dialogue. Educate children 
based on dialogue and the dignity of life. GC: Poverty and 
environmental destruction if affecting all citizens. Ordinary citizens 
of the world need to come together to create a new reality.” (p. 8). 
SD: Education for girls is vital for MDGs achievement. 
2011 17 14 4 D: Dialogue enrich our minds and souls, "It is only when immersed 
in words and dialogue that human beings can become truly human" 
(p. 2) GC: Passionate commitment of awakened citizens are more 
crucial than states attitudes.  SD: "In my 1987 peace proposal, I 
called for a UN decade of education for global citizenship." (p. 15) 
2012 16 10 22 D: From shared awareness and concern to shared pledge/vow to 
achieve its resolution: this is the power of dialogue. GC: Josei Toda 
chikyu minzokushugi [global citizenship] against greed, anger, and 
foolishness.  SD: Education to awakening people for the full 
dimension of life’s interconnectedness. Sustainability is a way of life 
that does not pass on the planet as it is now to the next generation. 
2013 15 3 23 D: Wholehearted dialogue, mutual vow against violence. Dialogue 
makes the rich diversity of human life shine. GC: Global citizenship 
guidelines: compassion, wisdom and courage; all people possess 
these qualities.  SD: SDGs framework is a human right framework. 
Individual inner transformation improves others transformation. 
2014 14 14 22 D: Dialogue makes people feel they are part of a community. GC: 
Education for global citizenship makes the dignity of each person 
shines. EGC is based on environment, development, peace, and 
human rights.  SD: Education for sustainable development is 
intertwined with education for global citizenship. SDGs must be 
focused on youth’s empowerment in solving global problems. 
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2015 11 11 24 D: "Through dialogue, we share the vital energy of the best in our 
respective spiritual traditions; we hone the vision that enables us to 
experience the fullness of our humanity; we learn to initiate shared 
action based on our best selves." (p. 9). GC: Generating solidarity 
empowering citizens to see that no one suffers in misery. SD: 
Creative thinking for SDGs achievement. Actions toward zero-waste 
society. We need to eliminate misery to achieve a sustainable global 
society. 
2016 18 11 35 D: Dialogue is a path to empathy. “Dialogue is essential if we are to 
build a world in which no one is left behind.” (p. 7). Dialogue to find 
solutions together in local and global levels. GC: Collective efforts to 
foster awareness of global citizenship. SD: Fostering imaginative 
capacities through education, speedy global issues solutions. 
2017 10 10 43 D: Dialogue by all stakeholders. GC: Education for global citizenship 
unleashes young people’s limitless potential. SD: SDGs core: 
“Restoring the well-being of the individual who is suffering.” (p. 4). 
All human beings sharing the same joy of living. "None of the SDGs 
will be easy to achieve. But through maintaining empathetic 
connections with those who struggle and dedicating ourselves to the 
work of empowerment, each of us should be able to cause a flower to 
bloom in our immediate surroundings." (p. 5). 
2018 2 7 11 D: A sense of purpose and fulfillment to benefit all people GC: 
Solidarity of ordinary citizens to restore humanity. SD: Climate 
action and sustainable cities are crucial to SDGs achievement. 
Gender equality is the key to accelerate the Goals. Sustainable peace 
and sustainable society to pass on future generations. 
2019 13 7 44 D: The dialogue requires to understand the “uniqueness of that one-
time-only circumstance” (p. 14). Fresh energy to solve global issues: 
“The process of dialogue and the cultivation of mutual 
understanding never fail to generate fresh energy and a more ideal 
path toward a better future to the world.” (p. 29) GC: Encouraging 
global citizens and young people to advance global goals: “Promoting 
the achievement of the SDGs through education for global 
citizenship” (p. 29) SD: People-centered multilateralism is essential 
for the SDGs achievement. Women’s equality is essential to the 
Goals advancement. Universities must be the hubs for SDGs 
achievement.  
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し直し、新たに 3 因子 31 項目からなる「大学生用過剰適応尺度」を作成している。本研究においては、
この定義と尺度を用いる。 
⑵ 適応の指標としての本来性（authenticity）・本来感 
   統計的手法を用い実証的に検討した結果、伊藤・児玉(2005a)は、本来感に特徴的な適応的性質は、
不安を低減させ、新しい経験に対して開かれた感覚、自己決定している感覚、他者とのあたたかい関
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⑸ 本研究の構成としての過剰適応尺度データの 4 分割 
   本研究の目的を踏まえて、内的適応と外的適応のバランスの傾向性を確認・検討するために、過剰
適応尺度（石津・斉藤、2011）を用いて、過剰適応尺度の内的側面（2 因子 自己抑制・自己不全感）
と外的側面（3 因子 期待に沿う努力・人からよく思われたい欲求・他者配慮）を 2 軸化し、質問紙
によって集めたデータを散布し、4 領域に分割する（図 1 Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ）。散布した個々のデータ
の本来感・不安・自己価値の随伴性を比較検討する。    
ただし、4 領域分割の原点については、尺度の中点（5 件法の 3）や統計的代表値（中央値、平均値
など）が考えられるが、データの採取後、分布の特徴などを見定めてから決定することとした。  
                 
  
大学生における過剰適応と本来感・不安に関する研究 










１ 調査協力者・調査時期     
⑴ 調査協力者：都内私立大学の大学生 468 名、有効回答数は 403 名であった。 
⑵ 調査時期：令和元年 5 月から 7 月  
２ 調査内容 
  本調査用紙は、フェイスシートと「過剰適応尺度（大学生用過剰適応尺度）」、「本来感尺度」「自
己価値の随伴性尺度」「STATE-TRAIT ANXIETY INVENTORY の日本語版(大学生用)」の４つの尺度か
ら構成されている。 
３ ４領域分割の原点の決定について 
     原点の決定にあたって、採取したデータの分布の特徴を捉えるために、過剰適応尺度の内的側面得
点と外的側面得点をヒストグラム化した。（図 2 図 3） 
一見して両データは正規曲線によく一致している。そこで、両データの正規性の検定 
（Kolmogorov-Smirnov 検定・Shapiro-Wilk 検定）を行ったところ、両データの正規性が確認された。
したがって、統計的代表値には中央値ではなく平均値を用いるのが妥当と判断された。        
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（図 2 内的適応）                （図 3 外的適応） 
             
４ 主要な仮説について 
仮説Ⅰ 過剰適応全体領域の仮説 
  １ 過剰適応が高く、かつ自己価値の随伴性も高いほど不安（状態不安・特性不安）が高
い。 
  ２ 自己価値の随伴性が低く、不安（特性不安）が低く、過剰適応の内的因子である自己
抑制および自己不全感が低いほど、本来感が高い。   
仮説Ⅱ 過剰適応４領域の仮説（Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ 領域は、図１） 
   ３ 4 領域において、本来感の程度は下記のとおりであり、不安（特性不安）の程度は逆
順になる。 





  ４ 4 領域において、自己価値の随伴性の程度は下記のとおりになる。 










１ 仮説Ⅰの１の検証 その１（状態不安） 
⑴ 過剰適応および自己価値の随伴性と状態不安（一要因分散分析） 
状態不安に影響を与える要因を考察するために、過剰適応および自己価値の随伴性のそれぞれの得
点を、全調査協力者の平均点より低いものを L 群、高いものを H 群とし、それぞれの組み合わせで 4
群にわけた（1：LL 群過剰適応低群かつ自己価値の随伴性低群、2：LH 過剰適応低群かつ自己価値の
随伴性高群、3：HL 過剰適応高群かつ自己価値の随伴性低、4：HH 過剰適応高群かつ自己価値の随伴
性高）。そして 4 群と不安との関連を検討するため、4 群を独立変数（4 水準）、不安を説明変数として
一要因の分散分析を行った。結果は以下のとおりである。（表 1） 
 
＜表 1 過剰適応および自己価値の随伴性と状態不安（一要因分散分析）＞ 
LL 群（N＝146）  LH 群（N＝56）  HL 群（N＝56）  HH 群（N＝145） 
平均  標準偏差  平均 標準偏差   平均 標準偏差   平均 標準偏差      F 値 
不安 40.09  9.27     42.16  8.99       44.36  8.43      45.88  10.73       9.188*** 
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＜表 2 過剰適応および自己価値の随伴性と状態不安（重回帰分析）＞ 
                  B       SE B                β      
    説明変数 
    過剰適応          0.176            0.035             0.278*** 
    自己価値の随伴性          0.127            0.064             0.112* 
R2     0.123      調整済み R2     0.119      F（2、400） 28.119*** 
   目的変数：不安（状態不安）                                   
 N=403 B：偏回帰係数 SEB：B の標準誤差 β：標準偏回帰係数  ***p<.001  *p<.05 
 





２ 仮説Ⅰの１の検証 その 2（特性不安） 
⑴ 過剰適応および自己価値の随伴性と特性不安（一要因分散分析）   
 不安（特性不安）に影響を与える要因を考察するために、①と同様、4 群を独立変数（4 水準）、不 
安を説明変数として一要因分散分析を行った。結果は以下のとおりである。（表 3） 
 
＜表 3 過剰適応および自己価値の随伴性と特性不安（一要因分散分析）＞ 
LL 群（N＝146）  LH 群（N＝56）  HL 群（N＝56）  HH 群（N＝145） 
平均 標準偏差    平均 標準偏差    平均 標準偏差   平均 標準偏差     F 値 
不安   42.97  8.55       46.21  7.75        48.98  7.54        54.30  9.29         43.54*** 




LL 群、LH 群、HL 群より有意に高かった（それぞれ、p<.001、p<.001、p<.01）。HL 群は、LL 群より
有意に高かった（p<.001）。HL 群は LH 群より有意に高かった（p<.05）。LL 群と LH 群のみ有意差は
でなかった。 
⑵ 過剰適応、自己価値の随伴性と特性不安（重回帰分析） 
   特性不安を目的変数とし、過剰適応と自己価値の随伴性を説明変数として、重回帰分析を行った。
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結果は以下のとおりである。（表 4） 
 
＜表 4 過剰適応および自己価値の随伴性と特性不安（重回帰分析）＞ 
                  B       SE B                β      
 説明変数 
    過剰適応          0.312            0.029             0.499*** 
    自己価値の随伴性          0.241            0.052             0.213*** 
R2     0.410      調整済み R2     0.409      F（2、400） 139.262*** 
  目的変数：不安（特性不安）                                   
N=403 B：偏回帰係数 SEB：B の標準誤差 β：標準偏回帰係数  ***p<.001  
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＜表 5 自己価値の随伴性、自己抑制、自己不全感および不安と本来感（重回帰分析）＞ 
                  B       SE B              β    
    説明変数 
    自己価値の随伴性      -0.081           0.025            -0.122** 
    自己抑制              -0.255           0.037            -0.263*** 
    自己不全感                -0.351           0.062            -0.254*** 
    不安（特性不安）          -0.107           0.014            -0.335*** 
        R2     0.561      調整済み R2     0.556        F（4、398） 127.031*** 
  目的変数：不安（特性不安）                                   







p<.005）、自己抑制（β=-.263、p<.001）、自己不全感（β= -.254、p<.001）、不安（β= -.335 、p<.001）
となった。したがって、本来感に対し、自己価値の随伴性、自己抑制、自己不全感および特性不安は
影響力はある。また、β値から独立変数の影響度は、不安（特性不安）＞自己抑制＞自己不全感＞自
己価値の随伴性の順になった。よって、仮説Ⅰの 2 は支持された。 
４ 仮説Ⅱの 3 の検証 その 1 
⑴ 仮設の検証 その 1（本来感） 
A・B・C・D の領域ごとの本来感の程度を比較するために本来感を従属変数とし、A・B・C・D の
4 領域を独立変数とする分散分析を行った。結果は以下のとおりである。（表 6） 
 
＜表 6 4 領域における本来感の程度差（一要因分散分析）＞ 
   A 領域（N＝81） B 領域（N＝118）  C 領域（N＝122） D 領域（N＝82） 
   平均 標準偏差  平均 標準偏差    平均 標準偏差     平均 標準偏差    F 値 
本来感 24.93 4.51     26.63  4.20         19.28  5.29         20.30  5.38        58.19*** 
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法による多重比較の結果、A 領域と C・D 領域に、B 領域と C・D 領域に有意差（P＜.001）が認めら
れたが、A・B 領域間と C・D 領域間には有意差が認められなかった。したがって結果は、B ≒ A 
＞ D ≒ C となった。よって、仮説Ⅱの 3 のその 1（本来感）は、支持されない結果となった。 
⑵ 仮説の検証 その 2（特性不安） 
  A・B・C・D の領域ごとの不安（特性不安）の程度を比較するために不安（特性不安）を従属変数
とし、A・B・C・D の 4 領域を独立変数とする分散分析を行った。結果は以下のとおりである。（表 7） 
 
 ＜表 7 4 領域における不安（特性不安）の程度差（一要因分散分析）＞ 
   A 領域（N＝81） B 領域（N＝118） C 領域（N＝122） D 領域（N＝82） 
    平均 標準偏差  平均 標準偏差  平均 標準偏差   平均 標準偏差     F 値 
不安  45.91  7.67       41.57   7.88       54.68   9.18       51.02   8.27       54.66*** 
 N＝403   ***p<.001                                                        
 
   分散分析の結果、F（3、399）＝54.660、P＜.001 となり、領域の主効果が認められた。HSD 法によ
る多重比較の結果、A・B・C・D 領域の全てに渡って有意差（p＜.01、p＜.05）が認められた。しか
し、平均値差の検定の結果は、C ≒ D ＞ A ≒ B となった。よって、仮説Ⅱの 3 のその 2
（特性不安）は支持されない結果となった。 
 ⑶ 仮説の検証 その 3（本来感） 




  ＜表 8 自己抑制および自己不全感と本来感（重回帰分析）＞ 
                  B       SE B                β      
 説明変数 
    自己抑制          -0.424           0.114             -0.370*** 
    自己不全感                -0.621           0.132             -0.468*** 
R2     0.273     調整済み R2     0.254      F（2、78） 14.622*** 
  目的変数：本来感                                   
N＝81 B：偏回帰係数 SEB：B の標準誤差 β：標準偏回帰係数  ***p<.001  
 
    その結果、A 領域 9 因子間の相関分析の結果、本来感と自己抑制（ｒ＝-.257 *ｐ＜.05）に負の相
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関が、本来感と自己不全感（ｒ＝-.379 *ｐ＜.01）に負の相関が認められた。 





よって、仮説Ⅱの 3 のその 3 は、支持される結果となった。 
 ⑷ 仮説の検証 その 4（特性不安） 




    ＜表 9 自己抑制および自己不全感と不安（重回帰分析）＞ 
                  B       SE B                β      
 説明変数 
    自己抑制          0.004           0.202              0.002 
    自己不全感                1.160           0.285              0.418*** 
R2      0.175       調整済み R2      0.154     F（2、78） 8.356** 
  目的変数：不安（特性不安）                                   
  N=81       **p<.01       ***p<.001    
 






はなく、自己不全感にしか影響力はなかった。よって、仮説Ⅱの 3 のその 4 は支持されない結果とな
った。 
５ 仮説Ⅱの 4 の検証 
⑴ 仮説の検証 その 1 
  A・B・C・D の領域ごとの自己価値の随伴性の程度を比較するために自己価値の随伴性を従属変数
大学生における過剰適応と本来感・不安に関する研究 
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とし、A・B・C・D の 4 領域を独立変数とする分散分析を行った。結果は以下のとおりである。（表
10） 
  ＜表 10 4 領域における自己価値の随伴性の程度差（一要因分散分析）＞ 
   A 領域（N＝81） B 領域（N＝118） C 領域（N＝122） D 領域（N＝82） 
    平均 標準偏差   平均 標準偏差   平均 標準偏差     平均 標準偏差     F 値 
自己  50.49    7.73     42.24    7.62     51.83   7.94       44.98  7.53          37.99*** 
    上記の「自己」は「自己価値の随伴性」とする。    **p<.001   
 
 分散分析の結果、F（3,399）＝37.99、p＜.001 となり、領域の主効果が認められた。HSD 法による
多重比較の結果、A 領域と B・D 領域に、B 領域と A・C 領域に有意差（p＜.001）が認められたが、
A・C 領域間と・D 領域間には有意差が認められなかった。したがって、結果は、C ≒ A ＞ D 
≒ B となった。よって、仮説Ⅱの 4 のその 1 は支持されない結果となった。 
⑵ 仮説の検証 その 2 
  仮説を検証するために、D 領域における全ての因子（9 因子）の相関分析と自己価値の随伴性を目
的変数とし、自己抑制と自己不全感を説明変数として、重回帰分析を行った。結果は以下のとおりで
ある。（表 11） 
   
  ＜表 11 自己抑制および自己不全感と自己価値の随伴性（重回帰分析）＞ 
                  B       SE B                β      
 説明変数 
    自己抑制          0.129           0.199              0.072 
    自己不全感                0.453           0.281              0.179 
R2      0.035       調整済み R2     0.010      F（2、79） 1.424 
  目的変数：自己価値の随伴性                                   
N＝82 B：偏回帰係数 SEB：B の標準誤差 β：標準偏回帰係数           
 
 D 領域 9 因子間の相関分析の結果、自己価値の随伴性と自己抑制（ｒ＝.054 n.s）には相関が認め
られず、自己価値の随伴性と自己不全感（ｒ＝.172 n.s）にも相関が認められなかった。重回帰分析
の結果、R2（決定係数）.035、調整済み R2（調整済決定係数）.010 で、モデルの適合度は有意でなか
った（F＝2.79、n.s）。モデルには説明力が得られなかった。よって、仮説Ⅱの 4 のその 2 は支持され
ない結果となった。 
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２ 過剰適応をめぐる 4 領域についての考察 
⑴ A 領域について  
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⑵ B 領域について 
この領域は、外的側面を現す 3 因子得点が低く、同時に内的側面を現す 2 因子得点が低い群で構成








⑶ C 領域について 
この領域は、外的側面を現す 3 因子得点が高く、なおかつ内的側面を現す 2 因子得点が高い群で構
成（図 1）される。 
仮説検証から、「環境からの要求や期待に個人が完全に近い形で従おう」（外的側面）とする領域は
A および C であった。また、「内的な欲求を無理に抑圧」（内的側面）している領域は C および D で










⑷ D 領域について 
それでは、残された領域である D 領域の特徴はいかなるものであろうか。この領域は、外的側面を




－ 219 － 
していること、「外的な期待や要求に応える努力」（外的側面）を行わないこと、不安（特性不安）の
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Office Worker in University 
 
文学研究科教育学専攻博士前期課程修了 
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化面接を実施し、Steps for Coding and Theorization（SCAT）による語りの質的分析に基づき、これ
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面接調査対象者は、複数の大学の現職学生相談カウンセラー5 名と、大学の職員 2 名である。 
また、本研究の対象者の属性を以下【表 1〜2】に示す。なお、対象者のプライバシー保護のため、
勤務年数、および経験年数は、5 年ごとの分類とし、具体的数値は示していない。 
【表 1 職員の属性】 
 
 
【表 2 カウンセラーの属性】 
 
学生相談カウンセラーと大学職員のコラボレーションに関する一考察 
－ 227 － 
＜実施期間＞ 
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 年齢 性別 教員歴 通級指導（特別支援教室
を含む）教員歴 
A 20 代前半 女性 2 年目 2 年目 
B 20 代前半 女性 3 年目 3 年目 
C 30 代前半 男性 12 年目 9 年目 
D 50 代 女性 33 年目 15 年目 
E 20 代前半 女性 2 年目 2 年目 
F 40 代 女性 3 年目 3 年目 
G 30 代前半 女性 10 年目 10 年目 
H 30 代前半 男性 12 年目 4 年目 
I 30 代前半 男性 10 年目 8 年目 
J 20 代後半 男性 3 年目 1 年目 
K 40 代 男性 14 年目 9 年目 










入約 5 分、インタビュー約 50 分程度の合計 1 時間程度であった。得られたデータは逐語化し、分析
の対象とした。 
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することのできる KJ 法を選択した。 
 
３）結果 



























       することが大事(4)
17　これまでの経験を生かす(3)
18　情緒的にプラスになるような関わりを



































       いけない(4)
44　学習環境としての教室が




       軽視される風潮(3)
47　システムとして
       根付くのに時間がかかる(2)
48　特支の理解に開きがある(3)
48　教室の趣旨をきちんと










       時間がかかる(4)
59　人員配置の慣習がある(5)
表 2 カテゴリ一覧 
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Ⅶ　支援にかかわるメンバーについての思い(100) ｓ　保護者(21) 60   子どもの成長について話す時が嬉しい(5)
61   感謝されたときが嬉しい(2)
62   いろんな方法で子どもの様子を伝え合う(6)
63   難しい保護者がいる(6)
64   話の内容がナイーブ(2)
ｔ　担任(9) 65   日程調整をする(1)
66   通級担当と方向性を合わせていく難しさ(3)
67   なんとなく伝える(3)
68   通級担当として支える意識(2)
ｕ　専門員(17) 69   管理職や自治体に働き方を左右される(7)
70   センスが問われる(5)
71   フラットな情報を下ろしてくれると助かる(3)
72   仕事への期待(2)
ｖ　管理職(11) 73   巡回先の数だけ関わる人数が増える(3)
74   必要なことを伝える(3)
75   連携のしやすさや学校自体の受け入れに
       大きく影響する(5)
ｗ　コーディネーター(10) 76   巡回してると学校の様子がわからない（5）
77   教室だけでなく学校全体を動かしていかな
       くてはならない(3)
78   教員から相談される(2)
ⅹ　心理援助職(21) 79   曜日が合わない(3)
80   時間が合えば少し話す(5)
81   教員にはわからないことを教えてほしい(7)
82   言葉を理解するのに努力が必要(2)
83   教員や保護者の思いを丁寧に聞いてほしい(1)
84   保護者に言いづらいことを伝えてもらう(3)
ｙ　医療機関やその他専門職(11)
85   医療と連携して治療でよくなる
       希望が見える(3)
86   所見を書く(3)
87   決まった機会に連携をとる(3)
88   お互いの特殊性を考えながら
　　 付き合っていく(2)
ｚ　通級の基本的な姿勢(12)
89   適応させていくために
       特性に合わせた指導をする(7)
90   実態を知った上で子どもを
       返していくことが大事(5)
「通級による指導」を担当する教員の困りと工夫についての研究 
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The process of university students are concerned 
that friends have mental problems. 
 
文学研究科教育学専攻博士前期課程修了 
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くつかの課題が指摘されている。 

































－ 257 － 
的に検討することを目的とする。 
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Ⅲ．結果ならびに考察 
１．分析結果 
分析の結果、41 の概念、14 のカテゴリー、4 のコアカテゴリーが生成された。コアカテゴリーは表
1、カテゴリーは表 2 に示した。これらを文章化し、ストーリーラインを記載した。また、概念とカテ
ゴリーとコアカテゴリーとの関係を図にし、カテゴリーマップとした。 
表 1 コアカテゴリー 
1.能動的な姿勢 2.サポート環境の構築 3.関係性維持の動機付け 
4.関わりを振り返る 
表 2 カテゴリー 
1.問題を知る 2.支えられない 3.悪影響の回避 
4.友人の話を引き出す 5.負担の軽減策 6.知識・経験の活用 
7.負担となる心理状態 8.関係のもつれ 9.周囲の人を頼る 
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３．考察 
カテゴリーごとにプロセスの様相を詳述する。以下、文章中の表示を表 5 に記す。 
表 5 表示とその意味   
表示 意味 
( ) 生成された概念 
＜ ＞ カテゴリー 
【 】 コアカテゴリー 
「 」 具体例の引用 
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A qualitative research on the influence of collegiality 
on the state of being as an elementary school teacher 
 
文学研究科教育学専攻博士前期課程修了 
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Ⅱ．研究方法 
調査協力者は、教職に就いたばかりで経験の乏しい若手教員（教員歴 3 年目まで。対象者 A~G）と、












 若手教員の小カテゴリーは合計 66 であり、6 の大カテゴリー、22 の中カテゴリーに分け、中堅教員
の小カテゴリーは合計 70 であり、5 の大カテゴリー、22 の中カテゴリーに分類した。結果図を次頁に
示す。（ ）内の数字は、カテゴリーに関する発話数である。スクールカウンセラーは、引用、調査協










図 1 結果図の凡例 
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が高まっていく 3 つのステップにまとめられた。第 1 ステップの〈k.同僚同士で協働〉は、特に≪
36.教員の仕事は 1 人じゃできない≫が、中堅教員がこれまでの経験を通して感じている象徴的な
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する Person-Centered Approach のことである。この考え方を心理臨床の訓練でのスーパービジョンやカ










PCAGIP 法を行う利点の 1 つに、事例の情報が少ないことがあげられる（村山ら,2012）。必要な資料




4村山正治・中田行重『新しい事例検討法 PCAGIP 入門 パーソン・センタード・アプローチの視点から』(太洋社、
2012)、P32 
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7 明曠疏巻上、「今随所欲、直筆銷文、取捨有憑、不違先見。則以天台為宗骨、用天宮之具縁」（T40, 580b11-12）。 
8 明曠疏巻上、「於是別円大士之所同修」（T40, 580b20-21）。 
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9 大津 2020 において、智顗疏と明曠疏の釈名段を比較・検討した。 
10 村上（2009, 790-791）、同（2017, 111-112）は、この『法華文句』と『観音玄義』の依用を例示し、智顗没後に現
行本が成立した三大部等を参照しているため智顗疏は没後の成立であると述べている（注 1 を参照）。 
明曠『天台菩薩戒疏』「教摂」における化法の四教 




















































11 『四教義』巻第七（T46, 744b2-c15）や『維摩経玄疏』巻第三（T38, 536a28-b19）と関連する。 
12 大正蔵は「見」を欠くが、慈空分会『菩薩戒経疏会本』（以下、『会本』）により「見」を加える。明曠疏の他の
箇所にも「小機所見」（T40, 585c4-5）とある。 
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智顗疏巻上（T40, 564b2-27） 明曠疏巻上（T40, 581b11-19） 













16 『四教義』巻第八（T46, 748b9-750b22）や『維摩経玄疏』巻第三（T38, 537b12-538a2）と関連する。 
17 大正蔵は「三」とするが、諸刊本（大津 2019）や『会本』により「二」に改める。 
明曠『天台菩薩戒疏』「教摂」における化法の四教 
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20 『四教義』巻第九（T46, 752c2-16）や『維摩経玄疏』巻第三（T38, 538c27-540a27）と関連する。 
明曠『天台菩薩戒疏』「教摂」における化法の四教 








































23 水野（1984, 9-19）など。 
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26 智顗疏巻上（T40, 564c16-565a6）。 
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32 『摩訶止観』巻第六下、「具行六度、事理無減、成第五品」（T46, 85a14）。 
33 『四教義』巻第十一（T46, 762b16-c8）と関連する。 
明曠『天台菩薩戒疏』「教摂」における化法の四教 
















































37 『四教義』巻第十一・十二（T46, 762c27-764c26）、『維摩経玄疏』巻第四（T38, 541a7-542a10）と関連する。 
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41 『法華玄義』巻第五下、「円信円行、不由歴別、於一生中、即入初住、得見仏性」（T33, 739c29-740a1）。 
42 『止観大意』「上根一観横竪該摂、便識無相衆相宛然、即破無明登於初住」（T46, 460b17-19）。 
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47 池田 1975b ほか。 
明曠『天台菩薩戒疏』「教摂」における化法の四教 


















池田魯参 1975a「湛然以後における五時八教論の展開」『駒沢大学仏教学部論集』6: 38-60 





塩入良道 1961「化法四教に於ける行位の問題」『天台学報』3: 48-54 
塩入良道 1968「天台行位説形成に関する諸問題(1)――蔵教と通教について――」『大正大学研究紀要』
54: 25-52 
水野弘元 1984「五十二位等の菩薩階位説」『仏教学』18: 1-28 
村上明也 2009「『菩薩戒義疏』の天台大師説を疑う」『印度学仏教学研究』57(2): 790-793 
村上明也 2017「智顗説灌頂記『菩薩戒義疏』の成立に関する研究」『法華仏教研究』25: 106-156 
  
 
48 塩入 1961, 同 1968。 
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義疏、行世。」(T50, no. 2060, p. 467, b25-27) とあり、諸経典、論書に精通していたことがうかがえる。 
3 南本『涅槃経』巻第八如来性品、「迦葉白佛言、世尊、二十五有、有我不耶。佛言、善男子、我者、即是如來藏
義。一切眾生悉有佛性、即是我義。」(T12, no. 375, p. 648, b6-8)。 
灌頂撰『大般涅槃経疏』、『大般涅槃経玄義』における仏性説 
開善寺智蔵との対比を中心に 






























4 南本『涅槃経』巻第三、長寿品、「一切諸法中、悉有安樂性、唯願大仙尊、為我分別說。」(T12, no. 375, p. 620, a4-5) 
5 『大般涅槃経疏』巻第十一には、「六法只是五陰。」(T38, no. 1767, p. 104, b16-17)とある。 
6 智円の『涅槃経疏三徳指帰』巻第八によれば、「六法謂五陰及神我也。」(X37, no. 662, p. 441, b3)とあり、湛然の
『止觀輔行傳弘決』巻第七には、「言六法者、謂五陰神我。(T46, no. 1912, p. 366, b29)と、また知礼の『観音玄義記』
巻第一にも「六法者、五陰神我也。」(T34, no. 1727, p. 898, b19)とある。 
7『大般涅槃経疏』巻第三十二、憍陳如品でも、「五業中云、男女二根。論以大小便為二根。各有所據。論就一體。
經就二人(云云)。但此性諦。或謂即是神我。或謂是冥初。皆有其義。冥初據二十五諦之初、以是冥諦。又言是常、
乃是神我。」(T38, no. 1767, p. 220, c1-6)とあり、神我の性質として常住ということを灌頂は取り上げる。 
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(T38, no. 1768, p. 237, c11-13)とあり、『大般涅槃経玄義』と同様の記述がある。 


























不變易、故名為性。豈獨一法為藏性耶。（『大般涅槃経疏』巻第十一、如来性品、T38, no. 1767, 










創価大学大学院紀要・第 42集・2021年 3月 




































－ 309 － 
    佛性不即六法、不離六法。不即、故不如諸師所解。不離、故言住五陰中。實理言之、佛性豈
應有住・不住。特是為緣作此異説。若定執此、妨前後文。畢竟清淨、寧有内外、當之與現、住
不住耶。（同前、p. 104, b23-27） 
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此取正因性。若各以為是、如盲觸象。若見此意、無當現之爭。（『大般涅槃経疏』巻第二十四、
































375, p. 768, c17-20) 
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13 南本『涅槃経』巻第二十六師子吼品(T12, no. 375, p. 780, b6-13)を参照。 
灌頂撰『大般涅槃経疏』、『大般涅槃経玄義』における仏性説 
開善寺智蔵との対比を中心に 


























第一の解釈（灌頂説） 第二の解釈 第三の解釈 
「衆生」 正因仏性 「衆生」 正因仏性 「業」 因仏性、因因仏性 
「諸仏境界」 果仏性 「諸仏境界」 境界仏性 「果」 果仏性、果果仏性 
果果仏性 「業」 了因仏性 「仏性」 正因仏性 
「業果」 了因仏性 「果」 果仏性 「諸仏」 聖人 
「仏性」 境界仏性 果果仏性 「一切衆生」 凡夫 
 
 上記の第二、第三の解釈は、灌頂以外の解釈であり、いずれが誰の説であるか明示はないが、第二
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－ 317 － 
正因仏性  五陰の根源 
因仏性 十二因縁 五陰 
因因仏性 十二因縁より生じる智慧 五陰から生じる智慧 
果仏性 三藐三菩提 五陰から生じた智慧が増加したもの 
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16 南本『涅槃経』巻第三十二迦葉品(T12, no. 375, p. 818, a18-b15)を参照。 
灌頂撰『大般涅槃経疏』、『大般涅槃経玄義』における仏性説 
開善寺智蔵との対比を中心に 
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妙法輪、即應身如來。故論云、如法相説故名如來也。(T34, no. 1718, p. 128a6-16) 
 
 
1 『成実論』巻第一、「如來者、乘如實道來成正覺、故曰如來。」（T32, no. 1646, p. 242a25-26）を参照。 
『法華文句』釈如来寿量品における品題釈の基礎的研究 
































中。是故名多陀阿伽陀。」（T25, no. 1509, p. 71b16-19）を参照。 
3 多く引用しているが例えば『維摩經文疏』巻第二、「勸信者、如來如法相解、如法相說」（X18, no. 338, p. 
471c13-14）を参照。 
4 『法華経安楽行義』巻第一、「金剛之身如法相解。如法相說。」（T46, no. 1926, p. 699, c2）を参照。 
5 『法華経安楽行義』巻第一、「佛如是來。更不復去。乘如實道、故名如來。」（T46, no. 1926, p. 699c3-4） 
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槃。我今安住如是三法、為眾生故名入涅槃、如世伊字。」（T12, no. 375, p. 616, b8-17）を参照。 
7 出典未詳 
8 『仏説観普賢菩薩行法経』巻第一、「釋迦牟尼名毘盧遮那、遍一切處。」（T09, no. 277, p. 392, c15-16）を参照。 
『法華文句』釈如来寿量品における品題釈の基礎的研究 
































9 『妙法蓮華経』如来寿量品、「非如非異、不如三界見於三界」（T09, no. 262, p. 42, c15）を参照。 
10 同、「如來如實知見三界之相」（同前, p. 42, c13）を参照。 
11 同、「或說己身、或說他身。或示己身、或示他身。或示己事、或示他事」（同前, p. 42, c10-12）を参照。 
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12 同、「今釋迦牟尼佛，出釋氏宮，去伽耶城不遠，坐於道場，得阿耨多羅三藐三菩提。」（同前, p. 42, b10-11）を
参照。 




來藏性淨涅槃常恒清涼不變等義、如經、如來如實知見三界之相、次第乃至不如三界見於三界故」（T26, no. 1519, p. 
9b10-19）を参照。 
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非如非異、不如三界見於三界、如斯之事、如來明見、無有錯謬。」（T09, no. 262, p. 42c13-16）を参照 
16 同、「我智力如是 慧光照無量 壽命無數劫 久修業所得。」（同前, p. 43c20-21）を参照。 
17 同、「若有眾生來至我所、我以佛眼、觀其信等諸根利鈍、隨所應度、處處自說、名字不同、年紀大小、亦復現言
當入涅槃、又以種種方便說微妙法、能令眾生發歡喜心。」（同前, p. 42c1-5）を参照。 
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  次に第三段は以下の通りである。 
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醐第一。如來亦爾、於眾生中壽命第一。」（T12, no. 375, p. 621b8-19） 
『法華文句』釈如来寿量品における品題釈の基礎的研究 

































19『妙法蓮華経』、「如来寿量品、我成佛已來甚大久遠」（T09, no. 262, p. 42 c20）を参照。 
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20『注維摩詰経』巻第一、「非本無以垂跡。非跡無以顯本。本跡雖殊而不思議一也。」（T38, no. 1775, p. 327b3-5） 
『法華文句』釈如来寿量品における品題釈の基礎的研究 
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化種種眾、説種種法、度種種人、總在如來壽命海中。海中之要、法性智應。喉襟目蒵、非異是何。
































愛重、視之如草。」（T12, no. 375, p. 613, b24-26） 
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池田魯参 1985「書評 平井俊栄著『法華文句の成立に関する研究』」『駒澤大学仏教学部論集 16』 
菅野博史 1994『中国法華思想の研究』春秋社 
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「トイウカ」の配慮機能への考察 
Consideration Function of “Toiuka” 
 
文学研究科国際言語教育専攻修士課程修了 
孫 守 乾 
SUN SHOU QIAN 
要 約 




て「侵害抑制」と「不一致回避」という 2 つの配慮機能を果たすことが判明した。 
  
















2 中国及び日本で出版されたものを計 36 種類調べたところ、中国出版の教科書では見つからず、日本出版の教科
書では記載があったのは『日本語 3rd ステップ』と『まるごと 日本のことばと文化 中級 2 B1』のみであった。 
3 例えば、「あの子は、元気がいいというか、落ち着きがないというか、静かにじっとしていない子です」（友松
他:2011）という例文である。 
4 ほかの用法は第 3 章で詳しく述べたい。ここで 1 つの例を挙げると、「次の授業は、隣の教室？」「ていうか、
向こうの教室じゃない」（作例）という例文である。 
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し」の 4 つに分類している。各用法と代表的な例文を以下のように提示する5。 
（1）「言い直し」:先行発話の内容を否定し、後続発話のほうが適切だという意味を表すことができる。 
林:お母さまは子供の時からテレビを見せないようになさってたんですか。 
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お婆ちゃんからもらったお金 っていうか合格祝いに んー もらったお金ーあったしね。 
（6）さらに具体的な状況を説明する場面で使用される。 
ビルの テナントが増えたせいかー テナント っていうか あのー 会社が入ってる会社の数が増
えた っていうかー すごーく混むの。 
（7）言いすぎた発話を和らげる場面で使用される。 
わたし なんか お金に困るような生活はしたくない って感じ、 っていうかなんていうの そん
な 別にさー ざいっ 財閥ー と結婚したい とか そういうのじゃなくてさ。 
（8）発話内容を強調する場面で使用される。 



























A:てか 10 分ぐらい遅れたけど。 
（2）話題調整用法 
a 話題導入:話題が変わる場合、話題導入とする。 
























8 本稿は『日本国語大辞典 第二版』等 20 種の辞典を調べたところ、「トイウカ」を掲載しているのは 3 種類で
あった（参考文献を参照されたい）。 
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a 選択提示（「A トイウカ、B トイウカ」の形） 





b 転換  
b1 自分が話している途中で新しい話題に転換する 
b2 相手の話しを受けて新しい話題に転換する 















創価大学大学院紀要・第 42 集・2021 年 3 月 





共通の語用論的条件:①参与者 B が当該命題を述べる根拠を有していないことは自明ではないこと 
個別語用論条件:参与者にとっての自明さに関する条件⇒②、命題内容に関する条件⇒③、参与者に






















Brown & Levinson（1987）は、聞き手のポジティブフェイスを脅かす行為を FTA としている。《賛
同要求》に対する《反論》は典型的な FTA の 1 つである。つまり、相手の意見に賛同できないことを
主張するため、相手を不快にさせる危険性が高く、よりいっそう配慮も必要となってくる。 
「トイウカ」の用法「1 言い換え」の「a 間違っている情報への否定」の「a2 相手の発話への否定」
「トイウカ」の配慮機能への考察 
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『中居正広 SMAP MIND 音楽対談 Vol.4』 
 
10 三枝（2007）と山岡ほか（2010）を参照されたい。 
11 1.2 の用例（13）を基にして作った用例である。 
「トイウカ」の配慮機能への考察 
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本調査では、2019 年 4 月 28 日から 5 月 14 日にかけて、日本語母語話者を対象にアンケート調査を
行った。有効回答数は 101 名である。アンケートの第 1 部は調査対象の情報についての質問である。
日本語母語話者の性別と年代は下記の通りである。 
表 1: 日本語母語話者の性別と年代 
 10 代 20 代 30 代 40 代 50 代 60 代以上 合計 
男 5 20 6 4 7 3 45 
女 14 27 5 6 2 2 56 
合計 19 47 11 10 9 5 101 
 









まず、問題 1 と問題 2 を通じて、｛演述｝の下位範疇である《賛同要求》―《反論》における「ト
イウカ」の配慮機能を検証する。 
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問題 1、（友人同士の会話） 
A:なんか体の調子、悪そうだね。かぜでもひいたの？ 


























問題 2、A と B は初対面です。A は B をインタビューしています。 
A:そのときは、贅を尽くした生活をなさってたわけですか。 
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15 「現代日本語書き言葉均衡コーパス」で 1424 件の結果が見つかった。その中で 1214 件は国会会議録であった。 
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また、自由回答では「ていうか」の使い方が不自然と考えた回答が 30 代と 10 代から一件ずつ寄せ
られた。これは年代差によるものと考えられる。例文に使用した会話は 20 年前の生の会話であり、会
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「この場合の『というか』は、明確に話の趣旨を伝える言葉が浮かばず、kind of like that や something 



























① 家族や親しい友人 89（88.1%） 
② 親しくない同期生 39（38.6%） 
③ 同じサークルや仕事場の仲の良い先輩 57（56.4%） 
④ 親しくない上司や先輩 22（21.8%） 
⑤ 初めてあった人や知らない人（例えば、街で話しかけられた人） 18（17.8%） 
 
Brown & Levinson の FTA 度計算式によれば、話者と相手の社会的距離（social distance）及び相対的
力（power）が増加するとともに、FTA 度が高くなる。一般的に①、②、③は親密な人間関係であり、
④と⑤はより疎遠な人間関係である。結果として、①の割合が最も高く、③と②は 2 番目と 3 番目で
あった。つまり、親密な人間関係の割合が高かったということである。また、「トイウカ」は話題を
転換する用法があり、発話状況によっては相手の気分を害する可能性もある。とりわけ疎遠な人間関 
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Ⅴ.  おわりに 
本研究では、まず、先行研究や辞書を参考にした上で、談話における「トイウカ」の用法を、「1
言い換え」、「2 暫定提示」、「3 原因・理由の説明」、「4 確認」、「5 話題の導入、転換、維持」
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The Verb “YARU” which Represents One‘s Own Volition 


























喜び勇んで使命の道を！      （「わが友に贈る」『聖教新聞』2019.11.13） 
 
これは、創価大学創立者でもある池田大作の箴言であり、私的なものではない。この「やる」は俗
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108)の「発語内の力 (illocutionary force)5」と言えるのではないだろうか。 
Austin(1962:150-160)は、いくつかの遂行動詞(performative verb)を分類している。「やる」をこ






















5 坂本百大邦訳(1978)、引用ページは原文。  
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6 〈遂行〉の命題内容条件 ①述語が遂行動詞であること ②主語が第 1 人称動作主格であること ③非過去時
制接辞-ruを接続すること ④モダリティ付加辞を接続しないこと ⑤アスペクト接辞-tei-を接続しないこと 
自らの意志を表す動詞「やる」 
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そこで、前章の「やる」の働きの分類とともに、CEFR の Can-doの基準を用いた、初級 A1・A2、中
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 表 4：学習段階別「やる」のシラバス
 
創価大学大学院紀要・第 42 集・2021 年 3 月 







































山岡政紀(2000)『日本語研究叢書 13 日本語の述語と文機能』85-86 くろしお出版 








見坊豪紀 市川孝 飛田良文 飯間浩明 塩田雄大編(2014)『三省堂国語辞典第七版』 三省堂 
小泉保 船城道雄 本田皛治 仁田義雄 塚本秀樹編(1989)『日本語基本動詞用法辞典』 大修館書店 
日本国語大辞典第二版編集委員会編(2002)『日本国語大辞典第二版』 小学館 
庵功雄 高梨信乃 中西久実子 山田敏弘著(2001)『中上級を教える人のための日本語文法ハンドブッ
ク』 スリーエーネットワーク 
小柳昇著(2004)『ニューアプローチ中級日本語[基礎編]改訂版』 日本語研究社 





https://jfstandard.jp/publicdata/ja/render.do（最終閲覧日：2020年 1 月 1日） 
  
創価大学大学院紀要・第 42 集・2021 年 3 月 
－ 378 － 
 
 





















Ⅰ 序論 ·············································································· 381 
第１章 序章 ·········································································· 381 
1.1 研究動機 ······································································· 381 
1.2 研究目的 ······································································· 381 
第２章 日本語のオノマトペに関する先行研究 ············································ 381 
 2.1 オノマトペの定義 ······························································· 381 
 2.2 オノマトペの範囲 ······························································· 382 
 2.3 オノマトペの分類 ······························································· 382 
 2.4 オノマトペの特徴 ······························································· 382 
2.4.1 語数の多さ ································································· 382 
2.4.2 語形の変化の多さ ··························································· 383 
2.4.3 音には意味がある ··························································· 383 
 2.5 先行研究の問題点 ······························································· 383 
Ⅱ 本論 ·············································································· 384 
第３章 日本語のオノマトペの使用実態 ·················································· 384 
創価大学大学院紀要・第 42 集・2021 年 3 月 
－ 380 － 
 3.1 教育で取り上げられるオノマトペ ················································· 384 
3.1.1 幼児教育 ··································································· 384 
3.1.2 国語教育 ··································································· 384 
 3.2 日常生活で触れられるオノマトペ ················································· 385 
3.2.1 マンガに見られるオノマトペ ················································· 385 
3.2.2 コマーシャルに見られるオノマトペ··········································· 385 
3.2.3 商品や商品の説明文に見られるオノマトペ····································· 386 
3.2.4 若者と文化 ································································· 387 
第４章 日本人を対象としたオノマトペの使用実態に関する調査 ···························· 387 
 4.1 既存調査 ······································································· 387 
 4.2 本調査 ········································································· 388 
4.2.1 調査目的 ··································································· 388 
4.2.2 調査対象者 ································································· 388 
4.2.3 一部調査内容と結果 ························································· 388 
4.2.4 調査分析 ··································································· 390 
第５章 中国語母語話者に対する日本語のオノマトペ教育 ·································· 390 
 5.1 日本語のオノマトペ教育の現状 ··················································· 390 
 5.2 中国語母語話者に対する日本語のオノマトペ教育の現状 ····························· 391 
 5.3 なぜ難しいと思われるか ························································· 392 
5.3.1 従来に思われる原因 ························································· 392 
 5.3.1.1 中国語の「象声詞 ······················································· 392 
 5.3.1.2 語数 ··································································· 392 
 5.3.1.3 語形 ··································································· 393 
 5.3.1.4 意味・用法 ····························································· 393 
5.3.2 筆者が思う原因 ····························································· 393 
 5.3.2.1 根本的な違い ··························································· 394 
 5.3.2.2 教科書 ································································· 394 
 5.3.2.3 日本語能力試験 ························································· 395 
 5.3.2.4 対訳辞書 ······························································· 395 
 5.3.2.5 まとめ ································································· 396 
5.3.3 中国人の日本語教師を対象としたオノマトペ教育に関するアンケート調査 ········ 396 
 5.4 日本語教育への導入のあり方 ····················································· 397 
Ⅲ 結論 ·············································································· 399 
第６章 まとめと今後の課題 ···························································· 399 
 6.1 まとめ ········································································· 399 
 6.2 今後の課題 ····································································· 399 
参考文献 ·············································································· 400 
オノマトペの再認識と日本語教育への導入のあり方 




































創価大学大学院紀要・第 42 集・2021 年 3 月 
























3 小野正弘（2007）『』擬音語・擬態語 4500日本語オノマトペ辞典』小学館 p30 













－ 383 － 
態語辞典』の中では約 2000語7、浅田・飛田（2002）の『現代擬音語擬態語用法辞典』の中では約 2200語





























7 山口仲美（2003）『暮らしのことば 擬音・擬態語辞典』講談社 
8 浅野鶴子・飛田良文（2002）『現代擬音語擬態語用法辞典』東京出版社 
9 小野正弘（2007）『擬音語・擬態語 4500日本語オノマトペ辞典』小学館 
10 小野正弘（2009）『オノマトペがあるから日本語は楽しい：擬音語・擬態語の豊かな世界』平凡社 p54-55，61 
11 日向茂男・笹目実（1999）『語形から見た擬音語・擬態語 2』東京学芸大学紀要第 2部門人文科学 50 
12 浜野祥子（2014）『日本語のオノマトペ 音象徴と構造』くろしお出版 p22-46 
創価大学大学院紀要・第 42 集・2021 年 3 月 

































14 深田智（2013）「絵本の中のオノマトペ」『オノマトペ研究の射程―近づく音と意味』ひつじ書房 p183-202 
15 谷川俊太郎・和田誠（2006）『すき―13谷川俊太郎詩集』理論社 p70 
オノマトペの再認識と日本語教育への導入のあり方 




















16 夏目房之介（2013）「マンガにおけるオノマトペ」『オノマトペ研究の射程―近づく音と意味』ひつじ書房 p217-245 
17 松本大洋（2002）『ピンポン/B-4』小学館 p.8-9 
創価大学大学院紀要・第 42 集・2021 年 3 月 























































19 田嶋香織（2006）「オノマトペ(擬音語擬態語)について」『関西外国語大学留学生別科日本語教育論集』 p200-201 
20 山口仲美（2007）『若者言葉に耳をすませば』講談社 




創価大学大学院紀要・第 42 集・2021 年 3 月 
























22 ポリー・ザトラウスキー（2018）「相互作用によるオノマトペの使用 : 乳製品の試食会を例にして」 
『国立国語研究所論集』国立国語研究所 
オノマトペの再認識と日本語教育への導入のあり方 








































創価大学大学院紀要・第 42 集・2021 年 3 月 

























































無記入          




















23 阿刀田稔子・星野和子（1989）「日本語教材としての音象徴語」『日本語教育』68 日本語教育学会 p31 
オノマトペの再認識と日本語教育への導入のあり方 
































24 金慕箴（1989）「中国における日本語の擬音語・擬態語の教育について」『日本語教育』68 日本語教育学会 p83-98 
 
25 彭飛（2007）「ノンネイティブから見た日本語のオノマトペの特徴」『日本語学』26 明治書院 p48-53 
創価大学大学院紀要・第 42 集・2021 年 3 月 

































26 彭飛（2007）「ノンネイティブから見た日本語のオノマトペの特徴」『日本語学』26 明治書院 p53-54 
27 小野正弘（2007）『日本語 オノマトペ辞典』小学館 
オノマトペの再認識と日本語教育への導入のあり方 

































28 瀬戸口律子（1990）「擬音語・擬態語表現（日本語－中国語）について」『大東文化大学紀要 人文科学』22 大東
文化大学 p1-11，16 
創価大学大学院紀要・第 42 集・2021 年 3 月 














 10冊の教科書に対して調査を行った結果、初級は 13語、中級は 61語、上級は 31語、延べ語数は合計
105語であった。また、各教科書に出現した上記の 105語の異なり語数は 73語である。その中で、頻度が
高いものから「ビックリ」「ユックリ」「サッパリ」「ソロソロ」「ペラペラ」「ガッカリ」「ニコニコ」
「ウッカリ」「ハッキリ」となる。これらのオノマトペは Aッ Bリ型と ABAB型に集中している。つまり、
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5.3.2.3 日本語能力試験 
 日本語能力試験のなか、出されるオノマトペの質問には、問題点がある。 
 例： ほかの人に聞こえないように、（ ）小さい声で話す。    
    A ぶつぶつ  
    B ぺちゃくちゃ 
    C ぺらぺら 
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2．これまでに教えていて難しいと思ったオノマトペを３つ挙げてください。（教えたことがなければ無記
入でお願いします） 
 ①      ②      ③      
3．次のオノマトペについて、それぞれにぴったり合う食べ物は何ですか？（複数記入可・食べ物のジャン
ルは問わず） 
 ① 「アッサリ」     「サッパリ」      
 ② 「パリパリ」     「サクサク」      
 ③ 「モッチリ」     「モチモチ」      
4．次の中国語の象声詞にあたる日本語のオノマトペは何だと思いますか？ 
 ①咣当 [ guāng dāng ]             
 ②嘎嘣 [ gā bēng ]                
 ③凉飕飕[ liáng sōu sōu ]         
5．自分の方言、および自分の方言で日本語のオノマトペにあたる言葉があったら教えてください。（複数
記入可・なければ方言の種類だけ記入してください） 
 方言の種類：      
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Abstract 
Carefully selected stories can motivate and engage students in the language classroom. 
Additionally, in the context of Japan where students entering university are unfamiliar with 
language learning strategies, the integration of strategy instruction within a course could lead to 
huge learning advancement for students (Tanahashi, 2009).  Comprising six story-based units of 
learning, the proposed course is designed to develop the English Communication skills of upper 
beginner / lower intermediate level university students. Students will engage in activities geared 
towards developing their understanding of basic story elements, developing their ability to tell a 
fictional narrative and a personal narrative, developing language skills, developing their ability to 
participate in discussion using different discussion skills, and enhancing their interest in extensive 
reading. Moreover, students will be introduced to six different language learning strategies with 
the aim of enabling them to develop learner autonomy, integrating self-regulation into their 




 Throughout the world and since ancient times, storytelling has played a significant role 
in the human experience. Wajnyrb (2003) points out how the cave drawings of prehistoric people 
provide us with the earliest proof of people communicating in story. In that respect, storytelling is 
connected to the language used in society, how new ideas and concepts are learned and how 
information is acquired. In first language education, when storytelling is successful, Roney (1996) 
points out that children are provided with “practice in several social skills” (Roney, 1996, p. 7), in 
addition to “active practice in problem solving” (Roney, 1996, p. 7), exercise for both hemispheres 
of the brain, and literacy development. Where second language education is concerned, in recent 
years, storytelling has been “promoted as an effective way to teach the English language to non-
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native speakers” (Fitzgibbon & Wilhelm, 1998, p. 21) While story-based activities have the 
potential of answering why a language learner should learn the second language, language 
learning strategy training answers the question of how to learn the second language. A class which 
utilizes storytelling as a vehicle for language learning could serve as a suitable context for 
integrating language learning strategy instruction. Learning strategies, as defined by O’Malley 
and Chamot (1990) are “the special thoughts or behaviors that individuals use to help them 
comprehend, learn or retain new information” (O’Malley and Chamot, 1990, p.1).  
Considering the history, appeal and positive potential outcomes of story-based lessons and 
the importance of LLS training, the review of literature will proceed in discussing these points 
individually. First, the value of story will be discussed. Secondly, the role of story, in both education 
in general and second language education, will be introduced. Thirdly, the definition of language 
learning strategies will be examined.  
  
Value of Story  
 When well-told, anyone, regardless of age, would appreciate a good story. Since ancient 
times, human beings have relied on storytelling as a source of sharing ideas, wisdom, values and 
culture. In the realm of Buddhism, the Lotus Sutra, the highest of Shakyamuni’s teachings, 
contains a number of parables which serve the purpose of conveying precepts?  which Shakyamuni 
wished to impress upon Buddhist practitioners. Through the parables the wisdom which would 
otherwise be beyond the capacity of Shakyamuni’s followers to grasp, was rendered easily 
comprehensible. In the world of literature, Duff and Maley (2007) identify story as being central 
to literature and where the objection is raised that literary texts are irrelevant to the objectives of 
language instruction, the authors argue that not only do literary texts upgrade communication 
skills, but such texts also contribute to an elevated understanding of oneself and others and can 
create a more motivated atmosphere within a group of learners. Spiro (2007) identifies how the 
value of stories in the realm of English language teaching lies in the fact that they heighten 
motivation, offer an abundant variety of spin-off activities which reinforce language proficiency, 
and contribute to leading the learner towards developing a “creative, risk-taking relationship with 
the language” (p.3). Regarding oral activity, Stenson (2003) discusses the benefits of learning 
conversational storytelling. Of the two main styles of conversation—interrogative and 
conversational storytelling—the author asserts why conversational storytelling is of value to the 
language learner, arguing that the majority of conversations are different and in everyday 
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conversation, the interrogative style is hardly ever used. Instead, native speakers of English 
engage in conversational storytelling. Thus, when English language learners learn conversational 
storytelling, they have a greater advantage towards understanding and following the conversation 
of native speakers. 
 
Story in Education and Second Language Acquisition 
 Several authors in the field of education are proponents of the powerful role stories play 
in the language classroom. Fitzgibbon and Wilhelm (1998) comment on how interest in storytelling 
as an ESL teaching method is continuing to grow. In describing how stories can serve as a 
pedagogical tool, Pinto and Soares (2012) identify storytelling as a means of providing successful 
learning, and a good technique for transmitting information. Additionally, Deacon and Murphey 
(2001) point out that stories “provide students with opportunities to listen to language in context 
rather than in bits and pieces” (p.10). Moreover, Tooze (1959) declares how stories are “not just to 
give knowledge of the literary forms in which man has expressed himself, but they may enable one 
to understand man’s development better through those forms” (Tooze, 1959, p.78). In other words, 
when students receive education on certain learning objectives through stories, not only do they 
accomplish the objective but they are able to gain a deeper understanding of human nature.  
 In first language education and in second language education as well, teachers utilize 
stories in classroom activities. Wajnryb (2003) points out how ‘story’ can be suitably applied to the 
conditions of language learning proposed in the model created by Willis (1996). The model suggests 
that when the conditions of exposure, use and motivation are sufficiently satisfied, the learner is 
capable of learning the language. For example, when the learner listens to or reads a story in the 
target language, the learner is being exposed to the language and absorbing all of the 
‘comprehensible input’ or “language that is within the range of access of the learner” (Wajnryb, 
2003, p.7). Additionally, the opportunity to use the language is equally essential in order for the 
learner to learn the language. Tasks connected with stories can provide such opportunity. Lastly, 
a good quality story in and of itself has the potential to motivate learners, capturing their interest 
and intriguing them in such a way, the learners naturally perceive meaning in the target language.  
Similarly, Inal and Cakir (2014) suggest that in the field of English language teaching, the 
materials used to teach language should naturally be able to impel learners to engage in the lesson. 
The authors state that not only do carefully chosen stories have the ability to increase the 
motivation of learners but such stories can provide suitable contexts to support learning. Also 
touching on the point of how stories motivate students, Erkaya (2005) points out that because short 
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stories more often than not consist of a beginning, middle and an end, such stories inspire students, 
regardless of their proficiency level, to read them in their entirety to discover how the resolution 
of conflict is reached.  
 
Language Learning Strategies Defined 
 The definitions, types, and classifications of language learning strategies are outlined in 
a number of writings.  One of the earliest definitions is “behaviours, steps, or techniques that 
language learners apply to facilitate language learning” (Rubin, 1987, cited in Hardan, 2013, p. 
1715) Often mentioned is Oxford (1990)’s definition of learning strategies which is “specific actions 
taken by the learner to make learning easier, faster, more enjoyable, more self-directed, more 
effective, and more transferable to new situations” (p.8). Learning strategies, as defined by 
O’Malley and Chamot (1990) are “the special thoughts or behaviors that individuals use to help 
them comprehend, learn or retain new information” (O’Malley and Chamot, 1990, p.1). Ultimately, 
one key idea to be highlighted is that, as Oxford (1990) concludes, “learning strategies are keys to 
greater autonomy and more meaningful learning”. 
   
Rationale for the Project  
Statement of the Problem  
 Japanese EFL learners encounter problems when they advance to university. As part of 
the university curriculum, English language instruction focuses heavily on communication. The 
Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology (MEXT), encourages 
communicative activities to be taught in the classroom. However, the problem that surfaces for 
many students is that they never received training in language learning strategies since they were 
never expected to communicate in English for exams. In addition, since instruction in the 
classroom tends to be teacher-centered, Japanese students are not aware of the value of learner-
centered communicative activities (Nishino & Watanabe, 2008). Another issue is the anxiety 
associated with communicating in English which students experience. With high levels of anxiety, 
students’ affective filters can potentially become too high in order to engage in classroom activities 
and comprehend the teacher’s instruction. Therefore, a methodology is needed which not only has 
the potential to reduce students’ anxiety but allows them to cultivate their inherent power as 
human beings, such as communication skills and listening skills.    
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Purpose of the Teaching and Learning Project 
 The main purpose behind developing the curriculum is to address the needs of Japanese 
students who need to develop communicative ability in order to be successful in language 
acquisition during their time in university and beyond. Furthermore, instructional activities need 
to reduce the anxiety of students and story-based activities have the potential to do so. Moreover, 
through engagement in story-based activities, the hope is that the majority of students will 
recognize the value of storytelling and be reminded of the importance of their own personal stories. 
In developing such an outlook, language can become more alive for them and can be imbued with 
more meaning. 
 
Significance of the Teaching and Learning Project  
 When Japanese students receive strategy training they can be equipped with the skills 
necessary for learning language inside the classroom and independently outside the classroom. 
Courses which integrates language learning strategy training with instructional activities are 
unlikely to be found at most Japanese universities due to the fact that although Japanese students 
at the university level “finally have a chance to study English for reasons other than doing well on 
an exam…most students have no notion of how to proceed” (Tanahashi, 2009, p.129). When 
Japanese students have the opportunity to experience such a course, especially one in which the 
activities are story-based, they can have a positive, low anxiety learning experience. Not only can 
students develop language learning strategies which they never knew existed, they can become 
more autonomous and self-reliant learners. Furthermore, their self-perception of their L2 selves 
can improve as they build confidence and begin to believe that they are capable of communicating 
in English with English speakers. The joy of being able to tell a story of their own personal account 
can also give them confidence and help them to feel more connected to the English language.  
 
Curriculum Goals 
 The goals of the course are created based on information found in the review of literature. 
In addition, Graves (2000) writings on curriculum design was helpful in deciding the area of focus 
for each goal. 
 The overall goals of the course are as follows: 
 Goal 1: (Language) Learners will develop their language skills, improving upon their 
ability to perform certain language functions. 
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Goal 2: (Method) Through engagement in story-based activities, learners will develop the 
ability to tell a story in English. 
Goal 3: (Teacher) The teacher will fulfill the role of instructor, monitor students in each 
class and give students guidance or feedback in response to their needs. 
Goal 4: (Strategic) Students will understand all of the language learning strategies taught 
in each session and develop the ability to implement all of them by the end of the course. 
Goal 5: (Socioaffective) As a result of the students’ comprehension of strategy instruction 
provided in each class session and participation in classroom activities and course assignments, 
students will deepen their understanding of their role as language learners and adopt a positive 
attitude towards English communication. 
Goal 6: (Philosophical) Students will discover their potential towards learning language 
using learning strategies, resulting in a positive change in attitude and beliefs towards language 
learning.  




 In accordance with the established customs of research studies in story-based 
methodology and language learning strategies, a needs analyses focused on two separate areas—
the needs of students in regards to story-based activities and the needs of students in regards to 
language learning strategy instruction—was conducted using two types of instruments: a 
questionnaire and interviews. Participants in the needs analyses mostly included both teachers 
and students from Soka University. Soka University was an ideal source of participants because 
most of the types of teachers and students needed for the analyses teach or attend classes there. 
The only type of teacher which needed to be secured from outside the university were the teachers 
who fell in the category of those who have experience implementing story-based methodology in 
the language classroom.  
 
Data Collection   
In this section, the method in which data was collected will be explained.  
The data collected served the purpose of allowing the author to 1) analyze the needs of 
students for the proposed course, 2) gather a clear understanding of what story-based activities 
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would be more in demand than others based upon the language skills students are most keen on 
developing, and 3) formulate a list of learning strategies which Japanese learners would be most 
interested in developing throughout the course.  
 
 Context. Within the context of Soka University, several teachers within the Faculty of 
Letters teach language courses for the purpose of developing the students’ communication skill, as 
well as certain language skills, such as writing for academic purposes. Such being the case, Soka 
University is recognized as a “super global university”, with a high-ranking participation in 
international exchange of students. For this reason, many Soka University students are motivated 
towards language learning, taking classes where they develop communicative ability in English 
as a second language or in a foreign language of their choice. The classes offered at the university 
satisfied the classes needed as a resource of data.  
 
Participants. For this study, participants were categorized into four different groups. In 
the first group, participants consisted of upper beginner to lower intermediate Japanese students 
enrolled in an English language course at Soka University. Indeed, students who match this 
proficiency level are the students that the proposed course is geared towards. In the review of 
literature, at least three studies were identified which involved a number of student participants 
between 25 to 30 (Kim & McGarry, 2014; Fewell, 2010; Nguyen, Stanley, and Stanley, 2014) For 
that reason, 28 students were selected for this study. Following the guidance of an Assistant 
Lecturer, students who were selected by the lecturer were requested to answer the questionnaire. 
Only after they read and sign the informed consent form, were they given the questionnaire. This 
group was labeled “Students”. 
 In the second group, participants consisted of teachers who were teaching English 
language courses at Soka University. There are not enough studies in which interviews are 
conducted with teachers (in relation to storytelling or language learning strategies) to determine 
how many teachers to interview. Therefore, three teachers were chosen to participate. At Soka  
University, an example of teachers who were selected for the first group would be Assistant 
Lecturers in the World Language Center. The rationale for choosing these teachers was that they 
teach upper beginner/lower intermediate classes of students, and therefore would be able to 
answer questions directed toward this group of students. This group was labeled “Teachers, group 
1”. 
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In the third group, participants consisted of teachers who had used storytelling in their 
language classroom. University level teachers at Soka University typically do not use storytelling 
in their language classrooms. Consequently, one could safely assume that many university level 
teachers who teach at universities in Japan typically do not use storytelling in the language 
classroom. Therefore, teachers in the second group were teaching at the kindergarten, elementary 
or junior high school level. This group was labeled “Teachers, group 2”. 
Finally, the fourth group of participants consisted of teachers who were teaching language 
learning strategies in their course. These teachers will be teachers at Soka University whose 
course goals and objectives include using skills or strategies in order to improve language use. This 
group was labeled “Teachers, group 3”. 
 
Pilot study. The pilot study served the purpose of confirming that the Japanese language 
which is to appear on the questionnaire is appropriate and easily comprehensible. The pilot study 
took place at Soka University and included five or six language learning students who read the 
Japanese translation of the questionnaire and confirmed whether or not the language for each 
question was appropriate and easy to understand. Before participating in the pilot study, the 
students were given an informed consent form in Japanese to read and sign. The students were 
not selected randomly but rather an Assistant Lecturer in the World Language Center who has 
experience teaching the students suggested the students to participate in the study. Once 
confirmed to be appropriate and comprehensible, the questionnaire was used as an instrument.  
 
Instrumentation 
The instrumentation consisted of a questionnaire and interviews. The questionnaire was 
for students; the interviews were with the three groups of teachers. Each item in the questionnaire 
and in the interviews led to a deeper understanding of how the course could be shaped to better 
serve the needs of students. The questionnaire contained both open-ended questions and Likert 
scale items. Completing the questionnaire was not expected to take more than ten minutes. 
Students completed the questionnaire at Soka University. 
The interviews lasted for up to forty-five minutes because interviews were the only 
instrument being used with teachers. Each interview consisted of no more than 16 questions and 
interviews were recorded so that they could be transcribed and used for data analysis. Interviews 
with Soka University teachers took place at Soka University whereas interviews with teachers 
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working at other institutions took place at a location convenient for those teachers or through 
Skype, a video conferencing software application. 
 
Needs related to story-based lessons. The needs analysis served the purpose of clarifying 
pieces of information which would allow for the curriculum to better respond to the needs of 
students in relation to story-based lessons. Such pieces of information include, but are not limited 
to: 1) Whether Japanese students are generally interested in stories only in Japanese or also in a 
second language; 2) whether Japanese students are keen on developing any language skill more 
than others; 3) whether university level Japanese learners have ever worked with stories in class 
and if so, whether the stories proved to be useful for them; 4) whether stories are reportedly useful 
in lowering anxiety for Japanese learners of a second language in the language classroom; 5) ideas 
in regards to how storytelling in the university level classroom would be approached differently 
than in classrooms of young learners; and 6) would university-level teachers be interested in using 
story-based lessons in the language classroom. 
 
Needs related to language learning strategies. The needs analysis also helped to identify 
the needs of students in relation to language learning strategies, such as: 1) a list of language 
learning strategies that are especially of interest to Japanese university students to learn; 2) 
whether students who are taught language learning strategies actually use them; 3) whether 
interaction with peers is effective in learning how to implement the strategies; 4) whether 
reflection journals are useful in implementing affective strategies, such as “encouraging oneself”, 
or “taking one’s emotional temperature” (Oxford, 1990); and 5) whether there is any report 
indicating that students used any of the learning skills or strategies implemented in the course 
outside of the classroom after the course was completed. 
 
Data Analysis 
 The analyzation of the data extracted from the student questionnaire enabled the 
researcher to gain a better understanding of types of stories that students like, their attitudes 
towards stories and their familiarity with language learning strategy use, in addition to their 
interest in learning strategies. The questionnaire featured open-ended questions and Likert scale 
items. Therefore, the investigator analyzed the responses to open-ended questions by translating 
and taking note of each response, grouping the same responses together, and transferring the data 
to tables, indicating the number of responses for each response. The Likert scale items were 
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analyzed by tallying the number of times students selected each number on the scale—from 1 to 
5—and converting the collective number to percentages. Following this, the data was transferred 
to tables. The first step in the analyzation of interview data was transcribing the interviews. Once 
the interviews were transcribed, keywords and themes were identified and main categories of 
themes were assigned a color for coding. The next step involved color coding the transcription 
according to the themes. Next, the coded transcriptions were interpreted by the investigator in 
order to ascertain key findings.  
 
Results and Discussion 
Pilot Study  
 One of the Assistant Lecturers which the investigator interviewed agreed to a visit to both 
of her English classes so the investigator could explain about the needs assessment and ask if any 
of the students could volunteer to participate. One class consisted of 20 Literature major students 
and the second class consisted of 10 baseball major students. The investigator required upper 
beginner to lower intermediate students to participate in the questionnaire because such was the 
proficiency level of students the proposed curriculum is geared towards. For the pilot study, the 
investigator only visited the Literature class since only five students were required for the pilot 
study. Towards the end of the class session, the Assistant lecturer welcomed the investigator and 
the investigator briefly explained about her needs assessment to the students, and how their 
participation will help her assessment. After the needs analysis explanation, five students 
volunteered to participate in the pilot study. The investigator thereupon gave each volunteer an 
informed consent form and a questionnaire. The students read and signed the consent form, took 
less than ten minutes to check the Japanese language of the questionnaire, and returned the 
signed form and questionnaire with their corrections to the investigator. The investigator was able 
to adjust the Japanese language of the questionnaire according to the students’ corrections and 
feedback. Only a handful of items were adjusted and the issues were minor, involving the 
correction of a couple of kanji in each sentence. For example, the kanji for the term “strategies” 
was corrected since the kanji which the investigator originally used referred to strategies or tactics 
used in war. With those corrected questionnaire items in more easily understandable Japanese, 
the questionnaire was ready to be answered by all of the student participants in both classes.  
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Student Questionnaire  
 After the questionnaire was corrected based on the students’ feedback from the pilot study, 
the investigator visited the Assistant Lecturer’s Literature class again a second time, followed by 
a visit to the Baseball class. In the Literature class, 19 students participated in the questionnaire 
after reading and signing the Informed consent form. After about 10 minutes, all of the signed 
consent forms and questionnaires were returned. When the investigator visited the Baseball class 
in the afternoon, again an explanation of her needs assessment was given and afterwards all 11 
students conveyed that they wished to participate. (Unexpectedly, the class had one more student 
than anticipated.) However, because the investigator only made ten copies of the questionnaire for 
the class, only 10 of the students received an informed consent form which they read and signed, 
followed by the questionnaire which they took less than ten minutes to complete. Both the consent 
forms and questionnaires were returned to the investigator at the end of the class session. A total 
of 29 students participated in the questionnaire. 
 
Interest level in language learning. The first question on the questionnaire asks students to circle 
the two language skills they are most interested in learning.  The data reflects that by far, the two 
language skills which students are most interested in learning are speaking (in 96% of student 
responses speaking was circled) and listening (in 51% of student responses listening was circled). 
Thirteen percent of the students did not circle a second skill. Of the 13% (n=4) who didn’t circle a 
second skill but only circled one skill, 25% percent circled reading and 75% circled speaking.  
 
Learning strategies utilized. The results of the students’ responses to the second question on the 
questionnaire which asked students to name strategies which are used to learn language are as 
follows: Of the 29 students who participated, 65% of students answered the question. Of the 65% 
who answered the question, 52% wrote “memorization”, 15% wrote “listening to English songs” 
and ten percent specifically wrote “memorization of vocabulary”. Isolated answers included: “watch 
video”, “comprehend the meaning”, “repetition”, “reading aloud”, “pronunciation practice”, 
“writing”, “conversation”, “sound of conjugation”, and “say something” (note: answers were 
translated from Japanese). Additionally, in response to the second part of the second question on 
the questionnaire which asked students whether they want to learn new learning strategies, 
ninety-three percent of students responded “Yes” while six percent of students responded “No”. 
Therefore, the data confirms the investigator’s assumption that most first-year university students 
use memorization to learn language. 
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Student story preferences. The fifth question on the questionnaire asked students to identify two 
types of stories that they like. Additionally, in response to question number six students listed 
titles of stories/movies which fall within those two types of stories. Worth noting is that of the 29 
students who participated, 27 answered the questions. Furthermore, of the two genres listed by 
two students, one of the genres written was illegible therefore, the investigator was unable to 
include one of their two genres listed among the results. The results reveal that the genre which 
most students liked is Fantasy (listed by 25% of students), followed by Sci-Fi, Love and Comedy 
(with all three genres being listed by 22% of students). Therefore, the data indicates that if teachers 
present story-based activities which utilize stories which are of the Fantasy, Sci-Fi, Love, and 
Comedy genre, the stories would be well-received by students.  
 
Students’ responses to Likert scale items. Items nine through fifteen on the questionnaire were 
Likert scale items related to students’ interest in stories in regards to different language skills. 
The results of students’ responses to the items serve to compare students’ interests in using 
language skills with stories in general compared to their interest of using language skills with 
stories in a second language. The results reveal that students are always more interested in stories 
when the stories involved are in their first language than when involved with stories in their 
second language. The investigator deduced that such data implies that the more students become 
comfortable and proficient with the second language, the more they will be interested in reading, 
writing, and listening to stories in the second language.  
 
Interviews with Teachers 
The interview data brought to light a number of common findings and themes, some of 
which were identified in the literature review, and some of which were not. The results of each 
teacher group will be highlighted and discussed. For each group of teachers, each semi-structured 
interview was completed within a maximum time of 45 minutes. Before conducting the interviews, 
teachers read and signed informed consent forms. Interviews were recorded and later transcribed 
by the researcher. For groups 1 and 3—the language teachers of low proficiency students and the 
teachers whose course goals focus on students learning learner strategies respectively—the 
researcher conducted the interview with the teacher in person; for group 2 or the group of teachers 
who utilize story in their instruction, only one interview was conducted in person while two were 
conducted via Skype. After the researcher transcribed the interviews, the transcriptions were 
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coded using a qualitative coding analysis method which involved color-coding utterances on similar 
themes according to theme. 
 
Key Findings 
Genre affects the success of a story-based task. One key finding from the data analysis was that 
the success of a story-based task or activity depends largely on the genre of the story introduced. 
Such being the case, what is helpful for teachers to know is which genres are well-received by 
students. According to the results of the student questionnaire, the genre of story most liked by 
students is fantasy, followed by love, sci-fi, and comedy. Therefore, if teachers select stories of those 
genres, the chance that students will be interested in the stories are high. In contrast, stories 
which teachers should avoid selecting are those which fall under the category of horror or crime 
stories, since a teacher in group 2 reported that these genres are not well-received by Japanese 
students. Furthermore, stories which are written in inaccessible language should also be avoided 
because students will find such stories difficult to understand and relate to, thus decreasing their 
interest in engaging in any activities related to the stories. On the other hand, if students are 
reading stories as part of an extensive reading program, teachers need not worry about selecting 
a particular story for the students but instead, only direct students on the criteria for selecting the 
stories. For example, one criteria might be that the story needs to fall within one level of 
comprehension under that which the student is capable of comprehending. 
 
Students perceive stories as being helpful in improving all four language skills. Another key 
finding was that although students are less interested in using different language skills with 
stories, they do perceive stories as being capable of helping them to improve all four language skills, 
in addition to vocabulary and pronunciation. In fact, none of the students think story is not helpful 
in achieving such aims. The researcher interprets this information to mean that if story-based 
activities are used in the language classroom, students would have a positive attitude towards 
engaging in the activities because their perception of such activities is positive. 
 
English language teachers are willing to implement story-based activities in instruction. Another 
key finding is that among the first and third groups of teachers, five out of six teachers were willing 
to learn more about how they can implement story-based activities in their instruction. For 
example, they would learn more by attending a teacher training workshop on implementing story-
based activities in class. Moreover, the teachers could perceive how stories could serve as a 
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platform for language learning activities. The researcher interprets this data to mean that 
teachers are willing to implement story-based methodology in their teaching. Not only do students 
see the power in stories, as indicated by the student questionnaire, but teachers also perceive their 
power as well. 
 
Assessment Plan 
In the English Communication Through Story-Based Learning course, learners are 
assessed on class participation,  peer edited writing assignments and homework, extensive reading 
log sheets and use of discussion skills, vocabulary and grammar quiz scores, and their final 
presentation. Firstly, assessment of class participation will account for 10% of students’ final grade. 
Students will be assessed on class participation because the majority of class time will be spent in 
pairs or groups. Therefore, of importance is that students participate in activities throughout each 
lesson. Secondly, three peer edited writing assignments and completion of homework assignments 
will account for 30% of the final grade; 15% being accounted for homework assignments and 15% 
being accounted for the three peer-edited writing assignments, resulting in each writing 
assignment accounting for 5% of the grade. The three peer-edited writing assignments are as 
follows: one descriptive paragraph, one problem-solution mini story, and one personal narrative. 
Both the descriptive paragraph and the personal narratives are assessed based on rubrics, and 
students will be introduced to the rubrics before completing each respective writing assignment, 
so they are aware of what points to aim for in their writing. Regarding the problem-solution mini 
story, the assignment will be peer edited before the students submit the final draft. Thirdly, 
extensive reading log sheets which account for 20% of the grade, are assessed on whether the 
student completed written responses to all the items on the log sheet and whether the responses 
clearly explain the thoughts of the student. Discussion skills assessment, which accounts for 10% 
of the final grade, is also based on a rubric, and students are made aware of the criteria for the 
rubric in the second class of the course. Fourthly, vocabulary and grammar quizzes account for 
20% of the final grade. Students will take six vocabulary quizzes and six grammar quizzes 
throughout the course. Finally, the assessment of the final presentation which accounts for 10% of 
the final grade, will be based on a combined evaluation of students’ storytelling skills—including 
eye contact, posture, voice, speaking, and gestures—and students’ poster. Students will be aware 
of the criteria on which they are being evaluated because they will receive the Storytelling rubric. 
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Educational Implementations  
The course proposed by this Teaching and Learning Project is designed to meet the needs 
of university level lower-intermediate EFL learners in Japan. In addition, the lesson plans are 
intended for a class of 20 students. Therefore, certain key aspects should be considered by teachers 
who teach within different contexts. 
Firstly, regarding class size, in situations where the class size is greater than 20 students, 
the plans of each lesson could still work provided the number of students is divisible by four or five. 
However, for classes with more than 20 students, teachers would need to consider how to adjust 
an activity in the syllabus which involves story strips. Also, if the class size is more than 20 
students classroom management could be more of an issue. To help maintain order in the 
classroom, the teacher could enlist the support of one or two student managers: students whom 
the instructor assigns the role of announcing when students need to be quiet and listen to the 
teacher and when students need to work together in pairs or as a group. The teacher is free to 
decide how often the role of student managers would be assumed by different students. If there 
are students who are particularly satisfactory in carrying out the role, the teacher may decide to 
let those students maintain the role for two or more weeks of the course. 
Additionally, ideally materials for the class will be accessible on Google Drive, Google 
Classroom or Dropbox. In the event that students do not have computers but only have access to 
the internet through their smartphone, as an alternative the teacher can use the Moodle software 
application, which is available both as a Desktop and mobile application. The Moodle application 
allows students to access course content via online through their mobile phone. Therefore, even if 
students do not have a computer with internet access, if they have a smartphone they can access 
content through Moodle. In a context where students do not have any access to the internet 
whatsoever, materials would need to be printed out and distributed to students in the classroom.  
Moreover, there are occasions where the central story will be broadcast on a large screen 
in the classroom, such as a Big Pad. In the context where such equipment is not available, 
alternative equipment to use are iPads which have internet access. Each student would need to 
receive an iPad, or pairs of students can share one iPad, and view the video of the story. In the 
event that iPads are also unavailable, an audio recording of the story would need to be used instead. 
As an alternative, students can be tasked with working together to create what is known as a 
Kamishibai, a form of visual storytelling which originated in Japan. Each student can be assigned 
to create one board and the story of the Kamishibai could be presented by one or two students, who 
are assigned the role of Kamishibai storyteller for that unit.  
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Conclusion 
If the goal of an individual Japanese learner of English is to develop the four skills—
reading, writing, listening and speaking—for the sake of achieving an overall higher level of 
proficiency in English communication, then using stories in the language learning process has the 
potential of yielding positive results. Furthermore, when the learner puts effort into developing 
and applying certain key language learning strategies, they are likely to experience a 
breakthrough in their language acquisition over time. Japanese learners seeking to exercise the 
use of such strategies can use stories in different ways in order to do so. Stories with topics of 
interest can be used in order to develop skills such as summarizing—both in written and spoken 
form and connecting old information with new information. However, teachers who use stories to 
facilitate language instruction need to be aware of how to select the appropriate stories for different 
activities; depending upon the purpose of an activity, the story should be chosen accordingly. Also, 
before students listen to stories, the teacher ought to engage them in pre-storytelling tasks so they 
can activate their schemata and familiarize themselves with new vocabulary. The narration of 
stories should be at a speed comfortable for students; teachers need to be aware that students’ 
reading level does not always match their listening level. 
The analysis on which of the four skills students are most interested in developing 
revealed that students are most interested in developing their listening and speaking skills. 
Therefore, story-based activities which involve the development of listening and speaking ability 
are suspected to be evoke more motivation from students. However, since listening requires a great 
deal of class time to practice in class, the need for strategy instruction is all the more insistent. 
Students would be well served if they received instruction on language learning strategies that 
could enhance their ability to improve their listening outside of class. For example, strategies such 
as using context or making predictions call upon students to use the context of what they hear to 
get the gist of what is being communicated to them and to predict what they are about to listen to. 
Moreover, any strategy instruction which occurs in the course need not involve too much 
memorization since the majority of students are already familiar with the learning strategy.   
The potential of stories to facilitate the development of English proficiency in the language 
classroom could be great. The author of the Teaching and Learning Project predicts that the more 
stories are purposefully used as a context for language learning, not just on the primary and 
secondary levels but the university level as well, the higher the percentage of students in any given 
context around the world will expand upon their ability to communicate in the English language. 
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Embraced by the world of story which is rich with meaning and directly connected to the human 
experience, English language learners are certain to discover the value of their own story and will 
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The Development of a University Preparatory Program for 




E Von Wong 
 
Malaysia is a multicultural and multilingual country with Bahasa Malaysia (Malay 
language) as the official language, English as a second and widely used language in higher 
education, business, and private sector. Mandarin and Tamil as the native language of Chinese 
and Indian ethnic groups (How, Chan, & Abdullah, 2015). The Malaysian education system divides 
secondary schools based on languages and ethnicity, and Malaysian Chinese education is a unique 
existence in Malaysian education scene. The term “Independent” indicates independence from the 
government’s funding and involvement in curriculum and is self-sustained by the Chinese 
community and Mandarin Chinese is the medium of instruction (as cited in Tan, 1997). For UEC 
holders who choose to further their higher education in private higher institutions in Malaysia, 
which use English as a medium of instruction, the sudden change in medium of instruction from 
twelfth grade in Chinese Independent Schools to freshman year at university results in students 
facing difficulties in coping with English as a medium of instruction, the demand for critical 
thinking skills and different study skills for a higher level of academic expectations. This Teaching 
and Learning Project serves as a proposal to Malaysian Chinese Independent Schools to establish 
a university preparatory program that aims to improve four skills of English, communicate 
academic English skills, study skills and critical thinking skills that are required in Malaysian 
private higher institutions. 
Keywords: Malaysia Chinese Independent High Schools; university preparatory program; 
academic English; critical thinking skills, study skills; awareness 
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Introduction 
The Malaysian education system for secondary education is known to be diversified 
according to the three main language groups of Malaysia. Sekolah Kebangsaan (National Schools) 
indicates schools of Malay medium of instruction and are under the full funding from the 
government; Chinese Independent Schools, refers to secondary schools that use Mandarin as a 
medium of instruction; and International Schools that use English as a medium of instruction. 
Aside from international schools, English language is a mandatory language subject in the 
curriculum of the National Schools and Chinese Independent Schools. (How, Chan, & Abdullah, 
2015). 
For a university freshman who graduated from a Chinese Independent High School and 
further studies in a university that use English as the medium of instruction, challenges in 
adapting a whole new language and learning environment are expected. This teaching and 
learning projects aims to provide twelfth grade students (final year students) of Malaysian Chinese 
Independent High School a preparatory program to assist the students in improving English 
language proficiency, introducing academic English and cultivating critical thinking ability and 
other skills that are essential to tertiary education. The Teaching and Learning Project will be 
conducted once in every week, for a total of nine months excluding public and school holidays. By 
the end of the program, students are expected to have learned at least 1,000 high frequency 
academic vocabulary, familiarized with the grammar structure of academic essays, improved on 
the proficiency of four skills and critical thinking skills. 
 
Malaysia Chinese Independent Schools 
Malaysian Chinese Independent High Schools is a private school system that provides 
Chinese medium education on secondary level of education. The education system is navigated by 
the United Chinese School Committees’ Association (UCSCA or Dong Zong) and the United 
Chinese School Teachers’ Association (UCSTA or Jiao Zong). The two non-profit organizations are 
established and supported by Chinese educators who are enthusiastic about the reformation and 
development of Chinese education in Malaysia (Tan and Teoh, 2015). The UCSCA is responsible 
for creating syllabuses, textbooks and designing the standardized examination for 62 Chinese 
independent schools all over Malaysia (UCSCA, 2017). The association possesses no authority on 
the syllabus and principles of teaching of each school. In fact, the school principals and the Chief 
Executive Officers of each school are the decision makers of the syllabuses, curriculums and the 
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school’s mission and vision. The absence of standardizing the syllabus and curriculum of Chinese 
Independent High Schools has resulted in the diversity of teaching principles among the schools 
(Qian, 2017). The 62 schools offer six years of secondary education, students spend three junior 
years and three senior years studying at the schools with Chinese, English and Malay languages 
as the compulsory language subjects. Due to the uniqueness in history and tradition of each 
Chinese community in Malaysia, the Chinese schools differ in management, teaching beliefs, the 
choice of the medium of instruction, and the policy of hiring teachers and recruiting students. 
Despite the differences, the 62 schools utilize the same study materials published by UCSCA and 
the teachers are often sent to the association for trainings and students are tested through the 
Unified Examination Certificate (UEC)- a standardized examination designed solely for Malaysian 
Chinese Independent High Schools.  
 
Statement of Problem  
Despite English is being labeled as a second language and is a medium of instruction of 
vast majority of the Malaysian universities, undergraduate students are reported to be lacking in 
English language proficiency as well as critical thinking skills and study skills. According to a 
study conducted by Mustaffa (2006), undergraduate students in Malaysia are reported to often 
encounter problems with listening to lectures and engaging in academic discussions due to the lack 
of notetaking skills. When transitioning from secondary education to tertiary education, students 
are expected to have acquired academic and critical thinking skills in order to fulfill academic 
demands at the university. As concluded from several studies by Muhammad (2007), Malaysian 
undergraduate students found the transition from secondary to higher education to be challenging 
due to the differences of learning environment, culture and medium of instruction. In addition, 
students’ limited critical thinking ability has resulted in poor performance in academic production 
which includes academic speaking and writing. In addition, a large number of Malaysian 
undergraduate students are reported to not be able to comprehend complex sentences or difficult 
academic vocabulary (Ahmad Mazli Muhammad, 2007; Nambiar, 2007; Zaira Abu Hasan, 2008) 
despite the students started to learn the English language since preschool. Hiew (2012), has stated 
the English proficiency of Malaysian learners is disappointingly low given the fact that some even 
exposed to English instruction for years. Moreover, Malaysian learners tend to create lexical 
mistakes in speech and writing due to limited vocabulary (Normazidah, Koo, & Hazita, 2012). 
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In the context of Chinese Independent High Schools, graduates continually face problems 
in adapting to the drastic change in language environment despite a number of Chinese 
independent schools have switched the medium of instruction from Mandarin to English for 
Science and Mathematics subjects. Lack of proper preparatory program will result in students not 
being able to perform what are expected in university academic – academic English and critical 
thinking skills. English classes in Malaysian Chinese Independent Schools are very much teacher 
centered approach. Standardized examinations such as the Unified Examination Certificate (UEC) 
serves as the benchmark for learning English. For decades, students were required to learn from 
grammar and reading comprehension textbooks, with spelling tests and dictations took place in 
between lessons. In addition, writing was an indispensable part in English class, students would 
learn about types of essay and the structure; however, brainstorming activities were not 
emphasized in the process of writing. Overall speaking, majority of the English classes in 
Malaysian Chinese Independent High Schools are conducted with a rather strict and result 
oriented teaching approach, the development of critical thinking and learners’ autonomy has 
therefore been confined. Therefore, a carefully crafted Teaching and Learning project is able to 
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Rationale for the project 
Purposes of the Project 
The purpose of establishing a university preparatory program in the Chinese Independent 
High Schools as a Teaching and Learning Project is to address the needs of preparing twelfth grade 
students for tertiary education in order to minimize the gap between the students’ level of daily 
English and academic English that is going to be used throughout the undergraduate program; 
and assist students to acquire the skills needed for university education. Furthermore, students 
will be given opportunity to raise awareness about university academics and campus life to counter 
the unnecessary culture shock during the transition from high school to university.  
 
Significance of the project 
This Teaching and Learning Project is a tailored program for the twelfth grade students 
of the Malaysian Chinese Independent High Schools. Unlike regular English for Academic 
Purposes (EAP) textbooks with fixed table of content and chapters to cover within a period of time, 
the TLP is a flexible and tailored made program according to students’ needs, proficiency, and 
characteristics. Changes of materials and syllabus are acceptable, such as the set unit topics can 
be altered based on the students’ progress and overall interest. Furthermore, the program selects 
common topics that students are familiar with or topics that used to be covered in the Cambridge 
ESOL program of that is used by certain high schools which provide extra English communicative 
lessons. However, the selected materials are academically inclined and discuss a specific aspect of 
a domain. For instance, if the unit topic is “Music”, one of the specific aspects within the domain 
of music is the relationship between music and mental health. The TLP teaches students higher 
level input and urges students to create higher level output using the skills and structures taught 
in class. Benefits of the project The Teaching and Learning Projects aims to provide a grace period 
to the twelfth grade students of Malaysian Chinese Independent Schools by transmitting language 
and academic skills, raising awareness about the differences between high school and university 
materials and learning styles. Despite majority of graduates further studies at an English medium 
university, Chinese independent graduates may select a Chinese medium higher institution or 
study abroad in a Chinese speaking country or territory. The TLP is an English for Academic 
Purposes (EAP), at the same time, provide trainings for study skills and critical thinking skills 
development, as well as enhancing students’ awareness about university academics. A Chinese 
medium university possesses the same requirements as English medium university on study skills 
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and critical thinking skills. Therefore, skills wise, students will be benefited from the TLP 
regardless which language medium of university to pursue in the future. 
 
Goals and Objectives 
The Teaching and Learning Project (TLP) emphasizes on nourishing critical thinking 
ability and academic English skills that are essential for university academic. Apart from academic 
English and critical thinking skills, the Teaching and Learning Project will also teach students 
essential study skills that are vital to the learning process in tertiary education. 
Aims: 
1. To allow students transit from high school to university smoothly 
2. To develop students’ knowledge and proficiency of Academic English 
3. To improve students’ proficiency of four skills 
4. To cultivate students’ critical thinking skills 
5. To raise students’ awareness about tertiary education. 
6. To allow students gain self-confidence for university transition. 
7. To broaden students’ knowledge about academic topics. 
 
Goal 1: Academic writing skills 
Students will familiarize with academic writing styles by the end of the program 
Specific goals: 
Students will familiarize with academic grammar structure 
Broad objectives 
Students will be able to use third person writing 
Students will be able to write in active voice 
Students will be able to write in passive voice 
Students will be able to reduce the amount of unsophisticated words in academic writing 
Students will be able to paraphrase 
Students will be able to summarize texts 
 
Goal 2: Academic reading skills 
Students will be able to comprehend academic reading materials by the end of the program 
Specific goals: 
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Students will be able to grasp the gist of academic reading materials 
Broad objectives 
Students will be able to scan reading materials 
Students will be able to skim reading materials 
Students will be able to identify key points in reading materials 
Students will be able to identify keywords in reading materials 
Students will be able to relate reading materials to background knowledge 
Students will be able to proceed with extensive reading 
 
Goal 6: Critical thinking skills 
Students will develop critical thinking skills by the end of the program 
Specific goals: 
Students will be able to apply critical thinking in academic contexts. 
Broad objectives: 
Students will be able to reflect on learned knowledge 
Students will be able to make decision 
Students will be able to brainstorm idea 
Students will be able to apply learned knowledge to coursework 
 
Goal 7: Consciousness raising 
Students will be able to develop awareness about university academics 
Specific goals: 
Students will be able to understand the basic structure of university academics. 
Students will be able to identify academic content. 
Broad objectives: 
Students will be able to understand the requirements for university academics. 
Students will be able to acquire information about specific university programs. 
Students will be able to receive direct information from university students. 
Students will be able to distinguish academic and non-academic materials. 
Goal 8: Learning attitude 
Students will develop confidence towards learning academic content 
Specific goals: 
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Students will be able to monitor their improvements during the learning process. 
Students will be autonomous in the learning process. 
Broad objectives: 
Students will be able to reflect on the learning experience. 
Students will be able to search reading materials 




The school selected for conducting needs analysis was contacted through personal contact 
and was selected due to its status of being one of the pioneers in establishing the English Language 
Center- an interactive English classroom using Cambridge ESOL as course guideline in additional 
to the conventional English lessons that fully emphasize on receptive skills. In other way, the 
school is experienced in English communication program and was assumed to be open-minded in 
accepting a communication-based English language program that places focus on academic 
English. The number of participants in the interview session is 28 including approximately 8 
English language teachers who teach at English Learning Center (ELC) and 20 twelfth grade 
students from commerce and science classes. 
 
Data Collection 
Data collection of the teaching and learning project was conducted in semi-structured 
interviews All the data were collected in English and Mandarin based on interviewees’ preference 
on which language to be used in the interviews.  
 
Results and discussion 
Student Interview 
A total number of twenty twelfth grade students took part in the interview and was 
divided into five groups of four interviewees based on classes. Among the five groups of 
interviewees, three groups were students from commerce classes and two were from science classes.  
   All participants demonstrated desire to further higher education. Based on Table 1.1, 
when interviewees asked about concerns and anticipations of university life and academic, 
majority of the participants provided non-academic related responses such as the taste of freedom, 
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an enjoyable and a carefree campus life. Academic related responses indicate the responses 
addressed to the skills to be acquired, knowledge to be obtained in tertiary education, and academic 
expectations of a university. From the five groups of interviewees, only a student responded with: 
“Academic terminology will be a challenge for me”, which made up the 5% for academic related 
negative responses. In addition, a high percentage of students expressed their concern about 
interpersonal relationships more than possible challenges in university academic. According to 
Table 1.2, a small amount of participants showed no concern and could not predict the possible 
challenges in university academic by stating learning was a natural process and one should not 
worry too much. In contrast, a small number of participants were concerned about the hectic 
schedule and heavy assignment load as university students. The participants obtained the 
information from their elder siblings who were university students through observing the amount 
of time the siblings were away from home or the number of nights the siblings stayed awake to 
complete assignments. Overall, the student participants possessed little to no awareness about 
tertiary education. A small amount of students was aware of the busy lifestyle of a university 
students from an older sibling; however, failed to predict skills and knowledge to be obtained from 
and required by the university.  
When asked about concern with the transition between high school and university, 
participants in general showed anxiety and worries about not being able to communicate in 
English. In addition, majority of the interviewees stated the concern with interpersonal 
relationship particularly15 the fear of not being able to make friends and facing miscommunication 
with group members when working on academic projects. 
 
Table 1.1 Students’ anticipation for tertiary education 
University expectation Positive % Negative % Neutral % 
Academic related 0 5 (1) 0 
Non-academic related 55 (11) 30 (6) 0 
Uncertain 0 0 15 (3) 
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Table 1.2 Students’ concern for university transition 
Concern for university transition % % 
Language 30 (6) 
Study skills 5 (1) 
Others 30 (6) 
Not concern 35 (7) 
 
Teacher interview 
A total number of 8 teachers were involved in the group interviews included two heads of 
the English department. The selected teachers were experienced in teaching and have taught 
between eight and twenty years at the same school.  The interview questions mainly focused on 
students’ English language proficiency, the implementation of critical thinking skills in both 
conventional and ELC classes, and opinion regarding the development of the TLP. 
According to Table 2.1, the teachers conveyed similar opinions about students’ ability in 
English four skills. All teachers shared an agreement of the students lack fluency in speaking and 
writing skills(productive skills). one teacher in the first interview group claimed that students 
were lack in all English skills and demonstrated weak will and desire to address the problem and 
improve the current English language proficiency. 
 
Table 2.1 Students insufficient language skills 
Students insufficient language skills % 
Receptive skills (Reading and listening) 10 (1) 
Productive skills (Speaking and writing) 90 (7) 
 
Based on Table 2.2, the involvement and non-involvement of critical thinking in teaching 
achieve a balance for this category. All four interviewees from the first interview group shared the 
similarity of not possessing the knowledge and awareness about term “critical thinking”. When 
the interviewer altered the question to the teaching of analyzing and evaluating reading materials, 
the question was misinterpreted as the teachers’ evaluation on students’ performance in class. 
After a few more explanations, all four teachers from the first interview group agreed that there 
was no involvement of critical thinking skills in teaching the language. The responses received 
from the interview group could be interpreted as the lack of knowledge about critical thinking 
skills.  In contrary, the second interview group responded to the question almost immediately that 
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critical thinking skills are involved in teaching the language to various classes. The rationale given 
for the response was the curriculum of the Unified Examination Certificate (UEC) English subject 
for the twelfth grade students has been evolving, and critical thinking skills was a much required 
element for the exam. The teacher furthered explained, students were required to make inferences 
on the reading materials, answers without interpretations and further explanations were not 
accepted. The responses varied from the first interview group due to possessing the awareness of 
critical thinking skills, the higher frequency of teaching ELC classes than conventional English 
classes. In addition, the second interview group also agreed that students were given the 
opportunity to expose to more versatile topics at the ELC.  
 
Table 2.2 Involvement of critical thinking skills in classrooms 
Involvement of critical thinking skills % 
Involved 50 (4) 
Not involved 50 (4) 
 
Finally, a question regarding the teachers’ opinion about the Teaching and Learning 
Project (TLP) was asked. All teachers agreed with the idea of the TLP, some suggestions and 
recommendations were given by the teachers. A teacher addressed the necessity of developing such 
program by stating the students from Chinese Independent High School graduates tend to develop 
fears towards tertiary education due to the unimaginable difficulties would possibly occur during 
the learning process, particularly in English, hence, students should be learning in a preparatory 
program before entering university. 
 One teacher believed that the program would be helpful for the twelfth grade students 
as the students could establish understanding about the university academic. A teacher added to 
the response by stating the school was implementing Cambridge ESOL curriculum and using the 
textbooks- KET, PET, and FCE, the three textbooks allowed students to enhance English language 
proficiency gradually from elementary to upper intermediate levels according to the standard of 
CEFR. Therefore, the implementation of the TLP would be easier as students have had the 
language foundation solidified. 
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Syllabus 
A total number of nine units will be introduced to the students. The topic selection is 
based on the common and popular topic similar with the Cambridge ESOL textbooks used in the 
ELC classes from seventh to eleventh grade, such as animals, language etc. However, the materials 
used for every unit are of academically inclined and with a more specific area of discussion. 
The selection of materials is carefully examined by the readability test to address the 
students’ proficiency level. The materials were obtained from several reliable websites, such as 
The New York Times, NPR, Global News Canada, Science Direct, Jstor etc. The students are 
assumed to possess the B2 level of CEFR (Common European Framework of References) according 
to the last textbook used in the eleventh grade at the ELC. Therefore, to ensure students will not 
get discouraged during the start of the program, the materials will be carefully selected to meet 
the students’ current proficiency and slowly raise the bar as the students improve. Each class of 
the program consists of discussions and student-teacher interaction. Present, Practice and Produce 
approach is applied in every class except for certain classes where there are more inputs than the 
other classes. A unit topic is covered for three to four weeks according to the learning progress. 
The first four classes are the introductory classes that introduce students to the many aspects of 
the program ranging from university reality, syllabus and assessment plan explanations, academic 
four skills and study skill- reading effectively. Students will be assessed twice a school year which 
includes four skills tests, awareness and knowledge reflections. A sample of syllabus for the first 
eight lessons is displayed below. 
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Syllabus (Class 1 to 8) 
University Preparatory Program for Chinese Independent Schools (Twelfth grade) 
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Assessment 
The Teaching and Learning Project aims to promote and assist students to acquire the 
academic, critical thinking, and study skills necessary in university education. Throughout years 
of  learning English and was trained in the English Learning Center (ELC), students are expected 
to have learned to write different types of essay as writing is an important skill in the Chinese 
Independent Schools standardized exam. The writing portion is a combination of the students 
existing knowledge about writing in English with academic writing criteria such as information 
should be supported by details and evidence, paraphrasing etc. There are two writing assignments 
throughout the school year- informative paragraph and opinion essay. For students’ participation 
in class, class instructor will constantly walk around the classroom to observe how actively  
students engage in class activities. In addition, students are required to deliver 11 presentations 
during the “Production” stage of the topic, presentation requirements will be given out before each 
presentation. During the presentation, students will take turn to be presenters and evaluators. 
Two tests are included in a school year, namely mid-year and end-of-the-year exams which aim to 
assess students’ improvements thus far. Aside from skills based assessment, students’ learning 
attitude and awareness will also be assessed through mid-year and end of the year reflections and 
evaluations. Furthermore, students’ participation in class is divided into three criteria: engaging 
in group discussions, responding to orders and paying attention, and without chatting casually 
and speaking nonsense in class. To assess students’ participation in class, teacher should explicitly 
announce the criteria as class rules. Violation of class rules will lead to deduction of marks in the 
classroom participation portion. When classes are ongoing, teacher should walk around and pay 
attention to students’ engagement in activities and take notes on the classroom situation after 
every class. Students who violate the rules will be taken note on the class name list and marks 
will be deducted accordingly. In other words, students who successfully following the class rules 
are rewarded full score in the classroom participation portion. 
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Evaluation 
1. Presentations (9 small presentations throughout the school year) 15% 
2. Homework  
- Unfinished tasks in class and extensive exercises 




3. Writing assignments 
  - Informative paragraph 




4. Participations   
- Engaging in group discussions  
- Responding to orders and concentrating in class  





5. Field trip 
 - Preparation and participation  




6. Mid-year test (Listening and speaking) 10% 
7. End of the year test (Reading and writing) 10% 
8. Reflections  
 - Mid-year reflection 2.5% 






Higher education demands students to manifest high level thinking ability and fulfill 
academic tasks using proficient academic language which mostly, were not covered in secondary 
education. As noted in several studies regarding the problems faced by majority of Malaysian 
undergraduate students, the lack of English proficiency, insufficient vocabulary and weak critical 
thinking ability had led students to poor academic performance, specifically in Chinese 
Independent High Schools which use Mandarin Chinese as a medium of instruction, graduates 
often face challenges adapting to a different language and learning environment. Thus, a custom 
designed preparatory program which provides students training in academic English, critical 
thinking, study skills and consciousness-raising in Malaysian Chinese Independent High Schools 
for twelfth grade students is necessary to minimize the gap between high school and university 
education. The Teaching and Learning Project (TLP) not only addresses the common language 
problems encountered by UEC holders who enroll in Malaysian English medium universities, but 
also to help learners identify the importance of critical thinking and study skills in higher 
education. Most importantly, as students improve and gain awareness about university academics, 
anxiety about transitioning to university will be reduced, students could begin undergraduate 
study with confidence, skills and mental readiness. 
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The study was conducted to identify and investigate Pre-Service Teachers’ (PSTs’) challenges 
throughout their journey in teaching practicum. Embarking on real teaching practice, PSTs 
experience a whole distinct learning approach compared to theory-based courses at a university. 
Utilizing a mixed-methods research design, the data was collected through surveys and semi-
structured interviews. The participants were selected based on purposeful sampling, which 
resulted in three groups of participants: pre-, post-practicum PSTs, and in-service teachers (ISTs) 
from Batam, Indonesia. In addition, practicum supervisors at the university and classroom 
supervisors at local high schools were interviewed. The findings revealed several challenges 
related to the development of teaching skills including lesson planning, classroom management, 
and issues in the implementation of the teaching practicum. The study highlights several 
recommendations for PSTs, university, and school partners to reflect and enhance the teaching 
practicum program. Thus, the research attempts to provide a recent finding for the future 
development of the current teaching practicum program.  
Keywords: teaching practicum, pre-service teachers, teaching skills 
Introduction 
Fostering prospective teachers is at the heart of teacher education. Studies suggested that 
teacher education should have a sharper focus of goals and plans to advance effectively (Beck & 
Kosnik, 2009). Constant innovation and development of the teacher education program are 
important aspects of assuring successful outcomes of the program. Among common practices for 
preparing future teachers is the implementation of an experiential course, known as a teaching 
practicum. The teaching practicum has been considered as a core course in preparing future 
teachers with the necessary skills and knowledge (Richards & Nunan, 1990; Riesky, 2013). 
Throughout the teaching practicum, PSTs are expected to carry a full teaching load, including 
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practical classroom teaching, lesson planning, and handling classroom management (Richards & 
Crookes, 1988). Various challenges and obstacles are certain to be encountered throughout the 
practicum. PSTs may have to handle issues which are unique to their own practicum experiences 
in developing their teaching skills. However, identifying those challenges can also serve as a 
reflection for PSTs as well as a guide for enhancing the practicum program (Riesky, 2013). 
Therefore, this study aims to investigate the challenges within the teaching practicum to provide 
a reflection for the development of PSTs and teaching practicum program. 
Literature Review 
A teaching practicum is a platform for PSTs to implement knowledge into the actual 
classroom (Bonavidi, 2013; Richards & Nunan, 1990). Most PSTs encounter classroom teaching for 
the first time. They are presented with a new and unique atmosphere in a new environment. 
Studies show that teaching practicum helps to develop teaching skills, even though no consistent 
pattern has been identified (Richards & Crookes, 1988; Riesky, 2013). Nevertheless, there might 
be various issues in the teaching practicum that PSTs encountered. Common issues are comprised 
of the implementation of pedagogical practices, classroom management, and language barriers 
(Richards, 1990). PSTs might also experience difficulties in integrating all the elements of teaching 
even though they are given direction and other procedures needed (Beck & Kosnik, 2009). Some 
pre-service teachers regard the teaching practicum as a trial for teaching and served as a part of 
the reflective as a prospective teacher (Danielewicz, 2001; Richards & Farrell, 2011). However, 
misalignments occasionally happened between knowledge PSTs had learned and their actual 
teaching in the practicum (Nilsson, 2009). Moreover, the whole process of the teaching practicum 
is rather complex and can only be done through coordination and partnerships from stakeholders, 
both universities and schools. Therefore, in order to provide sufficient literature for the study, this 
section will explore major aspects of teaching skills including lesson planning, classroom 
management, and language skills. In addition, procedures of the teaching practicum, supervision, 
and context of the teaching practicum in Indonesia will also be explicated.  
Lesson planning 
The ability to develop a lesson plan is one criterion of good teachers (Crookes, 2003; Jensen, 
2001). Jensen (2001) revealed that there are many types of lesson plans, from the simplest form of 
a mental checklist or as complex as a detailed lesson plan with a certain format. The necessity to 
use a lesson plan is due to the ease in guiding and assisting teachers in their teaching. Lesson 
plans are a useful note in providing details of resources and help teachers to reflect on their 
Challenges in the Teaching Practicum in Indonesia 
－ 441 － 
teaching styles, objectives of the lesson, and serve as a tool for teaching records. A study suggested 
that lesson planning skills increased through teaching practice in teacher education (Negassa & 
Engdasew, 2017). Lesson planning is one of the major components for assessing PSTs in their 
teacher education (Crookes, 2003; Richards, 1998). In many teacher educations programs, lesson 
planning is one of the indicators for the PSTs’ development. A lesson plan is not created to be 
prescribed for teaching in the classroom. Usually, teachers will need to adjust and transform the 
lesson plan during teaching. The clarity of the lesson and plan for the activities will be a great help 
in supporting teachers to avoid ineffective time management and classroom activities. For novice 
teachers, a lesson plan is an essential teaching companion, which is also convenient for experienced 
teachers. Crookes (2003) added that flexibility is one of the criteria for expert teachers in 
developing robust lesson plans. The improvisation of the lesson plans is crucial and should be 
conducted by teachers in their teaching.  
Classroom management 
The teaching and learning process are predominantly affected by how teachers manage 
the classroom (Wright, 2012). However, classroom management has been one of the most difficult 
and challenging skills faced by PSTs in their first year of teaching (Goh & Matthews, 2011). PSTs 
need to overcome the challenges in doing multiple tasks, such as managing the classroom, giving 
instructions, and learning at the same time (Wang & Odell, 2002). Richards and Nunan (1990) 
explained that classroom management refers to the multifaceted aspects of the procedures, 
techniques, and efforts of the teacher to organize the students’ movement, behavior, and 
interaction for the effectiveness of the teaching and learning process. In the PSTs context, 
Ragawanti (2015) researched classroom management skills of 10 PSTs who enrolled in a teaching 
practicum at junior high schools in Salatiga, Indonesia. One of the key findings was that PSTs 
stated that the major problem in classroom management was managing critical moments. This 
area was mostly related to managing students’ behavior or discipline. Furthermore, in managing 
discipline, Kuswandono (2013) stated that classroom management should not be about controlling 
students’ behavior, but rather should emphasize the approach to value and respect each student 
through a personal approach by advocating dialogue or discussion. Recent studies have shown the 
change of classroom management from only focusing on behavioral punishment or intervention 
towards focusing on prevention through establishing the classroom community (LePage et al., 
2005). This will help the enhancement of student and teacher relationships through strong mutual 
respect within the classroom community. 
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Language skills 
Adequate language proficiency will help teachers to access basic teaching skills. Renandya 
et al. (2018) mentioned that graduates from a teacher education program in Indonesia had varying 
levels of proficiency and there have been no authorized data available. Few studies identified that 
many Indonesian teachers had insufficient pedagogical skills, including language skills, which in 
turn affect teaching in the classroom (Othman & Senom, 2019; Zulfikar, 2009). In addition, 
Richards (2017) mentioned that proficiency is not the only issues in the language teaching, 
teachers have to be good in using language-specific for facilitating teaching, called classroom 
language. Proficiency in English is necessary but still insufficient for conducting effective 
classroom teaching (Renandya, Hamied, & Nurkamto, 2018). Teachers should develop classroom 
language that covers instructions, controlling or managing the class, and explaining activities 
(Nation, 2003). In addition, Scrivener (2012) added that teachers should be able to use and adjust 
language appropriately to support learning. For example, in a class where the English level is low, 
the teacher can grade or adjust to a slower speed with a simple vocabulary that could be understood 
by students. The other study emphasized that there should be an improvement in the utilization 
of effective classroom language which can help to achieve specific goals and objectives from the 
class (Menon, 2017). The importance of the use of language-specific for teaching-learning activities 
will help foster better interaction in the classroom. 
Procedures of the Teaching Practicum 
Real teaching experience is the core of the teaching practicum students (Gebhard, 2009; 
Riesky, 2013). Gebhard (2009) portrayed that a practicum commonly involves supervision, 
systematic observation, and gaining familiarity with a particular teaching context. PSTs in 
teaching practicum are involved in multiple teacher development activities in classroom teaching, 
journals, observation of other teachers, self-observation, and seminar discussion. Predominantly, 
classroom-teaching experience will also allow PSTs to understand and enhance their teaching 
philosophy and behaviors, as well as moral and ethical issues. In one of the activities, that is self-
observation, PSTs explore their teaching by recording, listening or viewing audio or video 
recordings of their teaching. PSTs will be provided with a wide range of practical and theoretical 
frameworks as well as strategies and guidance for teaching practicum (Beck & Kosnik, 2009). 
However, there are various issues and misalignment between what PSTs conduct in teaching 
practicum compared to the knowledge gathered from regular course (Nilsson, 2009). 
Communication and coordination among parties in the teaching practicum also lead to confusion 
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for PSTs. Therefore, PSTs are expected to clarify the roles and responsibilities of schools and 
universities (Faridah, Bernard, & Arismunandar, 2017). 
Supervision 
One nature of the teaching practicum is the involvement of a supervisor or mentor for the 
PSTs in conducting their practicum. Commonly, there are two types of supervisors: faculty 
supervisor (a lecturer) and a school teacher serving as practicum advisor or classroom supervisor 
(Riesky, 2013). Wallace (1991) described the term of supervisors as any party who has substantial 
interaction with the PSTs in their practicum, by monitoring, guiding and improving the quality of 
teaching in each educational context.  Teaching practicum provides chances for PSTs to develop a 
deeper relationship with teacher educators in their journey to be future teachers (Freeman, 1990).  
The importance of the supervisor, especially the classroom supervisor, has been emphasized in 
various research studies.  However, Farrell (2008) mentioned the quality of supervision has been 
a critical issue in the teaching practicum. The problem might occur due to the preparation and 
actual implementation of supervision throughout the teaching practicum. Even though little 
research has been done related to the supervisees’ role in teaching practice, Walkington (2005) 
considered that the supervisees’ role is to be an active participant. In their teaching practicum, 
supervisees also engage as a professional for performing tasks as required, and working with the 
supervisor in developing skills. They also have to observe classroom supervisors and gradually be 
involved in the routine of the classroom, as well as teach lessons (Wallace, 1991). The sense of 
engagement in the teaching practicum is crucial. Student teachers learn how to develop lesson 
plans and prepare teaching materials, and at the end they will be evaluated by supervisors and 
classroom supervisors (Afrianto, 2015). 
English Teaching and Teacher Education in Indonesia 
English serves its status as the first foreign language in Indonesia and the context of 
Southeast Asian Countries (Bonavidi, 2013; Kirkpatrick & Bui, 2016; Rahmi, 2015; Sulistiyo, 2015; 
Zein & Stroupe, 2017). Despite the importance of the English language usage that has been 
positively emphasized by the government (Dewi, 2017), another study from Mustafa and Hamied 
(2014) found that learners in Indonesia own limited chances to practice speaking English outside 
their English classes. Therefore, English teachers are expected to develop teaching skills to help 
improve students’ English skills. English teacher education in Indonesia is available in various 
universities throughout the country. The national curriculum helps to guide the operationalization 
of teacher education programs, but each of the institutions has its right to develop an independent 
curriculum (Sulistiyo, 2015). Based on Law No. 14/2005, Section IV, item no. 8 on Teachers and 
Lecturers, a four-year teaching diploma or undergraduate teaching degree is required to be a 
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teacher (Undang-Undang Guru dan Dosen [Law on Teachers and Lecturers], 2005). In addition, 
teachers are expected to have four competencies related to pedagogical competence, personal 
qualities, and social and professional competence (Sulistiyo, 2015; Bonavidi, 2013; Kuswandono, 
2013; Hartono, 2016). 
Context of the Study 
The study focused on a university that offers English teacher education, which is the 
University of Riau Kepulauan (Unrika) located in Batam Island, Indonesia. Batam is in a strategic 
location which is connected with neighboring countries and more likely to be exposed to the use of 
English from Singapore and Malaysia. Therefore, the demand and necessity of the English 
language is apparent (Debrah, McGovern, & Budhwar, 2000).  Correspondingly, the preparation 
and professional development of PSTs is inevitably notable to enhance English education. The 
teaching practicum known as the field experience program or PPL (Program Pengalaman 
Lapangan) in Bahasa Indonesian, is one of the compulsory courses in teacher education. The 
practicum program is conducted in the 7th semester during the final year of the undergraduate 
program. Students of the program are required to have a minimum of 118 out of 148 credits as the 
requirement to enroll in teaching practicum. PSTs enrolled for one semester (about 14 classes) for 
the teaching practicum. PSTs are assigned to teach at different levels of junior or senior high school 
across Batam Island. 
Summary 
Teaching practicum is a complex area of teacher education where multiple aspects 
intertwined together. PSTs learn and develop on their teaching skills through the real teaching in 
the actual classroom. Various studies have been scrutinized to provide better understanding of 
various challenges in developing the teaching skills and the current implementation of the 
practicum. These includes the aspects of lesson planning, classroom management, language skills 
as well as the practicum procedure and supervision. All of these aspects are essential and will be 
the basis for the current study exploring recent experiences of PSTs in their practicum within the 
context of Batam, Indonesia.  In Indonesia, research on teacher education has started to attract 
more attention among academia in recent years. Nevertheless, there is hardly been research on 
teaching practicum in Batam despite the status as a metropolitan city connected to the neighboring 
countries of Singapore and Malaysia, where English has been the major language. There is a need 
for fostering effective and skillful teachers who can play important roles in improving English 
language teaching through their teacher education. Thus, this study investigated and thoroughly 
explored current challenges of the PSTs in developing their pedagogical skills throughout their 
teaching practicum. 
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Purpose of the Study 
According to Spolsky and Sung (2015), there has been an insignificant number of studies 
on teacher education in various countries in Asia. This has also been the case in Indonesia despite 
the need to strengthen English teaching skills in the EFL context (Hartono, 2016). Therefore, this 
study has been initiated to enhance existing research; broaden the perspectives of the teaching 
practicum in Indonesia. This study aims to identify challenges encountered by PSTs during their 
teaching practicum in a city of Batam, Indonesia.  
Significance of the Study 
The results offer constructive recommendations to enhance teaching practicum in a way 
that meets the needs of the current development of English teacher education. PSTs will be able 
to gain an awareness and understanding of challenges and issues in their own teaching practicum 
experience. For university lecturers who act as supervisors in teaching practicum, the exploration 
of the PSTs’ challenges in the teaching practicum will help acquire an in-depth understanding of 
the current practice in the teaching practicum program and provide better supervision for future 
PSTs. Meanwhile, for schoolteachers or classroom supervisors, this research can be a reference to 
providing solutions to the current teaching practicum in their classes. Furthermore, the study 
might provide a basis for further research on the field of teaching practicum in Indonesia and other 
EFL countries as well. 
Methodology 
The complex nature of the teaching practicum has shaped this study to be focus on the 
aspect of challenges of the PSTs in developing their teaching skills throughout the teaching 
practicum. The study seeks to answer the following questions, 
• What are participants’ views toward the teaching practicum program?   
• What challenges do PSTs encounter in developing their teaching skills during their 
practicum? 
• What are some suggestions to help PSTs overcoming the challenges in the teaching 
practicum? 
In order to explore PSTs’ challenges in the teaching practicum, a mixed-method research 
design was utilized in the study. Multiple instruments were employed to provide details and 
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thorough data collection by triangulating from various participants (Sulistiyo, 2015; Cohen, et al, 
2007). A survey and semi-structured interview were employed in this research.  
Survey 
The format of the survey was closed-ended to enable the analysis of comparison, and semi-
structured questionnaires which provided options for respondents to comment based on their ideas 
(Cohen et al., 2007). The survey was conducted in order to provide an initial picture of the 
development of PSTs throughout the teaching practicum. The questionnaire was comprised of four 
sections. The first section was comprised of 45 items of closed-ended questionnaires, which was 
divided into six sub-sections of pedagogical skills. There were six sub-categories of teaching skills: 
subject knowledge, subject application and planning, material and using resources, class 
management, and assessment and recording of students’ progress, and relationships which were 
adapted from Cajkler (found in Randall & Thornton, 2001). Section II was a semi-structured 
questionnaire, consisting of five question items. The item was related to guidance and supervision, 
challenges found in a teaching practicum, teaching skills that respondents expected to develop, 
skills they feel most confident about, the effectiveness of teaching practicum for developing 
pedagogical skills towards their teaching, and respondents’ comments for any aspects they feel 
should be included in teacher education to prepare them to be effective teachers.  
Interviews 
The interview was used as an instrument to seek the meaning and understanding of the 
phenomenon of teaching practicum. Each interview included six to nine open-ended questions as 
protocols and lasted 15 minutes to 40 minutes. Previous research employed two to ten interviews 
as in Sulistiyo (2015), Afrianto (2015), Bonavidi (2013), Nur’aini, Affini, and Setyorini (2019), and 
Kuswandono (2013). The PSTs were asked about their preparation of teaching practicum, 
expectation, participants’ views on teaching practicum, and challenges in developing pedagogical 
skills within teaching practicum. As they are PSTs and In-Service Teachers, so the participants 
had to look at the question from their current point of view. For supervisors, the interview 
questions inquired about their roles, views on challenges faced by PSTs, and suggestions for the 
current practicum.  
Participants 
An overall of 92 respondents voluntarily participated in the data collection period from 
mid-February to mid-March 2019. The participants comprised a group of pre-practicum and post-
practicum PSTs, in-service teachers, practicum teachers, and classroom supervisors. The main 
participants were the group of Pre- and Post-Practicum PSTs and a group of in-service teachers 
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(ISTs) – graduates of the English teacher education program who work as teachers for several 
years.  
Procedures 
Permission to collect data was obtained from Unrika University. Shortly after, a pilot 
study was conducted. Prior to any data collection, informed consent was introduced to participants. 
Participation in this research was on a voluntary basis; each participant would be able to withdraw 
from the research at any time to no disadvantage. The researcher clarified the objectives and 
procedures of research, and concern to protect participants’ confidentiality and anonymity through 
the informed consent forms. A total number of 79 respondents voluntarily participated in the 
survey and 43 participants were interviewed mid-February to mid-March 2019. The questionnaire 
was in the online form distributed through Google Forms, however, the process of filling out the 
survey was set in two different sessions for pre- and post-practicum. The survey was conducted 
with the presence of the researcher, which was helpful to provide necessary assistance for the 
respondents, such as giving verbal instructions and clarifying the meaning of the items in the 
questionnaire. For the in-service teachers, the online questionnaire was filled out right before the 
interview, excluding two in-service teachers who filled out the questionnaire at a convenient time. 
The interview was conducted to ten participants from pre-, post-practicum PSTs, and in-service 
teachers respectively, six practicum supervisors, and seven classroom supervisors. The interviews 
were audio-recorded and transcribed.  
Results 
Survey 
 Closed-ended questionnaire. There are six sub-categories of teaching skills that were 
covered through the survey. The first sub-category was subject knowledge, which consists of two 
items. The first item is asking the level of confidence that participants felt related to knowledge of 
teaching subject or content. The level of confidence of pre-practicum (M = 2.87, SD = .73), post-
practicum (M = 2.95, SD =.70), and in-service teachers (M = 2.95, SD =.83) reflected that there was 
minor development in participants’ skills towards understanding the subject or content of the 
English course. Item 2 which asked about the ability to understand the national curriculum of 
English language teaching in Indonesia also showed an increase in confidence among pre-
practicum (M = 2.73, SD = .74), post-practicum (M = 2.92, SD =.64) and up to in-service teachers 
(M = 2.97, SD =.90).  Interestingly, the standard deviation among those three groups showed 
greater variation from in-service teachers compared to pre- and post-practicum PSTs. The 
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phenomenon might reflect the dynamics that in-service teachers encountered in real teaching 
concerning the curriculum or the subject content that they were teaching. 
The second sub-category is the subject application and lesson planning. The finding 
throughout 12 items showed that the standard deviation of responses across the three groups was 
scattered with a pattern of increased discrepancies from the pre-practicum towards the post-
practicum, and latter, in-service teachers. This could mean that the level of basic knowledge on 
both subject and lesson planning are unique to each PST. For example, item 1 on the ability to set 
clear objectives for the lesson indicated positive trends from the mean of pre-practicum (M = 2.87, 
SD = .63), post-practicum (M = 3.03, SD =.63) and in-service teachers (M = 3.42, SD =.67). 
Meanwhile, for item 12, pre-practicum (M = 3.20, SD = .81) responded with very high confidence 
in assigning homework which decreased in post-practicum (M = 3.10, SD = .66), but gradually 
showed significant development as in-service teachers (M = 3.58, SD =.51). Further analysis of this 
item might indicate a difficulty faced in real teaching related to assigning appropriate homework 
to students. The pre-practicum PSTs might have confidence in assigning tasks for students, but 
post-practicum PSTs may experience the real class with unexpected challenges which deterred 
their level of confidence.  
In sub-categories 3, using materials and using resources, one noticeable result is from the 
mean of the first item which asked about the ability to create appropriate materials. The result 
indicated the insignificant growth from pre-practicum (M = 2.80, SD= .76) to post-practicum (M = 
2.94, SD=.66), but this skill develops further to higher level as in-service teachers (M = 3.42, 
SD= .51). This shows that there is a possibility that the teaching practicum experienced by post-
practicum PSTs did not provide enough support to develop their skills in creating teaching 
materials compare to becoming in-service teachers. Then, for sub-categories 4 on classroom 
management, the overall data shows an increase in participant skills in managing classrooms. 
This section has the greatest number of items (15 items) which represents the complexities of 
classroom management. There are discrepancies in the standard deviation across all items. The 
variation might be caused by various factors and experiences involved in teaching practicum. Item 
7, asked about ability to control the class for the entire lesson, which showed constant improvement 
of pre-service teachers from first two groups; pre-practicum (M = 2.87, SD = .82) to post-practicum 
(M = 3.05, SD = .74 ), and further grew as in-service teachers (M = 3.25, SD =.75). The tendency 
has been similar across items in this sub-category, that the period from pre-practicum to post-
practicum increases less than post-practicum to in-service teachers.  
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For sub-categories 5 on assessment and recording students’ progress, the results showed 
positive trends of participants in developing skills in assessing and recording student progress. 
For item 4 on the ability to help students learn, both pre-service teachers’ groups; pre-practicum 
(M = 3.17, SD = .75) and post-practicum (M = 3.40, SD = .50) show progressive confidence in their 
abilities to help students. The final group of in-service teachers (M = 3.92, SD =.29) has almost 
reached strong confidence in this item. The standard deviation of this item is unique and dropped 
to its lowest (SD = .29) for in-service teachers. This is a possible indication that the ISTs have 
developed their skills in helping student learning and obtaining akin development throughout 
their teaching as a real teacher. Lastly, for sub-category 6, relationships, variation in responses is 
apparent, for example on item 1 of 4 on the ability to get along well with students, showed a slight 
increase from pre-practicum (M = 3.10, SD = .71) to post-practicum (M = 3.16, SD = .65) and 
increased further for in-service teachers (M = 3.42, SD = .67). This once again shows the increase 
of teaching skills throughout the teaching practicum is much lower than the real teaching as in-
service teachers. This data provides important views from both PSTs and in-services teachers of 
possible challenges that PSTs encounter throughout their teaching practicum. 
Semi-structured questionnaire. The semi-structured questionnaire helped provide a 
better picture of the current practice even further on the current challenges in the teaching 
practicum. The first item on opportunities to conduct classroom observation, the findings is 
surprising as 24 out of 49 respondents did not have any chance to observe the classroom prior to 
the practicum. This might be the issue that was encountered by the PSTs, they did not have enough 
preparation regarding the demographics of the students in the class, classroom facilities and 
environment, and as well as the current curriculum at schools. Another item of the questionnaire 
revealed challenges that hinder their teaching skills’ development during the teaching practicum. 
Language proficiency which was an internal factor of respondents was found to be a huge challenge 
for them in improving English teaching, followed by external factors related to school facilities, 
classroom size, supervision, teaching hours, confidence, and managing time in the workplace. This 
result is noteworthy to be discussed and compared with other instruments in this study. 
Interviews 
Participants’ Views on Teaching Practicum Experience. The interview results revealed a 
lot of new insights and voices from each participant whether PSTs, In-Service Teachers, or 
supervisors. Multiple issues affecting PSTs’ in their teaching practicum are indeed related one to 
another. As the study is based on the development of teaching practicum, the results are shown 
here to start with the interviewees’ views towards their development. The majority of post-
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practicum and in-service teachers claimed that they could develop their classroom management 
skills. These included the ability to handle students and manage activities in the classroom. 
Furthermore, looking from the perspectives of classroom supervisors, all classroom supervisors 
commented that teaching practicum helped PSTs in developing teaching skills. However, the 
improvement was inconsistent, which might be due to several reasons: first, the teaching 
practicum lasted only for a short period of time, one-semester, or three months. Secondly, one 
classroom supervisor stated whether students improved is depending on the character of the 
students. Classroom Supervisor 3 commented, 
I did not see it’s perfect. I just see it's quite good. I think. Sometimes, if they are PSTs, so 
they hesitate to say something to the students, hesitate to instruct or to do something or 
not to do something, because I just a practicum teacher, I am not your English teacher. 
(Classroom Supervisor 3, personal information, March 12, 2019) 
Out of the context of teaching skills, this comment was interesting in that the PSTs might 
also limit themselves based on their roles in the practicum. This can probably be an interesting 
point to discuss for future study. In general, the PSTs improved through their experiences and 
capabilities in creating lesson plans and managing the classroom. PSTs may have thought there 
was too much work in the practicum, but they could accomplish it. In addition, their English skills 
were also improved progressively as they had to speak English every day in the classroom.  
Challenges in developing teaching skills. The teaching practicum program involves 
coordination, planning, and communication among parties: university, school partner, and PSTs. 
The challenges range from the lack of communication and coordination among the parties in the 
practicum program. These include curriculum and lesson planning, classroom management, low 
level of English language skills, supervision, the procedure of the practicum, and other technical 
issues. One participant revealed that practicum was more challenging even though they had 
studied theoretical aspects of managing the classroom. The teaching practicum was complex as 
one participant conveyed this opinion: 
It met my expectation. Actually, the most important thing that I want to learn during my 
practicum is how to make lesson plan according to Curriculum 2013, which is used by 
government schools in Indonesia, and also teaching experience like how to manage the 
classroom with big class-size and also meet real senior high schools students […]. (IST 9, 
personal information, March 1, 2019) 
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Curriculum and lesson planning. Some participants commented on the national 
curriculum which was found to be problematic. One participant surprisingly expressed his struggle 
in adapting the curriculum standard, as quoted: 
This is the problem in Indonesia, I think because the curriculum always changes right, 
every year I think! When I got the practicum, it's continuously changed, it says Kurikulum 
2013 terbaru (Revised 2013 Curriculum). That's the problem! So, when I created a lesson 
plan and show that to my supervisor in the university, he said this was wrong, however, 
the classroom supervisor said it was correct. Each of them had a different idea. (IST6, 
personal information, March 1, 2019) 
There was a misalignment between what had been taught at the university and at the 
school. This reality was also claimed by other interviewees as related to lesson planning taught at 
the university. The PSTs learned how to create lesson plans on campus, but in practice, lesson 
plans at the school were different from what they had studied. Moreover, some students might 
have come to the school without any previous knowledge of the classroom or school condition. Lack 
of pre-practicum preparation and details affect the whole teaching experience. As a suggestion, 
one classroom supervisor mentioned that the PSTs should ask and find out about the information 
related but not strictly limited to the number of students, the school vision, and other 
administrative related information from the school partner for practicum.  
Classroom management. One of the leading challenges that the PSTs encountered was 
classroom management relating to student behavior and classroom environment. The majority of 
participants in post-practicum and in-service teachers encountered difficulties in implementing 
lesson plans due to student bad behavior in the classroom. The experience differs from one to 
another PST. Several PSTs taught at a national plus school that utilized English as a medium of 
teaching. In that school, the students seemed to speak good English and very vocal. They 
questioned the background of the practicum teacher, and where the PST did her study. However, 
the PST could finally gain trust from the students by preparing well before the class. This was an 
exceptional encounter for a practicum class compared to other participants. One participant 
admitted that current students were different from the past. Students had multiple skills, and so 
their needs and styles in learning might be dissimilar. Other PSTs mentioned their students' 
behavior was inappropriate. Even though there were only a few students in the class, they were 
naughty, frequently skipped classes, slept or played games in class. The vivid picture of 
inappropriate behavior in the classroom was related by one of the participants,  
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When I came to class, not all students were in the class. I have to call them in the canteen, 
I have to call them on the second floor of that class, and so, you can imagine a lot of 
challenges during my teaching practicum. WOW, sometimes the class was so dirty [...] 
(Post-Practicum Group 1, personal information, February 19, 2019) 
These conditions were coherent with practicum and classroom supervisors’ reflections. 
The PSTs faced different characters and learning styles of students. A classroom supervisor 
explained that high school students were in their adolescent period, so they were more active and 
talkative. Another classroom supervisor explained that the PSTs faced challenges in controlling 
student behavior including noise control and dealing with students who did not complete their 
tasks or homework. Furthermore, both groups of supervisors also revealed that class size was a 
challenge for PSTs in teaching practicum. Most classes, especially in public schools, were quite big 
at around 40-48 students in one class, while in contrast, private schools had classes with as few as 
3-10 students. 
Language skills. Not all PSTs had enough English language skills needed for teaching. 
Several pre-practicum PSTs acknowledged their language skills were insufficient, especially in 
grammar. So, they will prepare and study before class to cope with their grammar comprehension. 
Moreover, one in-service teacher stated that a lack of English language skills was the major issue 
for the PSTs. There were several PSTs who were unable to communicate in English even though 
they were in the English teaching program. The majority of PSTs did not provide any comments 
regarding their English skills. However, through interacting during interviews, the researcher 
observed the level of confidence of participants’ use of English which varied from a serious lack of 
English proficiency to advanced accuracy and fluency. Practicum Supervisor 2 mentioned that if 
the PSTs have good English, they can cooperate and teach well at school. In addition, classroom 
supervisors also commented that the PSTs should improve their English skills because they would 
be English teachers. 
Supervision. One of the challenges voiced by PSTs in the interviews was the supervision 
of the practicum supervisor and classroom supervisor. There was no consensus regarding the rules 
and procedures of assisting the PSTs in teaching practicum. However, two main tasks emerged. 
The first was to supervise or provide necessary guidance for the PSTs, and the second was to do 
field supervision, meaning they had to see the on-going practicum at the school. In current teacher 
education at Unrika University, classroom meetings were not scheduled regularly. The practicum 
supervisors held the meeting only if the PSTs needed help or advice. One practicum supervisor 
also mentioned that she created a group in social media (WhatApps) so that all of her students 
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could discuss and contact her via the group. This was seen useful by the supervisor that the other 
PSTs could also be informed of challenges or problems faced by their peers through informal mobile 
communication. Then, the second role was to conduct supervision at schools for the PSTs’ 
evaluation. Most classroom supervisors only came twice to visit the classroom, on the first day and 
the supervision day of the practicum. One of the participants from Post-Practicum PSTs mentioned 
that the supervision should be re-examined. The current collaboration of both classroom 
supervisors and practicum supervisors was still inadequate. 
Discussion 
The aim of this study was to investigate challenges encountered by PSTs throughout their 
teaching practicum at Unrika University in Batam, Indonesia. Although there might be complex 
rather than single problem that can hinder the development of the PST pedagogical skills, this 
study found several categories of challenges from multiple data collection across five different 
group of participants. The results and interpretations from the data gathered through surveys and 
interviews is discussed in this section, as well as comparisons to previous existing literature.  
Curriculum Standard and Lesson Planning 
 Post-practicum PSTs revealed that they developed the ability to create lesson plans based 
on Curriculum 2013, stipulated by the national policy in Indonesia. This development is in line 
with Gebhard’s (2009) findings which showed that experience in teaching practicum provided 
invaluable opportunities to apply theory into practice, including designing lesson plans and 
creating teaching materials. The development of lesson planning skills will be crucial in their 
teaching journey (Negassa & Engdasew, 2017). As PSTs experienced the practicum, they have to 
learn new things to get used to curriculum and lesson planning standards under the guidance of 
classroom supervisors. These categories are intertwined, and the survey indicated the minor 
development of PSTs confidence in utilizing curriculum and lesson planning through teaching 
practicum. The confusion and misunderstanding between PSTs and supervisors regarding the 
implementation of the curriculum were also voiced by several PSTs. However, challenges for this 
could possibly be minimalized through a more comprehensive preparation prior to teaching 
practicum. 
The PSTs found difficulties in adapting what they had been studying at the university to 
teaching practicum at schools. The participants expressed the struggle was due to the 
implementation of the revised curriculum. The curriculum, which is previously known as 
Curriculum 2013, was revised in 2016 to Revised 2013 Curriculum, but revisions made had not 
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been introduced properly to PSTs. However, each new administration of the government revises 
the current curriculum. The fact that every new administration introduces new ideas requires 
thorough socialization across the educational field including teacher education to support the PSTs 
in understanding the curriculum prior to the practicum. The issue of the curriculum seemed to be 
quite problematic and interrelated with the dynamics of government regulations on innovating 
teacher education.  
Classroom Management 
As stated by Wang and Odell (2002), the teaching practicum presents multiple tasks 
including managing the classroom and giving instructions which need to be overcome by PSTs. 
The survey data indicated that there was only a minor improvement in classroom management 
which means PSTs might have been struggling to develop their skills. Following the survey, the 
interview data found that challenges in classroom management were mostly related to student 
behavior and dealing with classroom size. Student behavior related to misbehavior and 
disobedience of school rules were apparent and made it hard for PSTs to handle and conduct 
teaching in classrooms. This interview with PSTs and ISTs exposed that some students skipped 
classes, made loud noises in the classroom, played games in class, and did not keep the classroom 
environment clean. This must be a difficult teaching environment for inexperienced teachers. 
These circumstances concurred with Riesky (2013) who exposed that conditions of classroom 
management were largely affected by student behavior. Too many times participants in his study 
needed to spend time dealing with student behavior. Similarly, a study on classroom management 
conducted by Ragawanti (2015) identified that a major problem in the classroom is related to 
student behavior or discipline. However, the approach toward handling student misbehavior could 
be dissimilar from one teacher to another. Some PSTs had a very good approach to creating a 
friendly atmosphere and interaction with students through creating activities and establishing 
stronger teacher-student relationships. On the other hand, one PSTs expressed that he applied 
punishment, such as push-ups, sweeping floors or other physical activity, which he himself found 
could at least calm down behavior from being a class disruption. This matches the findings from 
Afrianto (2015) which also identified similar practices in other parts of Indonesia using corporal 
punishment in managing student behavior. However, the punishment system does not seem to be 
supported by previous studies as a good approach to classroom management. Kuswandono (2013) 
and Afrianto (2015) emphasized the key to handle student behavior is to value and respect each 
student through a personal approach. Employing a humanistic and inclusive approach in dealing 
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with student discipline and understand student diverse characteristics were expected to be ideal 
practices. 
Results also indicated common issues of dealing with class size. The current study 
revealed the imbalanced class size as small as three students or as large as forty-five students in 
the practicum class. This finding coincided with the findings from Marcellino (2008) that class 
sizes of forty students were predominant in Indonesia. As later supported by the classroom 
supervisor, the dynamics of this issue mostly happened due to different types of schools at which 
the PSTs taught, whether public or private. Most public schools’ classes were said to accommodate 
more students compared to private school classes which only had three to seven students. This 
might be an unavoidable challenge that PSTs have to overcome as their encounter with either 
large or small class sizes will help them to adapt to the classroom.  
Language Skills  
Through the semi-structured questionnaire, language skills, especially on the fluency in 
English has been a major challenge for PSTs in improving their English teaching skills. However, 
in the interview, there were only a few comments from PSTs acknowledging their low level of 
language skills, especially grammar and speaking. The Pre- and Post-Practicum tended to 
comment on other issues in teaching practicum rather than awareness of their English skills. 
However, throughout the interaction of the interviews, varied levels of fluency and accuracy of 
PSTs in English were noticeable. Comments on language skills of PSTs mostly came from 
practicum supervisors and classroom supervisors. This finding was in agreement with previous 
studies which identify low proficiency language skills of English teachers in Indonesia (Zulfikar, 
2009). The improvement of English skills of PSTs is crucial even more in light of their aim to teach 
the language. This was also addressed by Othman and Senom (2019) that teachers should have 
higher proficiency in order to teach effectively.   
Further analysis of the results identified that PSTs and ISTs faced difficulties due not 
only to their proficiency levels but also due to their lack capability in utilizing classroom language. 
The condition was problematic because some PSTs revealed they had insufficient English skills to 
teach. However, proficiency was not the only reason that PSTs could not provide good instruction 
and effective teaching (Renandya et al., 2018). Throughout the program, PSTs were not prepared 
with necessary and specific classroom language that could help them with better instruction in the 
classroom. Most of the course preparation focused on general teaching without consideration of 
differences in student levels and knowledge. Future research could deepen investigation on 
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classroom language. It was also suggested by Menon (2017) that there should be an improvement 
in the utilization of classroom language for accomplishing successful English classes.  
The Teaching Practicum Procedure 
The organization of the teaching practicum program is a complicated aspect that is 
highlighted in this study. Problems regarding pre-teaching observations, improper coordination, 
and management were noticeable. The planning, coordination, and communication among the 
university, schoolteachers and coordinators, and PSTs are essential in the practicum process. 
However, the survey data revealed that almost half of the respondents did not have the opportunity 
to do classroom observation before the practicum. Furthermore, the interview data discovered that 
there was no consensus for the practicum procedure either for classroom observation or teaching 
hours, even though there is a university practicum guideline module. For example, even though 
PSTs were told to take only one class or one level for practicum, some PSTs had to voluntarily 
teach few classes with different levels of students, which meant they had to teach beyond the 
teaching practicum program. The overwhelming tasks are given, including non-teaching tasks, 
which were a nightmare for PSTs. This does not seem to be relevant in comparison with Gebhard 
(2009) who noted that teaching practicum involves systematic observation, supervision, and 
gaining familiarity with a particular teaching context where PSTs carry a full teaching load. 
This weak organization of practicum procedure was also evidently seen from the 
supervision procedure. The aspects of supervision emerged as an interesting aspect to be further 
explored. The findings exposed improper guidance and supervision for several PSTs. Some of them 
found that their practicum and classroom supervisors were not providing enough feedback and 
support for their teaching practicum. This was in contrast to Wallace (1991) in defining supervisors 
who have substantial roles in monitoring, guiding and improving the quality of PST teaching skills. 
There was no regular or fixed schedule from the university for the consultation meeting for 
practicum supervisors and PSTs. For most practicum supervisors, meetings were set only if 
students needed to ask for guidance or feedback. In addition, the use of mobile communication via 
WhatApps was also becoming more popular instead of face-to-face communication. However, PSTs 
might not have adequate consultation, which should be available for development of skills in 
mobile communication. On the other hand, supervision at schools was also a major problem in 
current practicum. The data from this study provided points of reflection for both practicum 
supervisors and classroom supervisors. The study indicated that practicum supervisors have to be 
more proactive and innovative in taking on their roles in guiding PSTs. They have to do their 
duties to observe classes and provide comprehensive feedback. Routine, face-to-face consultations 
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one-on-one or with a few students should be be conducted throughout practicum rather than 
through unscheduled meetings or discussions via mobile communication. After all, both practicum 
supervisors and classroom supervisors have to carefully review their roles based on teaching 
practicum guidelines and implement them accordingly.  
Pedagogical Implications 
Current practices in teaching practicum could impart multidimensional recommendations 
for all stakeholders ranging from individual, institutional, and societal levels. At the individual 
level, PSTs both in pre- and post-practicum could clarify and portray their teaching practicum. 
This study could help PSTs to see the challenges faced among their peers and hold good 
implications on the importance of reflecting on their teaching experiences. They should be more 
prepared and readily set the mindset to develop and take responsibility as a real teacher. 
Meanwhile, practicum supervisor and classroom supervisor could take a look deeper into their 
current practice, review, and made an adjustment on their approach toward the teaching 
practicum wherever necessary. They also need to develop skills and knowledge on how to be a good 
teacher educator who can provide good mentoring to pre-service teachers. They could try to form 
a discussion forum among supervisors to share and seek creative and practical pedagogy to support 
PSTs. At the institutional level, the study discovered several aspects that can provide highlights 
for the administrators at the university and school partners to improve the teaching practicum 
program. The study suggests that the current curriculum and courses were insufficient in 
equipping PSTs with the necessary skills to enter the classroom. The major areas related to 
classroom management, lesson planning, curriculum, and classroom language are among the skills 
needed to be emphasized before teaching practicum. In addition, regulation support for a 
consultation schedule during teaching practicum was also lacking. The university should provide 
a regular schedule for practicum supervisors to conduct meeting with PSTs. This could help both 
practicum supervisors and PSTs keep up to date on the progress of practicum in the field. Lastly, 
policymakers for teacher education in the counter should revisit the current implementation of the 
practicum. This study could help regulate or add new courses which are more relevant for 
equipping students to overcome challenges in a teaching practicum, including classroom language 
and classroom management skills. 
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Conclusion 
Learning to teach is not a singular event, but an ongoing development which is affected 
by complex interrelationships among knowledge, experiences, and interactions with students and 
classroom life. Through this study, there are various aspects that can be further investigated in 
future research. First, this study took the alternative procedure to collect data from three different 
groups of participants (pre-, post-practicum PSTs, and ISTs). Therefore, a future longitudinal 
study which could afford researching one group of participants throughout their pre-, during, and 
post-practicum might be worth conducting. Next, there are other variables of challenges within 
the practicum that have not been explored, including the aspects of age gap between PSTs and 
school students, school levels, and specific settings of the school whether in urban versus rural 
areas, classroom language and use of L1 in the practicum. These variables might be considered in 
future research to enhance the current study. It would be interesting for multiple research studies 
to take a look at teaching practicum in teacher education from different points of view. 
This study has revealed several challenges encountered by PSTs throughout their 
teaching practicum. These were comprised of curriculum and lesson planning, classroom 
management, procedure of the teaching practicum and supervision. These challenges are all 
interrelated among PSTs, the university, and school partners. Proper management and 
coordination for the teaching practicum should be highlighted as a major issue in the current 
teaching practicum. Communication among participants of the practicum, universities, and 
schools should be refined and enhanced. In conclusion, the teaching practicum is indeed complex 
despite its essential role in fostering effective teachers. Each teaching practicum journey can 
generate completely different experiences and challenges for each PSTs in developing their 
teaching skills. Therefore, this study is conducted as an effort to provide relevant information and 
updates on the current development and challenges in the teaching practicum. Finally, the 
pedagogical implications were provided to benefit each of the stakeholders – PSTs, supervisors, 
university coordinators as well as policymakers in improving the implementation of teaching 
practicum, especially in Batam and Indonesia in general.         
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A Study of Students’ Global Self-Esteem and Their Attitude 
Towards Content-Based Classes at a Japanese University  
 
文学研究科国際言語教育専攻修士課程修了 




To study regarding students’ self-esteem and a teaching methodology is highly essential 
in the second language education. The purpose of this study is to investigate whether students’ 
attitude towards content-based instruction (CBI) is related to the degree of students’ global self-
esteem (GSE). Since this study is a mixed methods approach, online surveys and semi-structured 
interviews were used as the main instruments. 149 university students participated in the online 
surveys and 19 students at the same faculty participated in the interviews. The most insightful 
finding of this study was that there was a positive correlation between GSE and CBI, in general. 
The study also showed that students from each year of study differently feel about themselves in 
general. Also, many students from each year of study positively accept CBI. Further research is 
suggested to research more than two universities with a similar design, and a larger sample size. 
 
Keywords:  self-esteem, content-based instruction, university student 
 
A Study of Students’ Global Self-Esteem and Their Attitude Towards  
Content-Based Classes at a Japanese University 
The idea that teaching methodologies in second language teaching are linked to the inner 
aspect of humans has been shown by several studies. One of the aspects is self-esteem and its 
concept has been addressed in various fields such as psychology, sociology, and pedagogy, and a 
great number of studies have been conducted on self-esteem. The degree of self-esteem among 
certain populations varies among nations, and Japan is one of the countries in which high school 
students’ level of self-esteem is ranked much lower than other nations (Ministry of Education, 
Culture, Sports, Science and Technology, 2012, Aug). In particular, some researchers have 
investigated the relationship between self-esteem and academic performance (e.g., Baumeister, 
Campbell, Krueger & Vohs, 2003; A. Takahashi & H. Takahashi, 2013). Hence, demonstrating the 
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correlation between the level of self-esteem and a particular teaching methodology can assist in 
educational development in the field of second language education. Due to the recent developing 
popularity of a teaching methodology in Japan known as Content-Based Instruction (CBI), this 
methodology will be the particular focus for this paper, and also the association with self-esteem 
will be highlighted. Also, the definition of CBI is highly diverse, and a number of researchers 
differently define it as the concept of CBI is not new.  
This paper investigates university students’ attitude towards CBI as well as the degree 
of their global self-esteem (GSE) in each year of study in a particular faculty, the Faculty of 
International Liberal Arts (FILA). It also examines whether students’ attitude towards CBI is 
related to the degree of their global self-esteem. The findings of this study are considerably 
beneficial to the administrators, educators and students of the target faculty because significant 
trends related to global self-esteem and CBI are identified. 
Literature Review 
Prior to the prime investigation regarding the correlation between self-esteem and CBI, 
the basic concept of self-esteem and CBI including the definition are covered in a review of the 
literature. Also, a previous study about the relationship between self-esteem and CBI is 
highlighted.  
Self-esteem 
The concept of self-esteem has been studied as a significant matter since self-esteem has 
been believed to work as an important factor in the life of human beings (Zeigler-Hill, 2013). The 
term self-esteem is a combination of self and esteem. According to Oxford Advanced Learner’s 
Dictionary edited by Hornby and Crowther (1995), esteem means high regard; a favorable opinion, 
and a good opinion of one’s own character and abilities. Also, self-esteem has been defined by 
numerous researchers, and the definition always remains complex while the uniformity of the 
definition is desired. According to James (1890/1983), self-esteem is to possess a positive 
recognition toward oneself when individuals regularly accomplish or transcend important goals in 
life. Among various kinds of self-esteem, in general, Mruk (1999) and H. D. Brown (1994) proposed 
the term global self-esteem in the three levels of specificity. Mruk (1999) suggests three levels of 
specificity in self-esteem that are global, intermediate, and situational while H. D. Brown (1994) 
shows that global self-esteem, situational or specific self-esteem, and task self-esteem. According 
to Mruk, general self-worth and a general view of self as a person are included in the global self-
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esteem.  Both the study by Mruk and the study by H. D. Brown illustrating three levels of 
specificity in self-esteem contributes to the categorization of types of self-esteem. 
Content-Based Instruction (CBI) 
It’s been said that the idea that academic content can be taught through a second 
language is quite old and that St. Augustine supported the idea in the latter half of the fourth 
century (cited in Brinton, Snow, & Wesche, 1989) although the modern popularity of CBI grew 
first in Canada and spread to the U.S. and the U.K. in the middle of the 20th century. 
The term content-based instruction (CBI) is defined differently by a number of researchers. 
Brinton, Snow and Wesche (1989) state that content-based instruction is a combination of specific 
contents and the goals of language instruction. More specifically, in higher education, content-
based instruction deals with the teaching of academic subject matter and second language 
acquisition at the same time. The popularity has grown in many parts of the world including Japan 
where many universities have started to implement such new approaches in its education system 
(H. Brown, 2014). Regarding the relationship between self-esteem and CBI, although some 
researchers think the CBI courses might negatively affect the students’ self-esteem, other 
researchers point out the positive effect of CBI on the students’ self-esteem. Kasper (1997) studied 
how content-based instruction influenced the academic performance of college students and found 
that content-based instruction had facilitated English language proficiency as well as the 
possibility of graduation rate. Kasper argues that students’ self-esteem and confidence in academic 
situations that English speaking ability is required are enhanced due to the CBI courses. 
Statement of Problem 
Self-esteem is a crucial key for the success in individuals’ life, especially in second 
language education (Navarro, 2018); therefore, the further development of and deepening the 
knowledge of self-esteem is necessary. Numerous studies suggest that the teaching methodology 
is related to the level of learners’ self-esteem (Seikkula-Leino, 2007), but the number of studies 
that has focused on the relationship between self-esteem and CBI is limited. Moreover, the number 
of studies focusing on the students’ attitude towards a teaching methodology, particularly CBI that 
this study deals with, is limited as well. 
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Purpose of the Research and Research Questions  
The purpose of this study is to investigate whether students’ attitude towards CBI is 
related to the degree of students’ self-esteem, specifically, global self-esteem (GSE). The research 
will examine and compare university students’ attitude towards CBI in each year of study as well 
as the degree of the students’ GSE in each year of study. 
The focus on these two aspects is based on the hypothesis that the students’ attitude 
towards a methodology and their level of GSE are related. Therefore, the following three research 
questions are set. 
1. What is the current level of students’ global self-esteem in a CBI program, and does the 
level differ according to students’ year of study?  
2. What is the students’ current attitude toward the CBI program, and does the attitude differ 
according to students’ year of study? 
3. Do the current level of students’ global self-esteem in CBI program and the students’ 
current attitude toward the CBI program correlate? If so, to what extent do they correlate? 
Method 
Participant Profiles and Background 
The selected participants are the current non-native English-speaking undergraduate 
students in the Faculty of International Liberal Arts (FILA) at Soka University in Tokyo, Japan. 
There are four groups involved in the study, which are comprised of students from each year of 
study at the university from the first year to the fourth year. 149 students in total (40 first-year 
students, 36 second-year students, 41 third-year students, 32 fourth-year students) participated 
in the survey. 19 students in total (3 first-year students, 5 second-year students, 5 third-year 
students, 6 fourth-year students) participated in the semi-structured interview. The total number 
of students in the faculty is 396 (2020, Jan), and approximately 40% of this total number 
participated in the survey of this study. The researcher created a form to apply for permission to 
conduct the study from the IRB and submitted it to the Academic Affairs Office at Soka University. 
The researcher did not proceed with any data collection before IRB had approved the application. 
All the participants were requested to sign informed consent forms before participating in the 
study to protect themselves. The surveys, and interviews did not request any sensitive or personal 
responses. Hence, there is no potential physical, psychological, or social risks to the participants. 
Participants are also free to cease their participation at any time with no negative consequences. 
The anonymity and confidentiality of all participants are ensured. All names were substituted to 
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codes or pseudonyms so that no identifying information on any participants would be utilized in 
this research. 
Data Collection and Measurements 
The type of strategy of mixed methods for this study is a concurrent triangulation strategy 
(Creswell, 2014) because quantitative data and qualitative data were gathered concurrently then 
analyzed later by the researcher. 
Surveys 
The surveys in the study included some demographic information (See Appendix A), CBI 
survey consisting of six items (adapted from Corrales & Maloof, 2011) in order to elicit the 
participants’ attitude towards CBI, Rosenberg Self-Esteem Scale (RSE) consisting of 10 items 
(Rosenberg, 1965) in order to measure general self-esteem (GSE) (See Appendix B). Both surveys 
employed a 5-point Likert scale 
Semi-structured interviews 
The participants were asked about their willingness to participate in interviews by the 
researcher at the end of the survey. The interview questions are listed in Appendix C. The type of 
interview was a semi-structured interview. Some questions that were used in the interviews were 
adapted from the questions developed by Corrales and Maloof (2011) while the other questions had 
been designed by the researcher in order to elicit expected answers for research questions 2 and 3 
in this study. The questions of the interviews were aiming at the following points: comfortability 
in CBI, impression of CBI, positive feeling to specific methodologies in CBI, negative feelings to 
specific methodologies in CBI, general comparison of a regular English course and CBI courses, 
advantages and disadvantages of CBI, effectiveness of CBI in speaking, changes in participants 
since taking CBI courses, changes in participants because of CBI classes, comparison of a regular 
English course and CBI courses in terms of self-confidence in English, positive factors of CBI 
influencing self-confidence, and positive factors of CBI influencing self-confidence in speaking (See 
Appendix C). 
Procedure 
Online surveys were administered to the students in each year of study in the spring 
semester of 2019 except for the second-year students who were studying abroad during that 
semester. The surveys to second-year students were administered in the fall semester of the same 
year. At the end of the surveys, participants were asked whether they were willing to participate 
in the interview. 
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Results 
The current level of GSE in each year of study 
In Descriptive Statistics, the highest possible mean score is 5.00, and the lowest possible 
mean score is 1.00. As Table 1 shows, on the GSE survey, the mean scores of the first-year students 
(M = 2.85) and the second-year students (M = 2.77) are lower than the total mean score (M = 3.00). 
Whereas the mean scores of the third-year students (M = 3.19) and the fourth-year students (M = 
3.20) are higher than the total mean score. The second-year students have the lowest GSE score 
while the fourth-year students have the highest score. Considering 5-point Likert scale, the total 
mean score indicates that the GSE of these participants is midway between low and high. 
Also, the standard deviations of the first-year students (SD = 0.40) and the second-year 
students (SD = 0.50) indicate that the scores for these two groups are closer to the mean score of 
each group and in a narrower range as compared to the other years of study. The standard 
deviation of the third-year students (SD = 0.65) is the highest. Thus, there is more variation in the 
third-year students, which means the values of third-year students are scattered in a wide range. 
 
Table 1 
Descriptive Statistics of the GSE Survey 
 N M SD 
GSE 
1 40 2.85 .40 
2 36 2.77 .50 
3 41 3.19 .64 
4 32 3.20 .62 
Total 149 3.00 .57 
 
The current attitude toward the CBI in each year of study 
The data in Table 2 displays the descriptive statistics for the CBI survey. As the table 
shows, the mean score of the second-year students is the lowest (M =3.72) while the mean score of 
the third-year students is the highest (M = 4.21). The mean scores suggest that the attitude of 
second-year students towards CBI courses in FILA is generally less positive than the attitude of 
the other year-of-study groups. The total mean score of the CBI survey surpassed four (M = 4.06), 
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which indicates that many students from each year of study positively view the CBI courses in 
FILA. 
 The standard deviation of the fourth-year students (SD = 0.65) is the highest while the 
standard deviation score for the other years is almost the same and slightly lower than that of the 
fourth-year students. Thus, there is more variation in the fourth-year students, which means the 
values of fourth-year students are scattered in a wide range. 
As for the result of interview, one of the questions, "Do you like to learn the contents of 
subjects in English?” is related to the attitude toward the CBI. Seventeen participants gave 
favorable responses, and two participants gave non-committal responses (See Table 3). 
 
Table 2 
Descriptive Statistics of the CBI Survey 
 N M SD 
CBI 
1 40 4.18 .52 
2 36 3.72 .51 
3 41 4.21 .51 
4 32 4.08 .65 
Total 149 4.06 .57 
 
Table 3 
The students’ responses to the interview question related to the attitude toward the CBI 
 1st year 2nd year 3rd year 4th year Overall 
Favorable Response to the 
Question 
2 5 4 6 17 
Unfavorable Response to the 
Question 
0 0 0 0 0 
Expressed Non-committal 
Response to the question 
1 0 1 0 2 
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Correlation between the two dependent variables 
A Pearson product-moment correlation coefficient was computed to assess the 
relationship between the scores on the GSE and the scores on the CBI. The result shows that there 
is a positive correlation between GSE and CBI (r = 0.442, n = 149, p < .01). In short, the participants 
in this study are considered to have either of two characteristics as follows. First characteristic is 
possessing positive feelings about themselves in a general situation and positively viewing the CBI 
program. Second characteristic is possessing negative feeling about themselves in a general 
situation and negatively viewing the CBI program. 
The interview question, "Do you think you have become more confident in English because 
of this content-based method as compared to the normal English language course?" is related to 
the correlation between two variables. Sixteen participants gave favorable responses, one 
participant gave unfavorable responses, and two participants expressed non-committal responses 
(See Table 4). 
 
Table 4 
The students’ responses to the interview question related to the level of GSE and the attitude 
toward the CBI 
 1st year 2nd year 3rd year 4th year Overall 
Favorable Response to the 
Question 
3 4 4 5 16 
Unfavorable Response to the 
Question 
0 0 0 1 1 
Expressed Non-committal 
Response to the question 
0 1 1 0 2 
 
Discussion 
The current level of GSE  
Results of descriptive statistics on the GSE survey indicate that the GSE of these 
participants is midway between low and high as the total mean score (M = 3.00) is in the middle 
of the 5-point Likert scale. Therefore, the participants of this study evaluate themselves neither 
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positively nor negatively in general and may possess mediocre or average feelings about 
themselves. The mean scores of the first-year students (M = 2.85) and the second-year students (M 
= 2.77) are lower, and the mean scores of the third-year students (M = 3.19) and the fourth-year 
students (M = 3.20) are higher than the median (M = 3.00). This result indicates that more first-
year and second-year students might be more dissatisfied with themselves in general while more 
third-year and fourth-year students might be more satisfied with themselves in general. Knowing 
this fact might be beneficial to the educators because if they knew which year of study students’ 
self-esteem are lower they might be able to build the rapport with the students more easily and 
students can be engaged into language learning more effectively. 
The Attitude toward CBI 
Results of descriptive statistics on the CBI survey shows the difference of the mean score 
in each year of study. Also, the total mean score is quite high (M = 4.06); therefore, many students 
from each year of study positively view the CBI program. Although the mean score for the second-
year students (M = 3.72) is lower than the total mean score, the mean score is still higher than the 
midway of the 5-point Likert scale, which indicates that the degree of positively viewing the CBI 
program is greater than negatively viewing it among the second year of study. 
The fact that a majority of participants in the interview provided favorable responses to 
the question seems to reflect the result of quantitative data, which means both participants from 
the survey and those from the interview possess a positive attitude toward CBI in general. 
Knowing the students’ current attitude toward CBI could provide various benefits to the 
class and those who are involved same as the case of self-esteem because the educators need not 
to feel unnecessary pressure or anxiety on their way of teaching even when the students’ apathetic 
attitude during the class is observed. 
Overall correlation between GSE and CBI 
The result of the Pearson product-moment correlation indicates, overall, there is a positive 
correlation between the GSE and CBI (r = 0.442, n = 149, p < .01), which indicates that students 
might have positive feelings about themselves as well as CBI or they might have negative feelings 
about themselves as well as CBI. The number of students who have contradictory feelings toward 
themselves and CBI might be less. This result supports Kasper’s (1997) claim that participants’ 
self-esteem and confidence in academic situations in which English-speaking ability is required 
are enhanced due to the CBI courses. 
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This finding leads to a conclusion that the educators should consider organizing the 
lessons which positively influence the students’ attitude toward the CBI because the scores on self-
esteem could also be affected. As self-esteem is influential on students’ academic performance in 
second language education (Zeigler-Hill, 2013; Navarro, 2018), the enhancement of self-esteem 
should be regarded as a crucial factor. The educators should be able to focus more on the level of 
CBI which is correlated with students’ self-esteem by devoting their time and effort to improve 
their teaching, believing in the possibility that students’ academic performance is enhanced 
because of the self-esteem improvement. 
Conclusion 
The primary objective of this study was to investigate whether students’ attitude towards 
CBI correlates with the degree of students’ global self-esteem. A preliminary finding from this 
study was that the total mean score of GSE (M= 3.00) was nearly in the mid-point of the 5-point 
Likert scale. Therefore, the participants of this study generally possess mediocre or average 
feelings about themselves. As for the level of students’ current attitude toward CBI, the total mean 
score of CBI was quite high (M= 4.06), which indicates that many students from each year of study 
positively view CBI as a useful program. Regarding the correlation between the scores on GSE and 
the scores on CBI, this study found that overall, there was a positive correlation and its strength 
was identified as moderate. Although the correlation between the scores on GSE and the scores on 
the CBI was found among participants in each year of study, a longitudinal study, ideally from 
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Appendix A 
Online Surveys: SECTION 1: DEMOGRAPHIC INFORMATION 
Please tick (✓) and fill the blank with the appropriate information. 
 
1. What is your gender? 
Mark only one.  
 Female 
 Male 
 Prefer not to say 
 Other: _______________________________________ 
 
2. What year are you in at the university? 
Mark only one.  
 1st year 
 2nd year 
 3rd year 
 4th year 
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Appendix B 
Online Surveys: SECTION 2: Content-Based Instruction (CBI) and 
Global Self-Esteem (GSE) 
 
No. Content-based learning 
1. I prefer FILA courses (learning contents through English) to regular  
English courses. 
2. This course has motivated me to study English. 
3. This course has helped me improve my English proficiency. 
4. This course has enabled me to express my ideas on some related topics  
writing and speaking in English. 
5. This course and the class activities have contributed to my learning. 
6. This course and the class activities have raised my self-confidence in  
general. 
 
No. Global self-esteem 
1. On the whole, I am satisfied with myself. 
2. At times I think I am no good at all. 
3. I feel that I have a number of good qualities. 
4. I am able to do things as well as most other people. 
5. I feel I do not have much to be proud of. 
6. I certainly feel useless at times. 
7. I feel that I'm a person of worth, at least on an equal plane with others. 
8. I wish I could have more respect for myself. 
9. All in all, I am inclined to feel that I am a failure. 
10. I take a positive attitude toward myself. 
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Appendix C 
Semi-Structured Interview Questions 
 
Students in FILA learn the contents of subjects through English. I would like to ask you some 
questions related to your perspective of learning the contents of subjects through English. 
 
1. Are you comfortable with learning the contents of subjects in English? 
2. Do you like to learn the contents of subjects in English? 
3. What part of this approach to learning do you like? 
4. What part of this approach to learning do you not like? 
5. What differences have you found between a regular English course which mainly focuses on 
language study and FILA courses that are based on content? (Corrales, & Maloof, 2011) 
6. What advantage/ disadvantage do you think you get from this content-based method? 
7. Do you think you could improve your English speaking with this content-based method? 
8. Do you feel any differences /changes in yourself before taking FILA courses and now? 
9. Do you feel any differences /changes in yourself before and after taking FILA courses? 
10. Do you think you have become more confident in English because of this content-based 
method as compared to normal English language course? 
11. What kind of classroom activities in this content-based method make you feel more confident 
in English? 
12. How have the classroom activities raised your self-confidence when you are speaking? 
(Corrales, & Maloof, 2011) 
13. How have the classroom activities raised your self-confidence when you are writing academic 
papers? (Corrales, & Maloof, 2011) 
14. How have the classroom activities raised your self-confidence when you are listening to 
academic talks or lectures? (Corrales, & Maloof, 2011)  
15. How have the classroom activities raised your self-confidence when you are reading 
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‘Approaching a Biophilic Peace: Construction  
of Abandoned Spaces’  
  
“They may say that as a person you did your best, but as a race, as people with the 
power to make change; we have done our worst” 




Esther Anastasia Garrett 
 
Abstract: 
The purpose of this paper is to advance a working knowledge of the Sustainable Development 
Goals (SDG’s) through Biophilic Peace. I chose the 4th Sustainable Development Goal entitled 
Quality Education and the 13th goal of Climate action in order to help solidify our understanding 
of the natural world. There are three elements to this paper. The first is the shifting perceptions 
of climate change. The second is the dependence of third spaces through serene urbanism and 
the third one is through advancing the knowledge surrounding the intrinsic value of non-human 
beings. I interviewed four participants from the United Kingdom which is the main case study 
for my research. This is because the UK was the first country to industrialise and mine fossil 
fuels which is having a direct impact on climate change around the world. The results of my 
findings were that firstly, third spaces would be useful if they could be interwoven into the school 
curriculum. Secondary, that human beings possess an innate connection to non-human beings 
and the natural world. This planet is not just for us, but it should be shared and respected 
between different species.  
 
Keywords: Biophilic Peace, Education, Non-Human Beings, Peace Studies, Sustainable 




創価大学大学院紀要・第 42 集・2021 年 3 月 
－ 480 － 
Table of Contents:  
 
Acknowledgement: ·········································································································  3 
 
1: Introduction:  ·············································································································  4 
 
2: Review of Literature:  ·································································································  5 
 
3: Theory: ···················································································································  12 
 
4: Methodology: ···········································································································  14 
 
5: Patterns in the Data: ································································································  16 
 
6: My Theories and Patterns from the Interviews: ····························································  18 
 
7: How can my Analysis add to the Current Discussions? ···················································  19 
 
8: Conclusion: ··············································································································  21 
 
9: Bibliography: ···········································································································  23 
  
Approaching a Biophilic Peace: Construction of Abandoned Spaces 
－ 481 － 
Acknowledgement:   
 
Throughout these past two years, I want to thank my honoured professor Dr Minoru Koide for 
accepting me into the School of International Peace Studies.  I secondly want to thank Dr Nikolas 
Emmanuel and Dr Tracey J. Nicholls for their continuous support throughout my research.  
 
I am eternally grateful to my mother, Paula-Jayne Garrett and to my father, Mark Phillip Garrett, 
for their continuous love and encouragement in supporting me in completing my masters. As well 
as this, I would like to thank my participants for their participation in my research. 
 
Finally, I want to acknowledge my fellow peers for their boundless determination in pursuit of 
knowledge. I would like to especially thank Ankita, Akane, Emily, Maria, Mari, Monica and Swati 





















創価大学大学院紀要・第 42 集・2021 年 3 月 
－ 482 － 
1: Introduction  
  
For just a moment, I want to draw your attention to the portrait below. Painted in 1504 
by Hieronymus Bosch. This work of art is entitled ‘The Garden of Earthly Delights’. 1  
 
 
This painting depicts the garden of Eden and is referenced in the documentary ‘Before the 
Flood’ presented by Leonardo Di Caprio (2015). Contained in the first painting (left) is the idea of 
a garden that is plentiful, thriving and in balance between humanity and nature. The second 
painting (middle), shows the temptations of life beginning to weave their way into the garden. The 
final painting (right), shows a garden that has become overwhelmed with chaos, inter-specicies 
fighting and death.  
 
The reason why I have included this artwork is because it represents one facet of 
humankind’s nature to gradually dominate nature and use it as a means to an end. The prospect 
of climate change is not a recent phenomenon, as it has been around for centuries. As Leonardo Di 
Caprio says in the documentary Before the Flood (2015) “now think about the shame that each of 
us will carry, when our child and grandchildren look back and realise that we had the means of 
stopping this devastation; but simply lacked the political will to do so.” 2 I wholeheartedly follow 
 
1 http://www.ballpapers.com/wallpaper/the-garden-of-earthly-delights-9205/.   
2 Stevens. F, (2016), ‘Before the Flood’, published by Appian Way Productions and RatPace Dune 
Entertainment, 1 hr 36 minutes.   
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this sentiment and the urgent need to take action. No matter how many small steps are taken 
towards combating this climate emergency, it is okay. These small steps will one day equal leaps 
and bounds.  
 My research interests and my desire to study International Peace Studies arose from this 
same sense of urgency. I want to contribute back to a world where future generations can thrive. 
I want to help in putting out the fires that thrive as a result of climate change. Alining with this 
ideal, my research question therefore asks the following: ‘How can third places that teach on 
biophilic peace with a specific focus on non-human beings, advance a working knowledge towards 
the Sustainable Development Goals number 4 and 13?’ Now that I have introduced my reasons for 
this research, I will move onto the literature review that is comprised of four integral themes that 
pave the way for the foundation for my research.  
 
2: Review of Literature  
My research is comprised of four themes. The first theme is centred on Biophilic Peace 
which is based on the idea that we are all equal and every non-human being is equal to us. My 
second theme looks to construct a definition of non-human beings. This includes our moral duties 
to them, why they suffer at our hands and the idea of an ethical connection between the land and 
community. Tied in with this is the Sustainable Development Goals (SDGs) number four and 
thirteen. I have included these two goals because quality education should be essential for all while 
thirteen investigates action being taken regarding climate change. My third theme is derived from 
the concept of ‘third places’ from Ray Oldenburg’s ‘The Great Good Place’ (1989), which focuses on 
third places (the first place is the home and the second is work), which is where the community 
goes to engage with the other members of the same community. The aim of a third place is to foster 
a greater connection between people. What I want to tie in with this is the idea of Serene Urbanism 
and biophilic design, which can aid in fostering the natural community within the urban 
community. My fourth theme is looking into the current policies of climate change in the United 
Kingdom.  
My first theme analyses Biophilic Peace. Edward O. Wilson in his book ‘Biophilia’ (1984), 
states that the innate tendency of biophilia that is inherent in every human being is to focus on 
the processes that entitle life in all of its facets to thrive. Due to the range of diversity in species 
that flourished on Earth, many existing before humankind, led to humanity evolving as part of 
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this diversity. From Wilson’s perspective, not conquering nature for humanities sake is hard but 
not impossible to fulfil. Wilson refers to Leo Marx, a historian who describes the threat that is 
presented to nature reserves. This threat is the ‘Machine in the Garden’ 3. This is referring to the 
environment being a refuge for the human spirit. However, we as human beings cannot live within 
this garden of Eden without the machine that destroys it. The human mind has evolved within 
cultures, learning how to use tools thereby improving the genetics of future generations. Because 
of this, it has left humanity suspended between the natural (forest) and the machine (city), seeking 
an equilibrium that does not balance out. 4  
 
The second theme of my research is focused on the intrinsic value of non-human beings. I 
begin by introducing the reader to a definition of what a non-human being is in the article by Dion 
5 (2000). I follow with Immanuel Kant’s work entitled ‘Duties to Animals’,6 which focuses on the 
idea that humanity has moral duties towards animals. The third reading by Jeremey Bentham is 
looking at the question of not ‘can they reason’ as non-human beings but ‘Can they suffer?’ 7. 
 
The fourth reading is entitled ‘Ecocentrism: The Land Ethic’ 8 by Aldo Leopold (1949), the 
author stresses our relationship to the natural world through the concept of the community. The 
final reference that I have brought in is the documentary ‘Terra’ 9 (2015), which looks at our 




3 Wilson. E, (1984), ‘Biophilia’, published by Harvard University Press, chapter one, page 1-20.  
4 Wilson. E, (1984), page 21.  
5 Dion. M, (2000), ‘The Moral Status of Non-Human Beings and their Eco Systems’, published by Routledge, 
pages 1-10.  
6 Kant. I, (1930, 1963), ‘Duties Towards Animals and Spirits’, published by Methuen & Co, pages 1-5. 
7 Bentham. J, (1790), ‘Can They Suffer’, published by Lapham’s Quarterly, 
http://www.laphamsquartley.org/animals/can-they-suffer.   
8 Leopold. A, (1949), ‘Ecocentrism: The Land Ethic’, published by Oxford University Press, pages 215-222. 
9 Bertrand. Y, Pitiot. M, (2015), ‘Terra’, produced by CALT Productions and HOPE Productions, 1 hr and 38 
minutes.  
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The first article by Dion introduces the idea of Intrinsic value. This type of value has the 
implication that a value is essential within the nature of a given being without any added 
considerations. For this author, there are varying levels of values and rights regarding non-human 
beings and their physical environment. When it is not possible to safeguard the interests of each 
non-human being, then it is important to have a moral consideration towards beings who hold 
something close towards self-consciousness. There are two principles to consider when identifying 
the intrinsic value of a species. The first principle to take into consideration is their basic 
characteristics. The second is the role of the non-human being within their eco-system. Dion states 
that the biophilic being bears in mind that the self-accomplishment of every being has intrinsic 
value. Dion states that human beings do not have the right to reduce this value and diversity other 
than to satisfy their needs. Here the author refers to ‘Speciesism’ 10 which is discrimination aimed 
at certain non-human beings.   
 
The second reading by Kant introduces the reader to the idea that there are beings that 
are both above and below us. But what about animals? Kant states we have no direct duties to 
animals as they do not hold consciousness and are simply a means to our end. While the nature of 
animals is similar to humans, by doing our duties to animals we indirectly fulfil our duty towards 
humanity. A human being can be judged through the way they treat animals which is why it is 
important to be humane to animals.  
 
The third reading by Bentham begins by asking the question ‘Is animal a man?’ Bentham 
begins by sharing with the reader that in Hinduism and Islam, the interest in the creation of 
animals has been met with more attention here than universally. Animals do not have the same 
anticipations of the future that human beings have. The death they suffer at our hands is quicker 
than in the wild. One day may be upon us when animals will acquire the same rights as human 
beings, but the hand of tyranny stops it. One day, the number of legs and the surface of the skin is 
not reason enough for abandoning a sensitive being to their fate. The question is not ‘Can they 
reason?’ but ‘Can they suffer?’  
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From the final reading by Leopold. I want to pull out Leopold’s concept of a community in 
relation to land ethics. The author states that all forms of ethics rest on the individual being a 
member of a community. The instincts of humanity tell them that they need to compete for a place 
within this community. But the ethical part tells them they need to cooperate. Here is where the 
land ethics comes in. A land ethics merely enlarges the margins of the community so that other 
beings such as soil, trees, non-human beings are included. Leopold questions what parts of the 
land and home is it that we love. It is not the soil or the non-human beings. What a land ethic 
cannot do is to withhold the alteration and use of these resources. However, what a land ethic can 
do is to reaffirm these beings’ rights to a continuation of their existence. A land ethic switch’s the 
role of humanity from tyrant to a member of the community who respects all. Humanity does not 
need to dominate all. According to Leopold this is self-defeating. Humanity cannot decide what is 
important because humanity will never be able to decide this.   
 
The final reading that I will talk about is the documentary entitled ‘Terra’. I have chosen 
this documentary because it serves as the visual basis for encompassing the moral considerations 
towards all non-human beings. In this documentary,the viewer is shown a warehouse in Denver. 
In this warehouse are hundreds of non-human beings that have been twisted into taxidermy. The 
viewer is then taken to the Chauvet caves in France where the first imagery of non-human begins 
are seen 10. These cave paintings portray non-human beings as not only something to be cautious 
of but to an extent respected.   
  
 
10 ‘The Chauvet Caves’, (2018), Paintings of Horses, Rhinos and other Non-human beings’, published by 
Google Images, accessed on the 20/09/2018 by Esther Garrett, URL: 
https://www.bing.com/images/search?q=Chavet+caves&FORM=QBIR.  
Approaching a Biophilic Peace: Construction of Abandoned Spaces 
－ 487 － 
In this modern cave the story is different. This demonstrates how our relationship to the 
natural world and non-human beings has since changed. What humans once saw as predators or 
valued is worth more dead than alive. This documentary finishes by stating that nature is not on 
our path, but if we learn to live with nature then we can become human once more. 11 
The main point that I want to show with these readings is that by having a definition of 
what is a non-human being, our moral duties towards them, the suffering they go through, their 
fundemetal interconnection to humanity, these readings can be seen to advance the knowledge of 
the importance to understand the nautral world and non-human beings.  
 
 
11 Bertrand. Y, Pitiot. M, (2015), ‘Terra’ produced by CALT Productions and HOPE Productions, 1 hour and 
38 minutes. 
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The third theme of my research is centred on the ideas of Ray Oldenburg 12 I then bring 
in ideas by Philip Tabb 13 which looks into the idea of sustainable Urbanism from a biophilic 
perspective. Tied in with this idea are the sustainable Development Goals of Education and 
Climate Action which will help to solidify the link between my research and peace studies.  
Oldenburg states that there are three places in which human beings separate their time. 
The first is their home and the second is their work environment. A third place is a place where 
all human beings, regardless of their place in society are treated equally. The aspect of the third 
place that I want to emphasis is the sense of community between all members that are situated in 
the third place.   
An idea that I want to bring in here is from the book by Tabb. The main point to bring out 
of this of this book, is that of ‘placeness’ 14. Tabb defines placeness as being connected with seeping 
into the built world and carrying with it a feeling of soullessness 17. Tabb connects this with places 
that have fallen into disrepair or spaces that are absent of living beings.   
 
The Sustainable Development Goals (SDGs) were created to lay the foundations for a 
more sustainable future. Each of these goals are designed to handle global issues faced by all and 
include but not limited to; gender equality, education and climate change. Each of these goals are 
put forward with the aim of being completed by 2030. The two goals that I have decided to focus 
on are number four and thirteen as they directly relate to my research 15. The way that these 
interconnect with my thesis is that I want to create a third space or place where the teaching on 




12 Oldenburg. R, (1989), ‘The Great Good Place’, published by Da Capo Press, chapters 1-4, pages 10-82.  
13 Tabb. P, (2018), ‘Serene Urbanism: A biophilic Theory and Practice of Sustainable Placemaking’, published 
by Routledge, chapters 1-6, pages 15-110.  
14 Tabb. P, (2018), page 5.  
15 ‘Quality Education’ is the first SDG that I am interconnecting with my research. This is the fourth goal 
that is connected to the idea that quality education is the foundation for a sustainable future. The last goal 
that I am focusing on is number thirteen entitled ‘Climate Action’. This goal aims to tackle climate change on 
a global scale from combating carbon emissions to sustainable food sourcing.     
Approaching a Biophilic Peace: Construction of Abandoned Spaces 
－ 489 － 
My fourth theme is looking into policies of the United Kingdom. I chose to focus on how 
Wales plans to educate future generations about climate change education. Wales is looking into 
how to safeguard a local environment that fosters the global perspective. There are seven well-
being goals within this law 16. I think this new law works very strongly in promoting climate 
change education.   
Having considered the pieces of literature that connect with each of my research themes, 
I feel that each piece has its own strength within my research. From the emotions that arise from 
the documentary in Terra to the ‘well-being act’, it will be interesting to discover how much of an 
impact this has had on the future generations and how their local actions will aid the future 
generations to think of their global consequences.  
Now that I have concluded the key themes from my literature, I move onto the theory of 
my research. Included in this next section is the theoretical underpinnings that include my 
hypothesis and my own theoretical model that is based off the four themes from my literature 
review. 
 
16 The Welsh Government, (2015), ‘Well-Being and Future Generations Act’, published by the Welsh 
Government, pages 1-55. There are seven goals that focus on ending poverty, ensuring job prospects, 
ensuring resiliency towards flooding, access to local health care, equality for all, cohesiveness in local 
communities, promoting Welsh culture and ensuring that Wales becomes globally responsible from their local 
standpoint in caring for the world.   
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3: Theory    
 
The aim of this section is to take what I have learnt from the key literature discussed in 
the previous chapter and to create my own theory that is going to underpin my research. I agree 
with the ideas presented by Wilson and Marx in my first theme. There is an inherent relief that 
human beings experience when returning to nature. This shows that desire to reconnect with our 
roots and to continue to seek a balance between nature and humanity.  
 
Regarding my second theme, the only reading I do not agree with is by Kant. I disagree 
with Kant’s perspective because it depends how this argument is being dissected. If we follow the 
line of ideas concerning Christianity and Creationism, of the belief that the Earth, non-human 
beings and humanity were created by a divine being; ‘God’, then surly as God’s creation, non-
human beings should be more protected. I agree wholeheartedly with Dion’s paper where he speaks 
on the definition of animals and the natural world as ‘non-human beings’ who exist in their own 
right.  
 
My third theme looks into the idea of ‘Third Places’ presented by Oldenburg and Tabb 
(2018). The generalisations presented in this reading are centred on the community setting where 
everyone is welcome and equal. I agree with this reading in that a community setting should act 
as a basis for communication.   
 
My final theme looks into the attitudes of the public of the United Kingdom regarding 
their beliefs on climate change. I was surprised by the generalisations which were lower than I 
would have anticipated regarding the need to take action. Now that I have concluded on the 
generalisations of the readings, I will move forward with my own theories presented below.  
 
My theory and hypothesis are that biophilic peace with the focus on non-human beings 
and their own inherent value, can aid in the advancement of a knowledge towards the Sustainable 
Development Goals through third places that emphasise the ideas of a community in order to raise 
awareness of the climate emergency. Figure one as seen below: ‘Advancements Towards Biophilic 
Peace’, lays out how the independent variables and dependant variables interact with each other. 
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 Now having a theoretical standpoint which supports my thesis, I turn to the methodology 
that will allow me to recruit participants to take part in my research. Within this methodology, I 
will discuss the ethical considerations, the recruitment process and the type of research that I will 
carry out.   
創価大学大学院紀要・第 42 集・2021 年 3 月 
－ 492 － 
4: Methodology   
 
In the previous chapter, I worked on detailing the theory that is going to uphold my 
research question; including my hypothesis. I now look to the methods that I employed to be able 
to test my research question, the reasoning behind the use of my case study and the ethics 
concerning recruiting participants for my research.  
The case study that I decided to base my research on was the United Kingdom. I chose 
the United Kingdom because it was the first country to go through the agricultural revolution then 
paving the way for the industrial revolution. 17In the 1800’s Britain was the first country to extract 
and process natural resources. Throughout the 1800’s until today the use of fossil fuels is still being 
burned which has leading to the unbalance between humanity and the environment. One of the 
most devastating effects of climate change is the burning of fossil fuels that has led to high levels 
of air pollution. Just in January 2018, within one month of the new year beginning, London had 
reached the legal limit of air pollution for the year in just one month 18.  
 
The U.K is a developed country which means that the technological advancements are 
ahead of less developed countries. The U.K has not only the technological capacity but a moral 
obligation to do more than what is currently being done to slow down the effects of the climate 
emergency 22. In the most recent environment bill 19 in all of the 244 pages, regarding air pollution 
that hangs over the UK, there is no sight of how to tackle this problem. It is good to have a thought-
out environmental bill, but there needs to be a practical implementation.   
When it came to gather the data, I decided to use the Mixed Methods approach only during 
the data collection phase. I used a combination of a singular case study and four surveys 
(interviews); both are qualitative methods.   
  
 
17 Matthew. W, (2009), ‘The Industrial Revolution’, published by The British Library, URL: 
https://www.bl.uk/georgian-british/articles/the-industrial-revolution, accessed on the 10/12/2019  
18 Carrington. D, (2018), ‘London Reaches Legal Air Pollution Limit in Just One Month into the New Year’, 
published by the Guardian, URL: https://www.theguardian.com/uk-news/2018/jan/30/london-reaches-legal-
air-pollution-limit-just-one-month-into-the-new-year, accessed on the 26/12/2019. 
19 The British Parliament, (2019), ‘Environmental bill’, published by the British Parliament, 244 pages. 
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In order to conduct my research, I had to submit an IRB with several additional forms in 
order to get consent from the university where I conducted my research 24. Included within the 
IRB was the type of research that I conducted, a list of my participants, why I decided to contact 
them, the interview questions that I wanted them to respond to and a form which detailed what I 
would do with the data once collected.   
To conclude from my methods chapter, I have reiterated my research question parallel to 
how I carried out my research through the use of qualitative methods, the fulfilment of the ethical 
standards required to allow me to carry out my research. In the next section, where I will analyse 
the data that I collected discussed within the methodology, I now present a summary of the 
answers of each of the four participants from the questionnaire that I outlined.   
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5: Patterns in the Data   
Now that I have summarised the interviews, it is time to analyse the data and analyse 
the findings. Throughout each of my interviews, I identified four key patterns listed below:   
 
Patterns identified in my 
data:  
  Summary:  
1.  
The need to incorporate 
sustainable education 
and climate change 
awareness 
 This as the first pattern that I anticipated to come up. Incorporating 
a national education that includes covering sustainability and 
combating climate change from an individual perspective is lacking in 
the U.K currently.   
2.  
Perceptions of climate 
change  
This was the second pattern to emerge from my data. What is included 
within this is a lack of political awareness on climate change, a lack of 
discussion on the SDGs on a national level and a minimalization of the 
effects of climate change.    
3.  
Disconnects of nature  
This is the third pattern to emerge in my data. What is included within 
here is the ways in which human beings have disconnected with 
nature such as through the growing populous and the need for self-
gratification from services offered by society.    
4.  
Psychological impacts 
from withdrawing from 
nature   
This was the last pattern that is evident in my data. What is shown 
from a lack of interaction with the natural world is some level of 
suffering psychologically due to regressing from nature.   
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The first pattern is connected to the need for incorporating sustainable education and 
climate change awareness into the national curriculum. The data suggested that if this is free of 
charge then it could be effective. One way this space could work is not through ‘teaching’ but 
‘showing’ through demonstrating techniques for allowing community engagement to have an active 
role in cultivating a sustainable culture. It takes time for changes to settle into the system but if 
done subtly it can be easier to accomplish. The data showed that as a nation, people had become 
immune to climate change as it is not directly outside our front door. The news has made people 
desensitised to reports on climate change.   
 
The second pattern is concerning the attitudes of climate change. The collected data 
showed discussions on climate change have been taking place for more than 30 years. Initially 
there was a humanistic call to slow down climate change. As time has gone by, people view this as 
old news and a faraway problem. Because world leaders refuse to acknowledge the impacts of 
climate change, it has been harder to unite populations against climate change. A second point 
picked up in the data was centred around having positive education, more sustainable policies and 
accepting climate change is happening on a national level. Included within having more 
sustainable policies was the need for shifting the disposable consumer model. This includes fast 
fashion and products with a short lifecycle to a model that uses products designed to last. This 
interlinks with the idea that human beings have lost the ability to ‘mend and make do’. Instead of 
recreating value of an old product, people now rely on buying new. This has led to a disconnection 
from people with the materials and their impact on the land.   
 
The third pattern is related to how human beings have disconnected with nature. One of 
the ideas drawn from the data was how within the last one hundred years, the populations of 
human beings have increased exponentially. So much so that they have negatively intersected 
with the natural world. One of the ways this happens is through having too many choices. We no 
longer need to experience the world first-hand because we have become more materialistic.   
 
The fourth pattern that emerged from my data is related to the intrinsic value of non-
human beings and how humanity has disconnected from nature. One such example was that of 
over population, lack of rearing animals and an irrational fear has led to this disconnection from 
nature. The collected data also linked the rapid development of transportation and technology as 
a secondary way that humanity has disconnected from their environment.   
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6: My Theory and Patterns from the Interviews   
 
The first pattern that is evident from the data is the lack of discussion of the Sustainable 
Development Goals. This signals a lack of discussion on a national level among professions 
regarding the SDG’s. As well as this, there was no mention of the Agenda for Sustainable 
Development in 2030 or how and if it would be implemented into the country. The language that 
was used clarifies that sustainability is not being introduced on a community level. However, while 
not spoken about explicitly, the idea of being more sustainable in a local context was evident. This 
suggests an awareness on an individual level that the local way of life needs to become more 
environmentally friendly to combat climate change.   
       
The second theme of concerning the need for a national sustainable school curriculum was 
higher than anticipated. The need to include sustainable education within national schools was 
widely considered. The collected data came from participants working in the educational sector 
which makes sense that this was a topic that came up within the data. 
 
The third pattern that could be analysed is concerning the level of awareness of the need 
to take action towards climate change. The one variable to consider is how to measure what form 
this could take. The data recorded led to different ideas on this matter being considered. One such 
idea was the reintroduction of ‘mend and make do’, to recycle your old items into something new 
instead of buying unsustainable products that can damage both the local and global environment.    
 
The fourth pattern that was evident was the psychological impact of withdrawing from 
the natural world. The data noted that the idea of a loss of contact with nature resulted in 
psychological impacts on humanity. One participant mentioned the feelings they experience when 
they reintegrate with the natural world in some way after being away from it. The sense of 
calmness and comfort given to them from this natural setting was reassuring. This points to a 
psychological connection between humanity and nature. This verifies the hypothesis within this 
research. In order to advance the Sustainable Development Goals through Biophilic peace (D.V), 
there needs to be a perception of climate change that can shift depending on the three other 
variables (I.V) that interlink with each other.   
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7: How can my analysis add to the current discussions?   
  
What my analysis adds to the discussion is the need for either a sustainable national 
curriculum that is implemented at an early age in local nurseries to encourage local sustainability 
or a space where this can be made accessible to all members of the public. In the U.K it is clear 
that there needs to be some form of education concerning sustainability that needs to be taught to 
the future generations in order to create a better awareness of this global issue.   
 
Going back to a lack of reference to the SDGs from my participants, this means that there 
is a space for my research to exist and develop. The current ECO centre in my hometown, that has 
been reconstructed, serves as a prime example of the need for my research. What this centre 
teaches on is how to be more sustainable from a local standpoint. After looking at this analysis, I 
redrew my theoretical diagram to incorporate a fourth independent variable, ‘Psychological 
regression as a of lack nature’. I decided to include a new variable because this was a pattern that 
I was not expecting to arise from my research. The psychological implications as a lack of being in 
nature can impact the other three variables. The reason why I have included this variable as 
opposed to other potential variables is because a lack of being present within the natural world 
can lead to negative psychological problems. For instance, if there is a lack of fufillment of the 
SDGs through Biophilic Peace, then this will affect each of the four variables which would then 
impact the other independent variables leading to a psychological regression due to a lack of nature 
being present in the community.    
What my research gets right is essentially reflected in my theory where the main 
dependant variable is influenced and can only be successful if the independent variables are met 
and are all stable. If one of these variables is inconsistent as evident in my data, then the fulfilment 
of the SDGs through biophilic peace is not possible. If you take for example my third I.V. where 
the perceptions of climate change in the U.K are shifting in a negative direction, then it will be 
unable to have a positive impact on the other I. D.’s such as the impact of advancing the knowledge 
of the intrinsic value of non-human beings. This would lead to a lack of fulfilment of the SDGs. 
Below is my diagram entitled ‘Figure two: The Edifice of Biophilic Peace’.      
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Now that I have summarised the interviews, analysed the data and created four main 
patterns of data and sub-themes, it is time to conclude on the findings of my research in my 
conclusion.   
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8: Conclusion  
 
My research question is ‘How can third places that teach on biophilic peace with a specific 
focus on non-human beings, advance a working knowledge towards the Sustainable Development 
Goals number 4 and 13?’. Included in my methodology is the use of qualitative studies which 
involved my case study of the U.K and four interviewees also from the U.K. The results of my 
interviews from my data analysis concluded with four main patterns and two sub themes. What 
these six patterns revealed is that the data collected matched with my expectations regarding the 
results. The first four primary patterns that I analysed were the need to incorporate sustainable 
education and climate change awareness into the national education system. The second pattern 
involves the shifting perceptions of climate change within the U.K. The third pattern is concerning 
the disconnects of nature while the fourth pattern is the psychological impacts that happen as a 
result of withdrawing from nature. What my research can add to the current discussion is the need 
for more open discussions regarding the Sustainable Development Goals as there is a lack of 
conversation taking place that is related to creating a sustainable future. This is evident in the 
lacking vocabulary regarding the answers from my interview questions and the fact that each of 
my participants spoke of the need to incorporate a national sustainable school curriculum that can 
be easily accessed. How this research thesis is related to peace is that both the local governments 
and national governments of the U.K are not pushing hard enough for the future of tomorrow that 
belongs to every being. Within the U.K. there needs to be a clear agenda for informing the general 
public about global changes to the planet as a result of human activity. This is not happening as 
evident from my interviews from the lack of language to a lack of implementation of accessible 
education.         
The first recommendation that I would make is to firstly include more policies and 
legislations within the United Kingdom. The use of single plastic will be banned from April 2020. 
While this is progress, there is more that needs to be done to incorporate sustainability into the 
U.K. Many members of the general public are ready to make changes towards becoming 
responsible. There is already a growing awareness that more actions are needed than simply 
holding discussions. But the local governments are not focused upon this. The second 
recommendation that I would like to make is to incorporate a national curriculum that 
encompasses the SDGs. Through having an accessible education system for all that teaches on the 
local impacts of our lifestyles, the need to incorporate the SDGs into every area of our society could 
help in reaching the 2030 Agenda for sustainable development. The final recommendation that I 
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would like to make is the inclusion for more public third places where humanity can reconnect 
freely and without cost within the natural world. Many local residents do not have access to 
greenspaces which can result in an increase of psychological distress and can impact on the 
perceptions of climate change. By welcoming greenspaces into the public space, it can encourage 
residents to become more engaged within their local community and to not be idle but to become 
their own ambassadors within their local area and bring them to a more sustainable relationship 
with nature.      
 
~Thank you~ 
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Ambition in National Commitments following from the Paris 







This dissertation examines how the United Nations Framework Convention on Climate Change 
(UNFCCC) and the associated policy processes contest, influence, and will lead to transformative 
change in prevailing unsustainable routines embedded in socio-economic systems. The guiding 
research question is: whether and how the interplay between a broad range of transnational 
climate governance authorities and existing modes of intergovernmental cooperation exerts a 
significant influence on the policy domain of climate change? How we effectively harness the force 
in raising ambition, in particular on the mitigation issue? This constitutes a study of themes of 
collective action, global governance, and international relations. 
The adoption of the Paris Agreement in 2015 leads to a paradigm shift of international 
cooperation, leading to the advent of a new governance mechanism: the hybrid multilateralism. 
Accordingly, the scholarly literature in the field of international relations is currently focusing on 
new governance like changing patterns of authority in world politics. Nevertheless, comparative 
studies of the linkage between domestic politics and the new governance are yet to be explored, 
given the Paris Agreement gives substantial discretion for governments under the Pledge and 
Review mechanism. 
Now, scaling up ambition is at the core of the global climate cooperation agenda. In this 
vein, the main argument of this dissertation is that the stagnant ambition is attributed to the lack 
of institutions and political processes to produce a socially acceptable response toward low-carbon 
economy society. Thus, raising the ambition will rely on how the governments play an effective and 
significant role as the center of ‘non-hierarchical orchestration’ in collaboration with transnational 
and multilateral actors.  
From the theoretical framework of the embeddedness, this dissertation presents a 
narrative exploration of the interplay between the intergovernmental cooperation and diverse 
domestic political system. To test these theoretical propositions, both quantitative and qualitative 
methods are employed.  
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1. INTRODUCTION 
The Paris Agreement on Climate Change and its accompanying decision (Decision 1/CP.21) 
amended the global climate regime in 2015. The Agreement is assessed as an extraordinary 
political and legal success because it is the first-ever universal, legally binding global climate treaty, 
with global inclusiveness where the governments of 195 countries engage in the mechanism. 
However, decoupling between scientists’ signals and politicians’ reactions sticking in bureaucratic 
negotiation has led to stagnant actions. Given the type of problem where a delay is exceptionally 
costly as well as the cycles of nationally determined contributions (NDCs), 2020 is a critical 
juncture to avoid climate risks to humanity. In this vein, scaling up ambition is at the core of the 
global climate politics.  
Conventionally, public policies have been dominated with neoliberalists’ perspectives in 
which states as unified rational actors are able to manage and solve environmental problems 
effectively through standards of behavior like international agreements. In this vein, the primary 
concern in the policy domain of climate change has been a constrained maximization of utility of 
each state based on a deductive calculation of the remaining carbon budget for last 30 years. 
However, much of empirical evidence in climate politics casts doubt on the neo-classical 
model. The failure of the Kyoto Protocol, the breakdown of the negotiation at the Copenhagen 
Summit in 2009, and the rising ‘emission gap’ between current commitments and the action 
necessary to meet climate targets intensify objections to the assumption that the single-agent is 
an atomized and utilitarian individual. Insights about actual human behavior make for a 
significant contrast to the climate reductionism. Given the fact that the consequences resulting 
from our decisions for climate change have an impact on both individuals and groups at different 
places and times, therefore, the staggering political complexity of climate negotiations is not 
sufficiently explained with a small number of assumptions and the hypothesis of individual 
rational actors.  
As Polanyi’s trenchant critics of the neo-classical model, much of empirical test in the 
behavioral analysis show how individual decision-making process is socially constructed, revealing 
the parallel facet between people’s expressed values and beliefs on environmental protection and 
their actions as consumers and citizens manifesting a reluctance to support policies such as carbon 
tax. 
In light of the contemporary “carbon lock-in system” (Unruh 2002), all economic actors 
and institutions are enmeshed within the specific historical and institution context, where “social 
conditions exist a priori to behaviors, and norms and values are deeply internalized” (Ghezzi & 
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Mingione 2007, p.12). Given the embeddedness in our society, a hybrid approach, the combination 
of top-down and bottom-up elements, and diversification of actors in the policy-making process are 
paid attention as the breakthrough innovations to produce a socially acceptable response toward 
low-carbon economy society. 
In this context, the UNFCCC conferences and its policy processes are transforming as a 
fulcrum for reconciliation of the domain between multilateral diplomacy and an increasing number 
of transnational governance initiatives. In particular, the Copenhagen Accord in 2009 sparked the 
decentralizing patterns of global actors in which organizations, rules, implementation mechanisms, 
financing arrangements, and operational activities have been proliferated (Abbott 2012; see also 
Keohane & Victor 2011). Since then, linkages between governance networks and broader policy 
communities have been of growing significance in climate cooperation. A variety of scholars define 
the rising new governance as ‘hybrid multilateralism’ and systematically analyzed the phenomena 
(Abbott 2012; Hickmann 2017; Andonova, Betsill, and Bulkeley 2009). 
Despite the dynamic change of authorities in climate politics, however, the domestic actors 
remain crucial because the new governance is not sufficient without vigorus domestical political 
will. In the Paris Agreement, a rigorous formula for determining what each country's obligations 
are as well as a concrete inscription of legal penalites for non-compliance do not exist. Furthermore, 
some scholars have been criticizing the inability of domestic government and state actors; it 
nevertheless still holds the highest degree of legitimacy in the NDCs process.  
Thus, this article argues that raising ambition and the success of the new type of 
governance will rely on how the governments play an effective and significant role as the center of 
‘non-hierarchical orchestration’ (Abbott 2012) in collaboration with transnational and multilateral 
actors. Moreover, this echoes Hickmann’s (2017, p.432) assertion that “the changing patterns of 
authority in global climate policy-making not be conceptualized as a zero-sum game, in which the 
emergence of authoritative structures beyond central governments and international institutions 
equals a loss of authority at the expense of state-based forms of regulation. Rather, ongoing 
reconfiguration of authority apparently reinforces the importance of state-based forms of 
governance” in raising the ambition of national commitments. 
This article focuses on the interlinkage between the complex governance and domestic 
political institutions in escaping the carbon lock-in system and diffusing decarbonized 
development norms and practices. The guiding research question is: whether and how the 
interplay between a broad range of transnational climate governance authorities and existing 
modes of intergovernmental cooperation exerts a significant influence on the policy domain of 
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climate change? How we effectively harness the force in raising ambition, in particular on the 
mitigation issue? 
This article constitutes a study of themes of collective action, global governance, and 
international relations. It explores how and to what extent the UNFCCC and the associated policy 
processes contest, influence, and lead to transformative change. In particular, with an in-depth 
analysis of multilateral climate transparency arrangements, this article will analyze to what 
extent non-state actors lead to enhance the reporting and review process of the UNFCCC and 
collective climate ambition in setting NDCs, using both quantitative and qualitative methods. A 
narrative exploration is presented that integrates several different lines of research. The role of 
non-state actors in climate politics has been alluded to elsewhere but has received only cursory 
treatment. To my knowledge, no one has examined the systematic impacts of combined current 
UNFCCC policy processes and interlinkage between state and non-state actors in the domestic 
policy process. It is therefore hoped that this exploration will illustrate a set of issues that has 
been undermined in climate change policy debates.  
The following is divided into four main sections. The first outlines the theoretical 
framework, which deploys interdisciplinary insights into contemporary processes and practices of 
climate governance. The second section lays the analytical design. The third analyzes the legal 
structure of global climate change, focusing on the evolution of climate governance. The final 
chapter examines the significance of the non-state actors as a role of diffusing low-carbon economy 
development norms and practices. 
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2. THEORETICAL FRAMEWORK 
From the adoption of the UNFCCC in 1992 to the Paris Agreement in 2015, governments across 
the world have formed a variety of intergovernmental processes, showing the intriguing analytical 
framework. This framework shows how international cooperation has been evolved, and the 
relationship between state and non-state actors has been transformed on global common goods 
issues. Specifically, this indicates how hybrid multilateralism becomes paid attention as an 
alternative to intergovernmental cooperation in raising the ambition of climate politics.  
 
2.1. THE ROOT CAUSE OF INSUFFICIENT AMBITION 
The notion of ‘Embeddedness’ created by Karl Polanyi embodies how social actors are positioned 
within the specific historical and institutional context in various social networks. He believes social 
conditions exist a priori to behaviors, and norms and values are deeply internalized. In light of 
this, the scholarly literatures propose the assumption relevant to discussion on climate change: 
the contemporary societies are formed, “experiencing convergent trends of transformation 
resulting in diverse processes of adaptation that evolve from specific social, cultural and cognitive 
configurations (Ghezzi & Mingione 2007, p.12)”, since the industrial revolution. This also brings 
about the complex principal-agent relations locking into the fossil fuel-based system.  
With the end of the Cold War, as the neoliberal economic policies ascended to the peak of 
world politics, the embeddedness in economic structure has been magnified and intensified. 
Unruh(2000) conceptualizes this trend with a concept of “carbon lock-in system”, defining as “a 
process of technological and institutional co-evolution driven by path-dependent increasing 
returns to scale” (Unruh 2000, p.817). With an in-depth analysis of the carbon lock-in process from 
micro-level (Technology Unit) to macro-level (Techno-Institutional Complex), he identifies the 
durable and sticky routine which was historically derived during the industrialized period and 
now plays a role as a barrier to raise the ambition for the transition process towards low-carbon 
economy, persistingly intensifying the solidity of existing market and producing ceaseless policy 
failures [Figure 1].  
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Figure 1. Conceptual Diagram of Carbon Lock-In Process* 
*Given the embeddedness,the issue of stagnant ambition cannot be isolated from the contexts of 
social interaction 
**Notice: The conceptual diagram is based on Unruh’s description on ‘carbon lock-in’ (See 
Unruh(2000);Unruh(2012) 
 
As the carbon lock-in process is schematized in figure 1, the prevailing unsustainable 
routine has been established through interlocking mechanisms within each level, such as 
technological units, firms, private associations, and public institutions, as well as between 
authority domains such as state, business, and society. Also, once a development path is set, the 
endogenous power to reinforce the mechanism comes out, which plays a role as self-reinforcing 
barriers to alter or correct the policy problem embedded in the techno-institutional complex (TIC). 
Given the gravity of the challenge, thus, many scholars have criticized unilateral and rational 
corrective approaches such as removal of perverse subsidies or the internalization of 
environmental externalities emerging from fossil fuel use led by the central government (Unruh 
2000). This does not mean those approaches should be rejected entirely, but only applying those 
policies could not be effective without consideration of the complexity of the carbon lock-in 
mechanism. Moreover, ceaseless policy failures, the deadlock in climate negotiations, and the 
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inability of governments and society to take ambitious action in almost all OECD and G20 
countries is the epitome to support the criticism. 
 
2.2. CONVENTIONAL MODELS OF GLOBAL COMMON GOODS 
Conventionally, collective actions on common resources that are rivalrous but non-excludable have 
been formed with either top-down hegemony of bureaucratic states or bottom-up social movement. 
These parallel approaches connote two contradicting theoretical concepts of human behavior. The 
top-down approach is related to a rational choice model in which it assumes that a rational agent 
behaves to maximize their utility according to their stable and given preference. This embodies 
the core of the neoclassical behavior model, which regards preferences as an exogenous element. 
Thus, this approach focuses on constraining maximization of utility with external drivers or 
hierarchically superior forces in facilitating cooperation and compliance (Hardin 1968; Olson 1971; 
Rodrigues 2004). On the other hand, the bottom-up approach builds upon the social process that 
is the main component of the constructivist prism. This calls attention to the unit level variables, 
such as interdependence, common fate, homogeneity, self-organized, and self-governed enterprises. 
Given individuals have very similar limited capabilities to reason and figure out the structure of 
the complex, uncertain, and challenging problems, intelligence and small-scale boundary on the 
issue is a precondition to catalyze collective actions. In light of this, having a sense of proximity to 
the issue is the critical determinant in accelerating cooperation [Figure 2].   
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From the rational choice perspective,self-interested states will consider 
climate change issues as a commons problem. Each individual state 
gains the benefit of some action that results in GHG emissions but 
imposes the vast majority of the costs on others. Thus,imposing a hard 
instrument by a superior actor will be an excellent tool to change the 
behavior to maximize their utility 
③ Bottom-up 
From the constructivist perspective,human preferences,beliefs,and 
interests are socially constructed. Thus,diffusing environment norms is 
the primary concern for them.By expanding the involvement of actors 
with the proliferation of the environment protection movement,they put 
the environment issue on the table as a global agenda 
④ Side-by-Side 
Meanwhile, the influence of existing industries in domestic politics 
remains robust with its resources. They also have an impact on each 
citizen's life-style and daily decision-making process. Therefore,making 
a coalition is crucial to have stronger influence over the existing 
industries. 
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The neoclassical behavioral approach is based on the assumptions of ‘egoism’ and 
‘utilitarianism’: in the absence of externalities, self-interest can lead to an equilibrium that 
maximizes the satisfaction of individual preferences. However, there are two paradoxes in relation 
to ‘actual’ human behavior. Firstly, in terms of individual preference, it is not clear to judge whether 
it is a genuine preference given in the form of revealed preference (choice). “It is very much an 
open question as to whether these behavioral characteristics can be at all captured within the 
formal limits of consistent choice on which the welfare-maximization approach depends” (Sen 1977, 
p.324). Secondly, with regards to the maximization hypothesis, it is also a debatable question as to 
whether the outcome of individual choice depends solely on their own consumption. This is in 
contrast to rational choice theory in the sense that an individuals’ welfare depends on their own 
consumption (Green 2008). In reality, individual decision-making is not able to be separated into 
the social context. For instance, people may be fully informed about the benefits of making climate-
friendly choices for their welfare, but they are not worth the cost according to their satisfaction 
with life-style in the carbon lock-in system. Also, individuals cannot gain complete and perfect 
information in reality. Thus, individual choice only exhibits bounded rationality: "individuals rely 
on heuristics in making decisions that can result in making choices that they believe are in 
accordance with their preferences or values, but in actuality are not" (Green 2008, p.80).        
 In light of this, much empirical evidence gives much reason to reveal the fact that global 
climate politics stepped off on the wrong foot at the initial stage. Since the wicked transboundary 
policy problem has become remarkably increased, constrained utility maximization has been a 
persistent one in global environmental politics. In general, neoliberalist's international regime 
theory has been dominated in which scholars studying environmental negotiations treat states as 
a main analytical unit, presuming unified rational actors and their interests remain static. They 
believe international cooperation can be facilitated by establishing standards of behavior through 
the process of 'convergence of expectations.' Krasner articulates this belief by defining a regime as 
“sets of implicit or explicit principles, norms, rules, and decision-making procedures around which 
actors’ expectations converge in a given area of international relations” (Krasner 1982, p.186). 
Furthermore, Puchla and Hopkins support Krasner’s idea by arguing that “wherever there is 
regularity in behavior, some kinds of principles, norms or rules must exist to account for it” 
(Puchala & Hopkins 1982, p.247). They assume states are able to handle global problems by 
formulating a sort of simple structured consensus with the visible principles, unitary policy target, 
and linear procedures. On the premise that regime has an impact on states’ behavior, they assume 
individuals are able to gain by “the creation of explicitly collective contracts in which all are 
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compelled to contribute each gives up her capacity to free-ride in return for being able to prevent 
others from free-riding. The state is seen as the institutional embodiment of those collective 
contracts” (Brennan 2009, pp.311; See also Buchanan 1976). 
A top-down approach to an international environment policy agreement – as, for example, 
embodied in the Montreal Protocol on Substances that Deplete the Ozone Layer – is managed by 
a robust multilateral institution and based on legally binding commitments for constraining 
maximization utility. Realizing the catastrophic outcome globally resulting from 
Chlorofluorocarbons (CFCs) use (convergence of expectations), all 197 countries ratified the treaty 
restraining use of the specific substance. Consequently, the multilateral treaty resulted in nearly 
99% of ozone-depleting substances phased-out to date. The Montreal case makes sense that 
international regimes prevent individual states from searching for utility maximization from 
acting to secure their Pareto-optimal outcomes with certain restrictive conditions (Krasner 1982).  
While this model makes intuitive sense and logical process of the complex transboundary 
policy problem between domestic politics and intergovernmental cooperation, however, this 
approach hinges upon whether the cause of problem is relatively identical with single factor.  
In common with the Montreal Protocol, the Kyoto Protocol is an example of a top-down 
approach in which it is composed of legally binding commitments for emission reduction and hard 
instruments such as monetary or trade sanctions in case of non-compliance. In order to advance 
and expand commitments, the Protocol is designed with the specific mechanisms such as using 
clear numerical criteria to specify levels of emissions or development at which governments would 
take more stringent mitigation commitments. However, a fully-fledged top-down approach did not 
happen because of the lack of support among governments to be seriously considered for 
international mitigation policy, revealing “a general unwillingness to accept stringent mitigation 
commitments and control of their achievement by an international institution” (Climate Policy 
Info Hub 2015).  
As all economy-wide activities brings about the climate crisis, it is not clear to designate 
a single factor (preference) to constrain and control behavior. Given the carbon lock-in system, the 
complexity of the problem and system dynamics has not fit into the constrained maximization 
utility model. Therefore, treaty-based intergovernmental cooperation based on a static 
conceptualization of actors’ behavior and its fixed preferences does not sufficiently motivate people 
to act in combating climate change.  
Based on the recognition of bounded rationality and bounded self-interest in actual 
human behavior: people's choices are influenced by social instruments; bottom-up approaches have 
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become more fashionable since the post-2009 fatigue with top-down mitigation policies. According 
to the constructivist belief, people's preferences are socially constructed. As the notion of 
embeddedness proposed by Karl Polanyi, people's behavior is positioned within a specific social 
context. In this sense, the formation of collective identity and value by diffusing social norms and 
interests is critical to facilitate cooperation.      
The breakdown of negotiations at the Copenhagen Summit in 2009 indicated the fallacy 
of the assumption on rational state actors and unitary and linear policy approaches. Accordingly, 
the involvement of non-state actors, organizations, rules, implementation mechanisms, financing 
arrangements, and operational activities have been proliferated, which some scholars called it 
"Cambrian explosion" (Abbott 2012; see also Keohane & Victor 2011). In particular, the 
decentralizing patterns of global governance actors have become a trend, bringing about various 
forms inside and outside the UNFCCC. For example, in the framework of Group of 20, the leaders 
from big emitters countries declared their mitigation engagement through trade-related policies. 
The unilateral pledges of mitigation action between U.S. President Barack Obama and Chinese 
President Xi Jinping in 2014 are also the case. However, there is a critical challenge with bottom-
up approaches in the sense of comparability and consistency in dynamic and heterogeneous actions. 
To date, there is no empirical evidence that bottom-up approaches are tracked on the lowest global 
cost mitigation path compared to a business-as-usual emissions pathway. Also, in domestic 
policymaking, where voluntary agreements between governments and industries have been used 
to reduce GHG emissions from the sectors, the effectiveness of agreements is in doubt. Much of 
empirical evidence indicates individual industries and actors do not take actions far beyond 
business as usual without a robust regulatory threat from the government, or a cultural element 
that makes companies accountable to public pressure (Climate Policy Info Hub 2015). This reveals 
the inherent weakness of a bottom-up approach.  
While both models stand against each other with regard to the authority in promoting 
collective action and hold different methods either environmental regulations (top-down) or social 
movements (bottom-up), they possess the similar vein implicitly in assuming the hierarchical 
structure of decision-making process and separate realms, interests, and choices between public 
and private. Given these features, making a choice between the two models is less likely to raise 
ambition. 
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2.3. THE ALTERNATIVE MODEL TO RAISE AMBITION 
Given the complex and dynamic interdependent societies from local to global scale, the 'hybrid 
multilateralism' arises (Bäckstrand et al. 2017; Gallo-Cruz 2017; Kuyper et al. 2018). The 
definition of ‘hybrid multilateralism’ here refers to interplay between “the established multilateral 
negotiations and the plethora of self-organizing governance initiatives” (Dryzek 2017, p.789) 
involving state and diverse non-state actors from civil society organizations, multinational 
companies (business and trade unions), academics and subnational or substate actors (regional 
local governments, cities, and municipalities) through the formal and informal process (Luckhurst 
2018). 
 Hybrid multilateralism combines top-down and bottom-up elements. Voluntary pledge of 
the national commitments indicates the bottom-up feature in which the commitment is not 
negotiated, as would be the case in a pure top-down system. Nevertheless, the review system of 
national commitments which leads to a public evaluation manifests the top-down characteristics 
combined with strong MRV and credible accounting procedures in which ambition is likely to be 
enhanced from international pressure by providing transparency that is akin to a "naming and 
shaming" of governments with an insufficient ambition of the pledge (Climate Policy Info Hub 
2015). 
The limits of the conventional models presents two conditions in boosting the ambition; 
first, recognizing from individual states and non-state actors “that their priority issues or 
institutional reforms can benefit from a global systemic, coalition-supported efforts”– 
Socialization; second, “arising more significant opportunities for exploiting linkages between 
innovative proposals across distinct sectors and institutional settings,” effectively exercising 
leverage of all committed stakeholders – Network (The Stimson Center 2019, p.5). 
‘IR’ constructivists have focused on ‘socialization effects’ through “the constitution or 
diffusion of particular governance or policymaking norms and practices” (Luckhurst in-press, p.2). 
Dominant peer groups in international society will influence on the policy-making process with 
their identities and interests through the endogenous and suasion-induced process. With "a web of 
sustained exchanges and relations based on the long-term goal of integration, the target states' 
interests are redefined, and its identity possibly altered, so as to take into greater account the 
integrity and order of the system” (Terhalle and Depledge 2013, p.576; see also Goh 2007, p.121).  
Meanwhile, the interlocking process between diverse actors leads to polycentric systems. 
The polycentric system is defined as multi-levels of government of the decision-making units in 
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which governing authorities (e.g., local, state, and national) are characterized by multiple and 
overlapping jurisdictions at different scales and also “special-purpose governance units that cut 
across jurisdictions” (Carlisle & Gruby 2019; Mathias et al. 2017). In this context, ‘orchestration’ 
is paid attention as the critical function in the hybrid multilateralism. “Orchestration is what an 
authority does when it realizes the limits on its power while recognizing the existence of 
‘intermediaries’ who share its goals, and who might be able to pressure states or other target actors 
to do the right thing in terms of those goals, and then monitor and evaluate the degree to which 
goals are being achieved” (Dryzek 2017, p.790). With regards to the intermediaries, non-state 
actors mainly take the role by closing the gap between different jurisdictions, harmonizing and 
coordinating different interests and priorities, facilitating information sharing, and intensifying 
pluralistic approaches through expanding the room for new technologies. With their flexibility and 
professional knowledge, non-state actors have sufficient capacities in significantly increasing 
'transparency' and 'accountability' in the policy-making process. 
What is more critical, non-state actors play a vital role to not only change in the venue or 
form of competition but also lead to a qualitative transformation from a winner-takes-all 
competition, to one conducted with a consciously acknowledged win-win mode in which rational 
actors who sought for maximizing their quantitative gains will change their behavior to pursue 
qualitative accumulations such as 'cognitive authority' and fame under the transparent 
mechanism. By leading to a reconciliation mechanism between competition and cooperation, which 
is conceptualized as 'humanitarian competition' by Makiguchi (1903), non-state actors play a 
leading role in raising ambition. In the sense that hybrid multilateralism highlights diversifying 
actors and interlinkage between macro to micro levels of jurisdictions, the new governance is 
standing out to break out the carbon lock-in system. [Figure 3] 
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Figure 3. Conceptual Diagrams of the Theoretical Framework 
 
3. ANALYTICAL DESIGN 
3.1. SELECTION CRITERIA FOR COUNTRIES 
While many scholars have been criticizing the inability of the domestic government actors for being 
slow and not achieving a substantial outcome, it nevertheless remains the institution with the 
highest degree of legitimacy under the Pledge and Review System. As the Paris Agreement gives 
substantial descretions to governments, the doemstic political will is crucial in raising ambition. 
In this vein, facilitating effective action against the climate crisis and achieving the long-term goal 
will depend on the inclination of both OECD countries and newly industrializing countries to take 
costly actions (Keohane and Oppenheimer 2016). For this reason, this article selects two states: 
the United Kingdom and South Korea. These two states are regarded as big emitters globally 
according to their carbon emissions per capita. Their climate performance is assessed differently, 
showing an opposite emission pattern. Through an in-depth analysis of each country's climate 
policies, the institutional architecture, and the role of non-state actors, this article will test the 
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theoretical assumption of the hybrid multilateralism. 
 
3.2. ANALYTICAL UNITS 
Given two conditions in raising the ambition: 'socialization' and 'polycentric,' the role of non-state 
actors will play in both causing competition via 'naming and shaming' instruments and facilitating 
cooperations as the interchange between multi-levels of jurisdiction. In this vein, two analytic 
themes are the main focus – fit and acceptability in analyzing non-state actors’ implications 
Fit 
There are two thematic issues in international climate governance; the first one is misfit to the 
purpose – for instance, the international climate regime has misled into the debate on emission 
cut, exacerbating politicization between developing and developed countries in world politics as 
well as between existing industries and emerging industries; second is misfit between macro to 
micro process. The gap between the UNFCCC and the domestic policy-making process exists in 
implementing policies. These two issues will shed light on the influence of non-state actors in 
raising ambition.  
Acceptability 
There are two areas to focus on: first, whether the government has acceptability or flexibility to 
embrace pluralistic options, in particular during the agenda-setting stages. Second, whether the 
public has a substantial understanding to bear the responsibility for the social transformation – 
for instance, the increasing electricity bill. 
 When it comes to the setting process of the national commitments, it can be divided into 
two parts. In general, during the agenda-setting stage, the range of the national ambition is 
roughly determined through technical analysis in each sector. For instance, in the energy sector, 
mitigation policies can be categorized with three issues: the replacement resources from fossil fuels 
to renewable energy, the improvement of energy efficiency, and the behavior change of consumers. 
By diversifying the involvement of actors and policy options, in particular, non-state actors from 
new environmental technologies and business fields, government actors can find a new 
development strategy beyond the carbon lock-in system. Also, transnational actors are able to 
contribute to reducing the uncertainty in the policy-making process by sharing lessons and 
information from advanced cases. For instance, government actors are afraid of the risk of noise 
pollution, bird strike problems, even a blackout resulted from the installation of the \onshore wind 
farm. However, through the consultation, forum, or small meeting with energy experts from the 
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International Renewable Energy agencies, domestic policy-makers are empowered or motivated to 
set more ambitious policy instruments. Thus, non-state actors contribute to expanding the 
acceptability of government actors by providing diverse and pluralistic policy options. 
Secondly, non-state actors also contribute to enhancing socially acceptable levels 
regarding responsibility, such as the burden of taxation. Through social movement and education, 
ordinary citizens can understand the seriousness of the problem. What is more important, their 
endurance of policy outcomes can be increased by awareness of the environmental policy process 
that it takes time to reap the visible effects. This is critical to construct political will and design 




Figure 4. The Concept of Acceptability in the Policy-Making Process 
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4. LEGAL FRAMEWORK 
The growing exchange between international relations scholarship and international legal 
scholarship sheds light on the difficulties involved in climate regime design. The utility of 
negotiating international agreements to govern “a complex, polycentric, and seemingly intractable 
policy challenge” (Bodansky et al. 2017) has been contested for several decades.  
At the same time, states have developed a significant body of international law in 
response, since climate change has strikingly surfaced as the urgent issue of world politics in the 
1980s. With the adoption under the auspices of the 1992 United Nations Framework Convention 
on Climate Change (UNFCCC), including the 1997 Kyoto Protocol, the 2015 Paris Agreement, and 
a variety of decisions of the parties to these instruments, treaty-based laws has formed the climate 
regime (Gupta 2016). But, such progress has not corresponded with similar progress in 
implementation (Popovski 2019), as much current literature focuses on theoretical and empirical 
issues concerning the effectiveness of the international environment regime (Breitmeier 2011). 
Drawing from the literature on collective action on commons (Hardin 1968; Olson 1971; 
Ostrom 1990), the strong free-rider incentives are manifested as the main obstacle to accelerate 
the effective implementation. Furthermore, the divergent perspectives which have dominated the 
international policy response to climate change aggravate the collective action problem, bring 
about “increasing multipolarity/polycentric for climate change regulation” (Peel and Osofsky 2013). 
For example, while the EU countries mainly consider the climate change issue as an 
environmental problem, many non-European developed countries (in particular, the US) regard 
the issue as an economic problem. Moreover, many developing countries view the issue as an 
ethical problem (historical and economic injustices) (Bodansky et al. 2017). In order to overcome 
the cumbersome issues and to secure the principle of pacta sunt servanda under the anarchical 
society, the main focus of the international climate regime has been to formulate international 
treaties to facilitate cooperation or coordination among states by means of ‘coercion’ or ‘persuasion’ 
mechanisms (Goodman and Jinks 2004). However, as a common observation among international 
lawyers and constructivist IR scholars is that law is “much more about process than about form or 
product” (Finnemore and Toope 2001, p.750), the legitimacy of international law relies on “the 
processes of mutual construction by a wide range of participants in a legal system” (Brunnèe & 
Toope 2000) and can only be materialized when “legitimacy norms are necessarily internalized into 
agent identity and observing its utility as a strategic resource” (Loomis 2012).  
Echoing the argument, the Paris Agreement, and its accompanying decision (Decision 
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1/CP.21) in 2015, as well as, the Talanoa Dialogue in 2018 manifests the shift of the mechanisms 
in international law – acculturation. In this process, this article systematically analyzes the role 
of non-state actors to play in socialization. 
 
4.1. THE UNFCCC & THE KYOTO PROTOCOL 
The IPCC’s first assessment report in 1990 crystallized the climate crisis as the human-induced 
problem. Subsequently, the prominent global level legally binding environment regime, the 
UNFCCC was established with several fundamental principles of international environmental law: 
the precautionary principle and the common but differentiated responsibilities and respective 
capabilities principle. These principles articulated normative consensus on the climate change 
problem as 'the division of pie' – allocating permissible emissions. Furthermore, the normative 
frame implicitly connoted that increasing emissions might be inevitable until the maturity stage 
of economic growth. Hence, certain restrictive conditions to constrain states’ behavior, in particular 
of industrialized countries, to secure Pareto-optimal outcomes in the limited carbon space became 
a primary concern in climate negotiations. 
The Kyoto Protocol is a typical example of the regime designed with the standard 
neoclassical model of rational behavior. The underlying mechanism is a ‘utilitarian calculus in 
relation to the optimal level of global emissions’ (Brennan 2009) with a binding quantitative 
commitment to cut GHG emissions. The Kyoto Protocol required industrialized countries (Annex 
I Parties) to reduce their collective emissions of greenhouse gases by 5.2%, compared to 1990 levels, 
to report regularly on their climate policies and to submit an annual inventory of their greenhouse 
gas emissions, including data for the base year (1990) and all years since.  
As the example of a classical ‘hard law.’ the Compliance Committee of the UNFCCC would 
impose sanctions on non-compliant parties – For instance, the sanction would be an additional 
deduction from the Party’s assigned amount for the second commitment period of 30%.1 
However, the maximization hypothesis and its methodological foundation have been 
criticized in terms of its effectiveness in reducing carbon emissions. Indeed, according to the data 
from the first commitment period (CP1) of the Kyoto Protocol published in 2014, those parties 
overachieved their reduction targets by 24%, but it brings about another issue: “hot air” – do not 
represent substantial emissions reductions (Morel and Shishlov 2014).  
The exclusion of China and India from binding commitments, and the subsequent refusal 
 
1 Marrakesh Accord, 15.5(a) 
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to ratify US commitments under the Kyoto Protocol catalyzed the withdrawals by primary emitters 
(Agrawala & Andresen 2001). This indicates that the constrained maximization of utility with 
small actors and top-down imposition of the regulations does not have an impact effectively on “so 
complex, uncertain, and nonlinear, possibly super-wicked unstructured problems” (Gupta 2016, 
pp.193), which limited incentives for innovation and policy experimentation at a time when best 
practices for GHG reduction were not established (Rosen 2015). Also, the participation of non-state 
and sub-state actors was relatively limited (Held & Roger 2018) in setting the agenda and 
implement policies. As the IPCC claimed that some climate change is unavoidable and irreversible 
(IPCC 2014), the Kyoto Protocol has come to an end with the failure of its primary mission: to cut 
the number of emissions. 
 
4.2. THE COPENHAGEN ACCORD 
Despite the fact that the US rejected the Kyoto Protocol, the global community decided to discuss 
a new start to dealing with the climate change problem rather than an end to the international 
negotiating process at the COP13 in Bali. Diplomats in Bali decided to proceed to Copenhagen 
along two parallel negotiating tracks to determine post-2012 global action on climate change. One 
group – the Ad Hoc Working Group on Further Commitments for Annex I Parties under the Kyoto 
Protocol (AWG-KP) – excluded the United States and was specifically designed to determine 
developed countries’ emission reduction targets in the post-2012 period. The second group – the Ad 
Hoc Working Group on Long-Term Cooperative Action (AWG-LCA) – included the U.S., and like 
the AWG-KP, it sought a post-2012 global climate regime, but it was less constrained by the 
existing dynamics of the Kyoto Protocol (Spak 2010). Moreover, the second negotiation track was 
intended to secure the involvement of Non-Annex I states, in particular with the aspect of including 
mitigation efforts by them, some of which (e.g., China) had seen their emissions increase 
dramatically in the years since Kyoto.  
Although these two tracks were expected to converge and produce a successor agreement 
of the Kyoto Protocol at the COP15 in Copenhagen, the relationship between the two tracks was 
repeatedly contested in the years that followed (Held & Roger 2018). For Non-Annex I countries’ 
participation, they emphasized on the precondition of the adoption by wealthier parties of a 
separate commitment to a second Kyoto period, while most Annex I countries claimed a more 
integrated approach in which all moved forward under the same legal regime. Big political 
differences and discontent over the process meant that no consensus was reached over a range of 
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issues, from the overall emissions target and the legal form of the agreement to financial 
arrangements and the distribution of responsibilities (Held & Roger 2018). As a result, the COP15 
in Copenhagen ended up as a deal outlining a more minimalist approach to the problem of climate 
change: the Copenhagen Accord (Held & Roger 2018), setting a long-term target of limiting global 
temperature to 2 ℃  above pre-industrial levels. Copenhagen repeated the mistake of its 
predecessor, in which the focal point of the conference was the proposed rules for mitigating climate 
change. 
This framing triggered the perspective of seeing climate protection as an economic burden 
and impediment to development (Hermwille et al. 2015), compounded by the uneven impact of the 
global financial crisis in 2008. Also, from the view of constructivist, Terhalle and Depledge (2013) 
pointed out the governance-related processes of institutionalization and norm diffusion have failed 
to socialize rising powers such as China into the existing order, while at the same time failing to 
enmesh both ‘indispensable’ great powers (China and the US) into global governance structures.  
However, Copenhagen played a role as a stepping stone to shift the paradigm of global 
climate governance from the 'top-down' to the 'bottom-up' approach. Furthermore, the appearance 
of soft mechanism in which it has little pressure on states to comply – monitoring, reporting, and 
verification (MRV) and international consultation and analysis (ICA) and the receding kinds of 
arrangements established by the Kyoto Protocol designed to ensure states fulfilled their 
obligations led to much more extensive participation of states. Furthermore, the role of non-state 
actors had become much more critical within the domain of climate change since the signing of the 
Kyoto Protocol; however, the involvement of multiple actors in the governing of the regime was not 
harmonious and consensual process (Bulkeley & Newell 2010). 
4.3. THE PARIS AGREEMENT 
The climate policy stance obsessed with constrained maximization of utility (Lenz et al. 2016) has 
been maintained until the Copenhagen Accord in 2009. Thus, despite the shift of the approach 
from top-down to bottom-up, the Accord ended up as the 'empty institutions' in which this did not 
produce any policy powers, deprived of any capacity for policy formulation or implementation 
(Dimitrov 2019). However, the existence of political gridlock led to the adoption of the new type of 
international agreement – hybrid multilateralism. Because the COP 15 in Copenhagen succeeded 
in laying the ground for a new approach in which the negotiation outcome has now come to fruition 
(Falkner et al. 2010) and foreshadowed many of the elements now contained in the Paris 
Agreement. 
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The COP21 in Paris in 2015 brought to an end over 20 years of UN negotiations focused 
on a misguided approach of establishing mandatory emission reductions (Falkner 2016). 
Furthermore, the Paris Agreement was assessed as an extraordinary political and legal success 
achievements in the sense that it broke the stereotype of negotiations for environmental problems 
which go along with a loss of diversity of options, not only regard to biodiversity but also in terms 
of cultural and economic diversity (Lenz et al. 2016).  
Under a Pledge and Review system, the Paris Agreement gives governments substantial 
discretion in which countries set voluntary their level of ambition for climate change mitigation 
and should submit the new INDCs in the progressive and iterative manner every five years.2 
Under the principle of transparency and accountability, the global ambition is expected to be 
increased through a process of ‘naming and shaming’ and ‘learning by doing’ by means of ‘Global 
Stocktake’ 3  and ‘Facilitative Dialogue”. 4  This shift can be seen as a signal of a qualitative 
transformation in socio-economic systems embedded into free-market fundamentalism (Klein 
2014). Far from a winner-takes-all style of competition people conducted within the consciously 
acknowledged framework of cooperative win-win mode according to the logic of “Humanitarian 
Competition” defined by Makiguchi (1903). 
Meanwhile, from the lesson of mishandling the negotiations by the Danish hosts at the 
2009 Copenhagen Conference (Meilstrup 2010), the French presidency prepared the ground with 
a more inclusive approach, skilfully reaching out to a wide range of actors – governments, business 
leaders and NGOs – in the preparatory meetings for COP21 (Falkner 2016). This manifests the 
shift of the landscape of climate governance towards more plural, diverse, and multifaceted global 
governance networks (Luckhurst 2019).  
Despite the advent of the new model, however, current commitments expressed in the 
NDCs manifest that many governments take advantage of the vagueness of obligations, and the 
discretion that it permits, to limit the scope or intensity of their proposed actions (Keohane & 
Oppenheimer 2016). In order that the global governance function effectively, there are two critical 
roles of the instituion: ‘hub’ and ‘steering committee.’ ‘Hub’ indicates the forum’s substantial 
influence on policy processes and practices of global governance, and ‘steering committee’ refers to 
its deliberative and framing functions in managing global issues (Luckhurst 2019). 
 
2 Paris Agreement, Art 4.9 
3 Paris Agreement, Art 14.2 
4 Decision 1/CP.21, Adoption of the Paris Agreement, FCCC/CP/2015/10/Add.1, 29 Jan. 2016, para. 20. 
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While the UNFCCC process has produced diverse mechanisms as a steering committee, its 
capacity has been limited in order to exert its influence as a ‘hub’ because of the consensus-based 
decision-making process and sovereignty issue. However, the novelty of the Paris Agreement is 
that it replaces the temporary commitments in emissions reduction from the Kyoto Protocol with 
long-term phase-out goals by the second half of the 21st century. Through ‘ratchet mechanism’ 5, it 
is expected that ambition is likely to be gradually increased over time to achieve the long-term 
goal “to limit the temperature increase to 1.5°C above pre- industrial levels”6 and to ensure that 
the global society reaches net-zero emissions in the second half of the century (IPCC 2018).  
Nevertheless, the recent UNEP report publishes that “the required cuts in emissions are 
now 7.6 percent per year on average from 2020 for the 1.5°C goal,” which becomes twice higher 
than if climate action began in 2010 (UNEP 2019, p.10). Given the gravity of the challenge and 
time scale, it is clearly manifesting that the involvement of non-state actors has little effect on the 
policy-making process, although they have contributed to transforming global governance 
cooperation. 
Table 1. Comparison of Three Climate Models 
* Revise the table from (Held & Roger 2018) and (Gupta 2010) 
  
 
5 Paris Agreement, Art 4.9 
6 Paris Agreement, Art 2.1(a) 
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5. ACTORS AND INSTITUTIONAL STRUCTURE 
The ambition depends on socialization – diffusing norm of sustainable development and low-carbon 
society as well as a polycentric system – network. In this sense, the role of intermediaries between 
top-down and bottom-up and side to side is increasingly highlighted, and many scholars expect 
that non-state actors take a leading role in this context. By reconciling competition and cooperation 
between states, ministries, and stakeholders, non-state actors will significantly contribute to the 
complete transformation of our carbon lock-in economy system. An in-depth analysis of climate 
performances by two countries reveals the empirical evidence of two conditions in raising ambition. 
 
5.1. AMBITION BY NON-STATE ACTORS 
Non-state actors play a vital role in closing the gap between the UNFCCC and the domestic policy 
process and generating the climate consensus toward a low-carbon economy by intensifying their 
norms and strategies through “professional ecologies” (Luckhurst 2019). 
 The UK has been assessed as a role model in climate action (CAT 2019; CCPI 2020). At 
the core of climate politics, the Committee on Climate Change exists as the fulcrum of the UK 
climate change architecture. Under the Climate Change Act 2008, the CCC was established as an 
independent, statutory body. The main purpose is to advise the UK government and Developed 
Administrations on emissions targets and report to Parliament on progress made in reducing 
greenhouse gas emissions and preparing for climate change. By providing the long-term legislative 
targets, conducting independent analysis, this contributes to increase political ambition. 
Furthermore, consistent monitoring of adherence to the Climate Change Act's objectives on an 
ongoing basis makes it possible to implement the Act consistently over the long haul regardless of 
the regime change. Furthermore, as Annex-I parties of the UNFCCC, the UK complies with its 
reporting obligations with a strong MRV system. By indicating their performance transparently, 
the UK contributes to building trust in conducting global climate politics. 
  On the other hand, South Korea has been criticized with insufficient climate action (CAT 
2019; CCPI 2020). In the climate change mitigation policy-making process, the Greenhouse Gas 
Inventory & Research Center of Korea (GIR) has taken the pivotal roles.  
With regard to the social background for climate action, it was not long to establish 
legitimacy before the Korean National Assembly enacted the Framework Act on Low Carbon, 
Green Growth in 2010. Before the Framework, a number of environmental protection laws existed 
as only fragmented laws and regulations. The intense focus on economic growth based on the “free-
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market fundamentalism” (Kelin 2014) has been the obstacle to constructing comprehensive and 
robust environmental laws. However, when the Korean Government committed to achieving a 
significant cut in emissions through a shift from energy-intensive industries to low-carbon ones in 
2009 – a 30 percent cut, compared to 2020 BAU level, it needed the legal grounds on which to build 
the implementing system for green growth, in particular, the Presidential Committee on Green 
Growth, then to mandate that committee with the power to develop a five-year plan for the national 
strategy for green growth. In this context, GIR was established in 2010. 
As a think-tank of national climate policies, GIR plays a vital role in supporting the 
establishment of the national/sectoral GHG reduction target and operating the UNFCCC process. 
However, unlike the CCC in the UK, GIR is part of the government organizations. Thus, climate 
policy making-process is substantially pursued as a top-down strategy with the lack of process to 
consider plural options of policies. Although a variety of non-state organizations such as the 
Korean Federation for Environment Movement, Climate Change Center, and Korea NGO’s Energy 
Network occupies an essential position in having an impact to individual behavior and the 
institutions that are involved in environmental protection, their focus remains somewhat the 
general environmental movement such as grass-roots mobilization. They have an impact on the 
national policy-making process with collaboration with national and international partners; 
however, the informal and temporal involvement confines their role to critics of insufficient 
ambition. This deprives diverse non-state actors of opportunities to contribute to putting 
knowledge and evidence of ambitious and innovative instruments into practice. In light of this, the 
absence of an independent body and regular participation of non-state actors, in particular, in the 
agenda-setting stage is significantly attributable to the stagnant ambition in South Korea. 
 
5.2. AMBITION BY INSTITUTIONAL ARCHITECTURE 
“A good framework law does not guarantee automatic policy delivery. Climate change action is 
driven by a shared understanding of its importance" (Frankhauser et al. 2018). As the carbon lock-
in is shown, the institutional structure has been evolved according to its path-dependent process. 
Furthermore, each ministry has its own priority in the policymaking process. Given the fact that 
the climate change issue is related to economy-wide behaviors, harmonizing of each ministry's 
interest and the unified mechanism on GHGs management such as balancing statistic data and 
reducing asymmetric information is the crucial determinant of success in policy implementation. 
Thus, in the aspect of fit in data management, the existence of an institutional body to compile 
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information and embrace different priorities by all ministries is a critical variable in raising the 
ambition. Also, in the aspect of acceptability, the existence of an independent body to compare the 
ambition in policy target is the other important variable [Figure 5]. 
In terms of the issue of fit in data management, both countries establish the institution: 
in the UK, Department for Business, Energy, and Industrial Strategy (BEIS) coordinates UK policy 
on climate change at the official level through inter-departmental committees chaired by BEIS. A 
Cabinet Committee chaired by the Chancellor of the Exchequer makes decisions at ministerial 
level (UK NC7, 2017). Meanwhile, in South Korea, GIR has a mandate of tasks related to the 
national GHG inventory. Furthermore, the Management Committee is the decision-making body, 
chaired by a Vice Minister of Environment. In terms of the issue of acceptability, there is no 
independent body to consult and compare national commitments in South Korea. This indicates 
the main reason for the difference in the ambition between the UK and South Korea. 
 
Figure 5. Conceptual Diagrams of Institutional Structure Types 
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Table 2. Comparison of Climate Action between the UK and South Korea  
* 
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Table 3. Comparison of Climate Action between the UK and South Korea 
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6. CONCLUSION 
This dissertation analyzes how ambition in national commitments can be raised. Karl Polanyi’s 
contributions to social theory present the endogenous preferences that are at least partially formed 
and molded by social relations and institutions. In the vein of Polanyi’s “embeddedness” theory, 
Unruh provides the conceptual framework of the “carbon lock-in” process by exploring diverse 
realms from a micro-unit such as an individual firm to a macro unit such as a national and global 
level. The description of the prevailing unsustainable routine provides trenchant critics of the 
existing policy process based on a neoclassical behavioral approach that excludes social 
externalities in human behavior. 
 At the initial stage of the UNFCCC, the climate crisis was considered as the distribution 
of the remaining carbon space. Based on the rational approach, the focus is to constrain 
maximization of utility with external drivers or hierarchically superior forces in facilitating 
cooperation and compliance — this top-down approach to an international environment policy 
agreement embodied in the Kyoto Protocol. However, the fatigue of compliance among 
governments cast doubts on the top-down approach. Furthermore, the breakdown of negotiations 
at the COP15 in Copenhagen indicated the fallacy of the assumption on rational state actors. 
Recognizing the fact that the climate crisis is not only confined to the economic issue but also 
related to the social problem, the decentralizing patterns of global governance actors have become 
a trend. This bottom-up approach has undoubtedly contributed to diffuse the environmental norm, 
but the effectiveness problem arises. 
 The lessons from two conventional models and much of empirical evidence manifest two 
conditions in raising the ambition: socialization and polycentric system. In this context, the hybrid 
multilateralism is emerging as a new type of governance. As the combination model of top-down 
and bottom-up elements, the hybrid multilateralism is expected to catalyze a reconciliation 
mechanism between competition and cooperation, which is conceptualized as ‘humanitarian 
competition’ by Makiguchi. In this sense, non-state actors are paid significant attention as 
intermediaries in governments’ orchestration. 
 With two analytical units – fit, acceptability, in-depth analysis of the role of non-state 
actors, and institutional architecture indicate that socialization and polycentric are critical factors. 
Case studies of two countries: the UK and South Korea strongly supports the argument that the 
stagnant ambition is attributed to the lack of institutions and political processes to produce a 
socially acceptable response toward low-carbon economy society. Thus, raising ambition depends 
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on how the governments play an effective and significant role as the center of ‘non-hierarchical 
orchestration’ in collaboration with transnational and multilateral actors. 
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